


地域に密着した金融機関として、
これからも皆さまとともに歩んでまいります。
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皆さまには、平素より弊社ならびに足利銀行をお引き立ていただき、誠にあり

がとうございます。

平成20年度の金融経済環境は、世界的な金融危機の深刻化や世界経済の減速に

よる影響から、景気の悪化が進みましたほか、株式・為替市場も大きく変動いた

しました。

このような環境の中、弊社は足利銀行とともに、今後の経営戦略およびビジネ

スモデルに関する具体的なアクションプランとして、平成25年3月期までを計画

期間とする中期経営計画「新あしぎん創造プロジェクト～地域とともに新たな成

長のステージへ～」を策定いたしました。

中期経営計画では、これまでに取り組んできた「収益基盤の再構築」「徹底した

資産健全化」「ローコストオペレーション体制の確立」の3つを柱としたビジネス

モデルを継承しつつ、お取引先数や預金、貸出金など、あらゆる分野で地域のト

ップバンクとしての磐石な体制を構築し、持続的な地域経済の発展に貢献する、

地域に密着した総合金融サービス業の実現を目指すこととしております。

具体的には、お取引先との接点を増やすとともにお客さまニーズへの的確な対

応をはかることで、お取引先数や預金・貸出金等の残高を拡大し、収益力の強化

につとめるとともに、これまでに蓄積したノウハウを活用した企業再生支援を着

実かつ継続的に展開すること等により、与信コストの抑制と資産の健全化をはか

ってまいります。あわせて、基幹システムの更改や業務効率化等によるローコス

トオペレーション体制の構築を進めてまいります。また、お客さま保護の観点か

らコンプライアンスの更なる徹底やリスク管理態勢の強化、CSRにも取り組んで

まいります。

弊社ならびに足利銀行は、中期経営計画で示した施策の着実な実行をとおして、

お客さま、株主、地域社会、従業員等すべてのステークホルダーからの高い信頼

を獲得しつづけ、持続的な企業価値の向上につとめてまいります。

皆さまにおかれましては、引き続き変わらぬご支援とご愛顧をたまわりますよ

うお願い申しあげます。

ごあいさつ

平成21年7月
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“企業理念”は、足利銀行のすべての行動の原点となる考え方を示したもので、「存在意義」「経営姿勢」「行動規

準」から構成されています。

わたくしたちは、この企業理念のもとで地域の総合金融機関として、地域社会とお客さまの信頼と期待にお応え

できるようにつとめております。

あらゆる行動の中心に「お客さま」を置き、お客さまのニーズに応え、お役に立つために、地道にこつこつと労を

惜しまず、智恵と汗を出すことを行動の基本的な考え方としています。

行動指針

企業理念
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“企業理念”に則った企業活動を永続的に展開するための指標として、“経営目標”を定めています。

経営目標

�

　栃木県を中心とした北関東エリアを本源的な地盤とし、リテール営業を展開する地域金融機関とし

て、地域における密度の濃いコミュニケーション(靴底運動の展開)に基づき〈地域密着〉、円滑かつ適

正な資金供給と金融サービスの提供に全力を尽くすことにより〈地域金融〉、地域ならびにお客さま

の安定・発展に貢献する〈地域貢献〉。�

�

�

　金融・商品・サービスの開発・提供にあたっては、実需に基づかない活動(泥水営業)が長続きしない

ことを理解し、お客さまのニーズに的確に対応した活動を行う。お客さまを深く知り、的確かつタイム

リーな情報提供を行う。お客さまとは、常に親しみをもって接するが、一方で私情をはさむことなく、

節度ある関係を保つ。�

�

�

　あらゆる法令・ルール・約束事を守るとともに、適時適切な情報開示を通じて、常に信用の向上につ

とめる。�

�

�

　たゆまぬ収益向上のため、定量的な把握と統合的な管理に基づく適切なリスクコントロール

(ALM)を行い、適正なリスク量の範囲内での収益性を高める。�

�

�

　職員に対しては、当行が目指すべき方向性とともに個々人に求められる意識・行動を明確に伝える

とともに、成果貢献に応じた処遇により、働きがいのある職場を創造する。�

1．リレーションシップバンキング～地域を軸とした経営～�

2．CS～お客さま本位の経営～�

3．フェア～誠実かつ透明な経営～�

4．適正なリスク・リターン～健全な経営～�
�

5．モラールアップ～従業員モラールを高める経営～�
�

3
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■収益実績および計画対比

【足利ホールディングス（連結）】

【足利銀行（単体）】

平成21年3月期の決算の状況
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預金商品の充実をはかり、預金残高の増加につとめ
ております。

地域金融の円滑化にあたっては、小口金融の推進に
つとめており、残高は、着実に増加しております。

地域のお客さまの金融商品等のニーズに、よりきめ
細やかにお応えしてまいります。

20年6月からは新たな個人預金商品として、満期
まで6か月複利で運用する期間5年・7年・10年の定
期預金(商品愛称:みらいごよみ)の取扱いを開始いた
しました。

預り資産については、投資信託の取扱いファンド
を追加し、商品の充実をはかるとともに、各営業店
において、資産運用セミナーを随時開催するなど、
今般の金融市場の混乱への対応を含め、お客さまへ
の情報提供につとめております。

お客さまのニーズや安心感に応えた商品・サービス
の提供につとめ、住宅ローン残高は、前年度比542
億円の増加となりました。

金利上乗せのない8つの疾病保障付住宅ローンの取
扱いを中心として、21年3月末の住宅ローン残高は、
11,362億円となりました。

■中小企業等向け貸出

■預金残高（人格区分別） ■個人金融資産残高

■住宅ローン残高

1. 地域金融の円滑化
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■資産健全化の取組み
盧中小企業再生

中小企業再生支援協議会の活用に関して、20年度は新たに９先のお取引先について再生支援の取組みを

行い、16年度以降の取組み先数実績は112先となりました。現在も協議会との連携のもと、22先のお取

引先について、事業の再生に向けた改善計画の策定支援等を行っております。

また、栃木県の経営改善特別相談窓口を活用した再生支援の取組みを、１先について行いました。

盪不良債権処理

景気の急速な悪化がお取引先の業績にも大きく影響し、倒産や債務者区分のランクダウンが増加した結

果、21年３月末の不良債権残高（リスク管理債権ベース）は、前年比＋35億円の1,449億円となりまし

た。

引き続き、お取引先との接点強化等により、貸出資産の健全化に取組んでまいります。

貸出金残高は、住宅ローンや法人向け貸出を中心として堅調に推移したことから、前年比5.4％増加し、

34,371億円となりました。このうち、正常債権残高は32,872億円（同比＋5.6％）、リスク管理債権残高は

1,499億円（同比＋2.4％）となりました。

〈企業再生支援取組み先（社）数〉� （単位：先（社）数）�

産業再生機構（IRCJ）�

整理回収機構（RCC）�

中小企業再生支援協議会�

20年度�

ー�

ー�

9

16～19年度�

13

20

103

累　　計�

13

20

112

その他（私的整理ガイドライン等）� 15 6

合　　　計� 10141 151

※1. 個社単位による先（社）数を表示。 
なお、他行主導のスキームや公的
機関を活用しないスキームに基づ
く再生支援先を含んでおります。�

※2. 21年3月末現在における取組み
継続数は、22先(中小企業再生支
援協議会)となっております。�

2

徹
底
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た
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8

2. 徹底した資産健全化
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要管理債権�開示債権比率� 危険債権� 破産更生債権等�

不良債権の状況

■リスク管理債権
銀行法に基づく平成21年3月期のリスク管理債権は、景気の急速な悪化がお取引先の業績にも大きく影響し、倒

産や債務者区分のランクダウンが増加した結果、前年度末比＋35億円の1,499億円となりました。

なお、平成21年3月期より貸出条件緩和債権の判定に際しては、「中小企業向け融資の貸出条件緩和が円滑に行

われるための措置」として、平成20年11月に実施された「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」と「金

融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕」の改定内容を踏まえた対応を行っております。

■金融再生法に基づく開示債権
「金融機能再生のための緊急措置に関する法律（金融再生法）」に基づく平成21年3月末の開示債権については、

前年度末比＋33億円の1,502億円となりました。

（単位：億円）�

リ
ス
ク
管
理
債
権�

破綻先債権�

19年3月末�20年3月末�21年3月末�
20年3月末比�

延滞債権�

3か月以上延滞債権�

貸出条件緩和債権�

合計�

部分償却実施額�

貸出金残高（末残）�

リスク管理債権比率（％）�

74

1,205

6

543

1,829

714

32,237

5.67

38

968

1

454

1,463

156

32,581

4.49

▲ 

▲ 

72

1,042

4

379

1,499

220

34,371

4.36

33

74

2

75

35

63

1,789

0.13

資産健全化への取組み
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■自己査定と開示債権の関係および保全状況（平成20年度）�

（単位：億円）�

金融再生法に�
基づく開示債権�

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

189

自己査定の債務者区分�

破綻先�

実質破綻先�

破綻懸念先�

要注意先�

正常先�

72

116

928

27,681

5,978

要管理先�

その他の�
要注意先�

正常債権�

928

危険債権�

383

要管理債権�

33,276

引当金�

54

263

121

58

188

保全率�

100.0％�

85.3％�

44.4％�

1.502�

785�

366�

76.7％�

金融再生法開示額�

担保等の保全額�

引当金残高�

保全率（②＋③）／①�

①�

②�

③�

　�

自己査定分類区分�
非分類� Ⅱ分類� Ⅲ分類� Ⅳ分類�

引当金・担保等�
による保全部分�

189

引当金・担保等�
による保全部分�

担保等による�
保全部分�

［529］�
［399］�792

323

全額引当�

0
0

136

全額償却�
・引当�

要管理債権に�
対する保全額�
121

要管理債�
権に対す�
る引当金�
48

要管理債権以下の保全率�

※［　］内の計数は�
　引当前の分類額�

※記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しています。

部分直接償却残高220億円�

その他の債権� 貸出金 ＋ その他の債権�

3

開示額合計�
1,499

開示額合計�
1,502

差額：3億円�

（注）�

（注）�
�
金融再生法に基づく開示債権は債務者単位（ただし、「要管理債権」は貸出金単位）ですが、リスク管理債権は貸出金単位です。ただし、当行は平
成11年9月期より、自己査定の債務者区分が「破綻先」、「実質破綻先」および「破綻懸念先」の未収利息については、延滞の有無にかかわらず、す
べて不計上としています。この結果、当行が開示するリスク管理債権は「要管理債権」に当たる「3か月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債
権」を除いて、債務者単位での貸出金額と等しくなり、金融再生法上の開示債権とリスク管理債権の相違点は、「その他の債権：3億円」のみとなり
ます。�

貸出金 ＋ その他の債権�

1,019

4,959

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

危 険 債 権 �

要管理債権�

正 常 債 権 �

�

�
区　　分� 内　　容� 償却・引当基準�

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っているお取引先の債
権及びこれらに準ずる債権�

経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に
従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権�

要注意先に対する債権のうち、3か月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権�

財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、要管理債権、危険債権、
破産更生債権及びこれらに準ずる債権以外のものに区分される債権�

金融再生法開示債権の内容および償却引当基準�

Ⅲ・Ⅳ分類債権の全額を償却、個別貸倒引当金を計上する。�

担保等により保全されていない部分に対し、今後3年間の
予想損失率で個別貸倒引当金を計上する。�

要管理先債権に対し、今後3年間の予想損失率で一般貸倒
引当金を計上する。�

対象債権残高に対し、今後1年間の予想損失率で一般貸倒引
当金を計上する。�

リスク管理債権�

３か月以上延滞債権�

破綻先債権�

貸出金�

72

延滞債権�

1,042

4

貸出条件緩和債権�
379

保全状況については、引き続き厳格な担保評価の実施、および大口与信先の一部についてＤＣＦ法による引当を

実施する等、厳正な引当を行った結果、担保・保証などの回収が見込める部分と引当金によってカバーされる部分

の合計からなる保全率は、76.7％となっております。
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は、皆さまからの厚い信頼とご愛顧により、預金・貸出金ともに栃木県

内でトップシェアのお取引をいただいております。

■栃木県内の預金シェア（20年3月） ■栃木県内の貸出金シェア（20年3月）

※本計数の対象金融機関は、ゆうちょ銀行を除く、国内銀行、信用金庫、信用組合、農協です。（当行調べ）

預金、貸出金のいずれも地銀トップクラスのシェアを誇っています。

法人・個人すべてのリテール�
取引に重点（軸足）を置き、�
取引先数の増加等取引基盤の�
裾野拡大を目指した営業を展�
開します。�

お客さまにとって価値ある商�
品・サービスや、価値ある情�
報の提供等、お客さま本位の�
営業を展開します。�

は、 を合言葉に地域金融機関としての役割を
発揮し、お客さまとともに発展していくことで、企業価値の向上を目指してまいります。

地域の皆さまとともに
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地
域
の
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客
さ
ま
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取
引
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※当行における「地域」とは、北関東を中心とした主要な営業地盤（栃木県、群馬県、茨城県、埼玉県）をさしております。

■総預金残高、地域の預金残高

総預金に占める地域の預金は、おおむね9割強と

なっております。

（千件）�

■給与・年金振込口座ご利用先数

多くのお客さまの暮らしのお手伝いをさせていた

だいております。

■預り資産残高、地域の預り資産残高

預り資産は、個人のお客さまとのお取引を中心に

堅調に推移しております。

1. 預金業務等の状況

１
　
預
金
業
務
等
の
状
況

地域のお客さまとのお取引の状況
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■中小企業等向け貸出金残高、
地域の中小企業等向け貸出金残高

■個人向け貸出金残高、地域の個人向け貸出金残高

※当行における「地域」とは、北関東を中心とした主要な営業地盤（栃木県、群馬県、茨城県、埼玉県）をさしております。

■総貸出金残高、地域向け貸出金残高

2. 貸出業務全般の状況

■地方公共団体の制度融資への取組状況

地域における円滑な資金供給につとめており、地
域向け貸出金は高い比率で推移しております。

住宅ローン残高増加により、個人向け貸出金の比
率は増加してきております。（※個人向け計数は、
部分直接償却実施前となっております）

地域金融の円滑化にあたっては、小口金融の推進
につとめており、残高は着実に増加しております。

地域のお客さまの資金ニーズにお応えするため、
栃木県をはじめ各県市町村が取り扱っている制度融
資を有効に活用させていただいております。

２
　
貸
出
業
務
全
般
の
状
況
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地
域
密
着
型
金
融
の
推
進
に
関
す
る
取
組
み 具体的な取組み

1. ライフサイクルに応じた取引先企業の支援の一層の強化

（1）創業・新事業支援
県市町村の制度融資の活用等により、創業・新

事業支援に関する融資を、20年度中に83件
1,319百万円実行いたしました。
また、創業・新事業支援や中小企業の経営支援

等への取組み強化を目的として、中小企業基盤整
備機構関東支部と「業務連携・協力に関する覚書」
を10月に締結いたしました。
21年1月には、営業エリアにおける有望なベ

ンチャー企業の資金ニーズに対応するため、株式
会社ジャフコとの提携により、「あしかが企業育
成ファンド二号投資事業有限責任組合」を新たに
組成いたしました。既存のファンド（あしかが企
業育成ファンド一号投資事業有限責任組合）とあ
わせ、20年度における投資実績は2件75百万円
となりました。

（2）経営改善支援・事業再生
経営改善支援・事業再生支援に関しては、外部

機関の活用などにより、手続きの客観性・透明
性・公平性を確保したうえで、個々の企業の状況
に応じた支援を行っております。
20年度における外部機関を活用した支援実績

は、中小企業再生支援協議会が9先、栃木県経営
改善特別相談窓口が1先となりました。

（3）事業承継
20年度は、後継者への自社株式移転等の事業

承継に関する相談対応の件数が154件となった
ほか、後継者不在に悩むお取引先を中心にM&A
に関して、76件の相談対応を行いました。なお、
このうち、1件についてM&Aが成約にいたりま
した。
また、お取引先における後継者育成をサポート

する研修セミナーとして、10回目となる「ニュ
ーリーダー養成道場」を7月に開催いたしました。
あわせて、「中小企業における経営の承継の円

滑化に関する法律」や事業承継税制等について、
行内外における研修を実施し、行員個々のスキル
の向上につとめております。
今後とも、お取引先における個々の事業承継ニ

ーズに対し、適切な支援を行ってまいります。

基本的な方針

当行では、『地域と共に生きる』を企業理念としているほか、企業理念に則った企業活動を永続的に展開するた
め、「経営目標」の一つとして、『リレーションシップバンキング～地域を軸とした経営～』を以下のとおり定め、
地域密着型金融への取組みを恒久的なものとして位置づけております。

栃木県を中心とした北関東エリアを本源的な地盤とし、リテール営業を展開する地域金融機関として、地域
における密度の濃いコミュニケーション(靴底運動の展開)に基づき〈地域密着〉、円滑かつ適正な資金供給と金
融サービスの提供に全力を尽くすことにより〈地域金融〉、地域ならびにお客さまの安定・発展に貢献する〈地
域貢献〉。

リレーションシップバンキング～地域を軸とした経営～

ニューリーダー養成道場

基
本
的
な
方
針
・
具
体
的
な
取
組
み

地域密着型金融の推進に関する取組み
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20年度は、当行がアレンジャーならびにエー
ジェントを務めるシンジケートローンを1件(総額
4億円)組成したほか、お取引先の発行する私募債
を34億円引き受けました。また、不動産担保や
個人保証に過度に依存しない融資への取組みとし
て、売掛債権担保融資を25件（467百万円）実
行いたしました。そのほか、事業価値の見極めや

融資審査における行員個々の能力向上に向け、行
内外における研修やトレーニー制度を通じ、人材
育成にもつとめております。
今後とも、不動産担保や個人保証に過度に依存

することなく、お取引先の多様化する資金調達ニ
ーズへの対応を進めてまいります。

※PFI事業…民間の資金と経営能力・技術力を活用
し、公共施設等の設計・建築・改修・維持管
理・運営を行う公共事業の手法です。正式名を
Private-Finance-Initiative（プライベート・フ
ァイナンス・イニシアチブ）といい、頭文字を
とってPFIと呼ばれています。

2. 事業価値を見極める融資手法をはじめ中小企業に適した資金供給手法の徹底

3. 地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

（1）地域における営業支援情報の提供
①情報営業の展開
お取引先の様々なニーズに対して、情報営業を

積極的に展開しております。具体的には、行内イ
ントラネットにおける営業支援情報の受発信を行
うシステムを活用しているほか、20年10月に、
ビジネスマッチングイベントである「東京ビジネ
スサミット2008」へ参加いたしました（当行出
展企業17社）。
また、地域経済の動向や景況調査等の情報提供

についても、継続的に取り組み、20年度中は、
ニュースレターによる公表を20回行いました。

②シンクタンクの設立
21年4月に、足利銀行の100％出資子会社の

シンクタンクとして、「株式会社あしぎん総合研
究所」を設立いたしました。今後、同社が実施す
る「地域経済・業界動向の調査研究」、「企業の経
営課題克服に向けたサポート」、「専門的な情報収
集・提供」などを通して、栃木県を中心とする当
行営業エリアにおける地域経済および各種産業の
持続的発展に貢献してまいります。

（2）官民・産学の連携に向けた活動
官民の連携活動に関しては、ＰＦＩ事業として、

「喜連川社会復帰促進センター等運営事業」「宇都
宮市新斎場整備・運営事業」の2件について事業
運営の地元協力企業を紹介する等の情報支援を継
続して行ってまいりました。
なお、こうした官民の連携活動を継続的に支援

する体制の整備や地域におけるＰＦＩ事業や環境
関連事業に関する業務協力を目的として、20年
7月に、みずほコーポレート銀行と「地域社会貢
献融資に関する業務協力覚書」を締結しておりま
す。
産学連携に関しては、宇都宮大学の地域貢献フ

ァンドにおける支援活動の仲介を行ったほか、当
行行員が社会人および学生向けの講演を行いまし
た。
21年4月に、宇都宮大学地域共生研究開発セ

ンターより、産学連携を推進するため、当行から
4名がコーディネーターに認定されました。企業
の技術開発などのニーズを掘り起こし、宇都宮大
学のシーズ（研究）と結びつけるハブ的な役割を
担ってまいります。

宇都宮大学での講演
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〈店頭モニタリング調査の実施〉�

　当行は、全営業店（ローンセンターを除く）を対象に外部
機関による「店頭モニタリング調査（店頭覆面調査）」を実
施しております。第三者の客観的な目線を通して営業店の
お客さま対応状況を厳しくチェックし、着実に改善につなげ
ております。�

■「お客さまの声」を当行の施策に反映させるために�

「お客さまの声」収集から反映までの流れ�

お客さまに役立つ情報を発信するために�

　お客さまの満足度調査とサービス向上に活かすため、
20年10月に、任意に選ばせていただいた約3,500名の
個人のお客さまを対象に調査票を郵送させていただき、
885名のお客さまからご回答をいただきました。�

お客さまアンケート調査�

「お客さまの声」の収集状況�

※お客さまから寄せられた苦情やお褒めの言葉も含みます。�

○平成19年4月� 平成19年9月�…………�～� 705件�

○平成19年10月� 平成20年3月�…………�～� 952件�

○平成20年4月� 平成20年9月�………�～� 1,027件�

○平成20年10月� 平成21年3月�………�～� 1,272件�

お客さま�

営業店、マーケティングセンター�

ご意見・ご要望� 施策として反映�

本部、関連会社�

行内OAシステム�
にて報告�

　「お客さまのご意見」を研究材料に“役立つ情報”を研
究成果としておとどけするために当行ホームページ内に『バ
ンク・ラボ』を展開しております。『バンク・ラボ』では、上記
「お客さまアンケート調査結果」のご報告やお客さまから
いただいた質問・疑問点に「バンクラボムービー」でおこ
たえしております。�

「お客さまの声」をもとにした取組み例�

●ATMを使いやすくしてほしい�
�【21年2月】 平日日中時間帯（8時45分～18時）の無料化を含むコンビニATMご利用手数料の引下げを実施いた

しました。�
　「あしぎんポイントサービス」における年金取引のポイント数の引上げなどにより、当行口座で公的年
金をお受け取りのお客さまは、当行ATMおよびコンビニATM(セブン銀行・イーネット)のご利用手数料
がすべての時間帯で無料になりました。�

●キャッシュカードの安全性を高めてほしい�
�【20年12月】盗難による偽造キャッシュカード被害など、金融犯罪被害を防止するため、店舗外ATM映像監視システ

ムを導入いたしました。�

　当行は、窓口での対応をはじめ商品、各種サービス等について、お客さまのご意見・ご要望を営業店窓口や「お客さ
まアンケート調査」等により積極的にお伺いし、一層のお客さま満足度（CS）向上をめざした取組みを行っております。
おかげさまで、いただいた「お客さまの声」をもとに、さまざまな改善につなげることができました。今後もお客さま
からいただいた貴重なご意見・ご要望を商品・サービスの改善に活かし、「お客さまが選ぶ銀行」をめざしてまいりま
す。�

CS（お客さま満足）向上への取組み
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■金融知識の普及�
　本支店において、地元の小学生から高校生まで職場体験や校

外体験学習等、幅広く受入れを実施しています。20年12月には、

本部行員が宇都宮大学にて一般社会人および学生向けに「地域

経済と今後の展望」について講演を行うなど、若い世代ばかりで

なく対象を拡げ地域の方へ金融知識普及につとめております。�

　今後、当行の地域への役割の理解を深めてもらう観点から、イ

ンターンシップ、現場見学等の受入れ、セミナーの開催等、積極

的に実施してまいります。�

■環境問題への取組み�

環境省「チーム・マイナス6％」への積極的参加�

■ボランティア活動等�

　あしぎんYOU-I運動とは、平成2年にスタートした職員の自主

的なボランティア活動です。地域イベントへの参加、清掃活動、

献血協力、各種募金活動、リサイクル資源の収集等を積極的に展

開し、20年度の活動実績は、全店で763件（昨年比＋61件）と

なりました。�

あしぎんYOU- I運動�

�

■地元地域社会への貢献�

栃木県がん検診受診率向上プロジェクト�

　20年10月、「日本の森を守る地方銀行有志の会」へ参加い

たしました。地方銀行各行が独自で取り組んでいる「森を守る」

活動について、積極的に情報交換を行い、当行自身の活動がより

活発で有効な森林保護につながるようつとめてまいります。�

日本の森を守る地方銀行有志の会�

クールビズの実施�

　20年2月より、栃木県の「栃木県がん対策推進計画」で掲げ

ている“がん検診受診率50％”への取組みに、東京海上日動火

災保険株式会社とともに

参加いたしております。

当行の店舗網を有効に活

用し、ひとりでも多くの方

へ、がん検診の重要性を

お伝えし、受診をおすす

めしております。�

あしぎん国際交流財団�

　当行が昭和60年に設

立したあしぎん国際交流

財団は、栃木県を中心と

する地域に学ぶ海外から

の私費留学生、地域の国

際交流団体への助成を行

っております。�

栃木県産業協議会�

　昭和56年、栃木県内の有力企業経営者の経済団体として設

立され、定期の勉強会を通じて情報交換や異業種交流、後継者

育成などを行っております。当行は事務局の役割を果たすなど、

積極的に支援しております。�

　当行のCSRの取組みとして“環境問題”を取り上げ、20年

10月、地球温暖化対策推進国民運動「チーム・マイナス6％」

に参加登録をいたしました。さらに、多くのあしぎんグループ

役職員と家族が本運動へ個人登録し、自らの行動によるCO2

削減量目標を宣言しております。本年の新入職員も含め、登

録者は21年6月末現在で、4,047人、CO2削減目標は

1,637tとなりました。�

　6月1日から9月30日までの間、地球温暖化問題への取組み

の一環として、温室効果ガスの排出量削減を目的に「クールビズ」

を実施しております。空調機器の電力省力化のため店内の温度

を高めに設定し、ノーネクタイの軽装で業務を行っております。�

植樹活動（足尾の山）�

　21年6月、足尾銅山の煙害で荒廃した山に緑を取り戻そうと、

新入行員124名がNPO法人「足尾に緑を育てる会」の協力を

受け、ケヤキ、コナラ、ズミな

ど250本の苗木の植樹を行

いました。今回の植樹により

年間23.5ｔのCO2削減に貢

献いたしました。 

CSR（企業の社会的責任）への取組み
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北関東エリアを中心に地域密着型のリテール営業を展開している当行にとって、個人のお客さまとのお取引き
は極めて大きなウェートを占めております。
少子高齢化の進展や低金利時代の長期化等にともない、お客さまのニーズがますます多様化していく中、当行

では個人のお客さまとのお取引をさらに充実をはかるべき分野として位置づけ、さまざまな商品・サービスのご
提供を通じ、お客さまのニーズに迅速かつ柔軟に対応してまいります。

お客さまの多様化・高度化する資金運用ニーズに積

極的にお応えするため、「投資信託」を取扱いしており

ます。投資信託は、最近、身近な投資として注目され、

お客さまの関心も高まっていることから、取扱ファン

ドを追加し、商品ラインアップを充実させるとともに、

お客さま向けの投信セミナーを開催するなど、積極的

に取り組んでおります。

今後も、引き続きお客さまに満足いただけますよう

商品の拡充をはかるとともに、商品に関する正確な情

報をタイムリーに提供できる体制整備・人材育成に注

力してまいります。

利付国債および個人向け国債を取り扱っておりま

す。国債の安全性やメリットについてご説明し、バラン

スのとれた資金運用のご提案をさせていただいており

ます。

為替変動リスクはあるものの、比較的金利が高く為

替変動にともなう利益も期待できる外貨預金について

のニーズが高いことから、外貨預金を取扱いし、より

身近にご利用いただける体制をとっております。

種類も定期預金・普通預金から、通貨も米ドル、ユ

ーロ・豪ドルおよびニュージーランドドル等の中か

ら、お選びいただけます。

また、便利な「自動継続外貨定期預金」もお取扱い

しております。

個人年金保険は、ゆとりある老後資金の形成を主な

目的として、「ふやす」（運用）、「つかう」（年金）、

「のこす」（保険）の機能をひとつにまとめた商品であ

り、お客さまの豊かな将来設計にお応えする商品とし

てご提供しております。

住宅の新築・増改築をはじめ、居住用の土地のご購

入、他金融機関のローンのお借換えなど、さまざまな

お客さまの二一ズに対する住宅ローンの商品・サービ

ス強化に取り組んでおります。

当行の住宅ローン「暮らし上手」は、住宅取得に伴

う諸費用やインテリア資金などにもご利用可能で、

「金利タイプ」「金利優遇タイプ」「保障タイプ」をお

客さまがそれぞれご選択いただける商品となっており

ます。

また、19年6月より、住宅ローンに付帯する3大疾

病（「ガン」「急性心筋梗塞」「脳卒中」）保障に5つの

重度慢性疾患（「高血圧症」「糖尿病」「慢性腎不全」

「肝硬変」「慢性膵炎」）に関する保障を追加し、「8つ

の疾病」を保障する住宅ローンの取扱いを開始してお

ります。

マイカーの購入にご利用いただけるマイカーローン

“アポインと”、お子さまやご本人さまの教育関連資金

にご利用いただける教育ローン“カルチェラタン”を

はじめ、リフォームローン「住まい快適」、カードロ

ーン“Ｐｏｐスピード型”など、お客さまのさまざまな

ニーズにお応えする各種ローンを取り揃えております。

運用商品の充実 ローン商品の充実

■投資信託 ■住宅ローン

■国債

■外貨預金

■個人年金保険

■各種ローン

個人向け業務
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高齢化社会の進展に伴い、セカンドライフの要であ

る年金に関する相談機能の充実をはかっております。

お客さまの大切な年金を確実にお受け取りいただくた

めに、社会保険労務士による無料「年金相談会」を定

例的に各店およびローンセンターにて実施しておりま

す。昨年度は、年間約2,100名のお客さまにご利用い

ただきました。

お客さまの資産運用ニーズにお応えするため、各店

舗に相談ブースを設置し、専門のスタッフが資産づく

りのアドバイスを行っています。そのブースを『スマ

イルデスク』、専門スタッフを『ＣＡ（カスタマーア

ドバイザー）』（21年3月末現在：118店舗配置）の

愛称で呼んでいます。お客さまを笑顔でお迎えし、資

産運用等の幅広い相談に、親切・丁寧に応対するとい

う思いから“スマイルデスク”と名付けました。

当行には、戸祭、ＦＫＤ（福田屋百貨店）、宇都宮

東、宇都宮南、足利、佐野、栃木、鹿沼、小山、下野、

古河、大田原、今市、黒磯、真岡、氏家、東群馬、桐

生、伊勢崎、前橋、高崎、埼玉の合計22か所にロー

ンセンターがあります。ローンセンターでは、ローン

専門スタッフが、住宅ローンをはじめとした各種ロー

ン商品の説明や資金計画・返済計画等のご相談および

お申込みの受付・契約等、ローンに関する業務を担当

しております。

なお、戸祭、ＦＫＤ、宇都宮東、宇都宮南、足利、

佐野、小山、下野、大田原の9ローンセンターでは、

休日のご相談を行っており、個人のお客さまはもとよ

り、住宅関連業者の方々からもご好評をいただいてお

ります。

パソコン・携帯電話等によるインターネット利用の

拡大に伴い多様化するお客さまのニーズにお応えする

ため、個人のお客さまを対象に、残高や入出金明細の

ご照会からお振込み・お振替え、定期預金・投資信託

取引等の幅広い取引を24時間ご利用いただける「イ

ンターネットバンキング・モバイルバンキング」サー

ビスを取扱いしております。

この「インターネットバンキング・モバイルバンキ

ング」につきましては、お客さまからお寄せいただき

ましたご要望にお応えするため随時サービス機能の拡

充やセキュリティ強化を実施しており、今後もお客さ

まのご意見・ご要望を踏まえ、さらなるサービスの充

実に取り組んでまいります。

個人のお客さまを対象に各種お取引きやご預金残高

等をポイント化し、ポイントが多いほど特典がふくら

んでいくサービスです。お客さまの利便性向上のため、

当行ＡＴＭ・コンビニＡＴＭ（セブン銀行・イーネッ

ト）のご利用手数料、ローン金利優遇などの特典をご

用意しております。

21年2月より、銀行本体で発行するクレジットカー

ド「GOODY（グッディ）カード」の取扱いを開始い

たしました。「ICキャッシュカード」としても「クレ

ジットカード」としてもご利用いただける便利なカー

ドです。

「ATMご利用手数料が初年度無料」など銀行なら

ではのさまざまな特典がございます。

銀行における保険販売の全面解禁に対応し、お客さ

まの幅広いニーズにお応えするため、21年4月より、

がん保険（2商品）・医療保険（2商品）・一時払終身保

険（2商品）の取扱いを開始いたしました。

今後とも、お客さまのライフステージ全体をサポー

トする商品やサービスの提供につとめてまいります。

相談業務の充実 その他商品・サービス

■年金 ■インターネットバンキング・モバイルバンキング

■あしぎんポイントサービス

■GOODYカード

■新分野の保険商品の取扱開始

■資産運用

■ローンのご相談
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当行の営業基盤である栃木県を中心とする北関東エリアには、数多くの優良な中堅・中小企業が存在していま
す。そして、このような法人のお客さまとのお取引が当行のコアビジネスとなっています。当行は、地元企業の
成長・発展に寄与するため、お客さまの金融ニーズに「積極的かつスピーディ」にお応えするとともに、非金融
サービスである営業情報の提供やコンサルティング等を含め「最上のサービス」を提供し、お客さまの営業活動
のサポートをおこなっております。

オフィスからの振込のお手続きや、お取引口座の入

出金・残高の照会がご利用いただけるサービスをイン

ターネット・パソコン・ファクシミリ等幅広いメディ

アで提供しております。

特に「法人向けインターネットバンキングサービス」

については、インターネットの普及やお客さまのニー

ズに合わせて、順次機能の向上やセキュリティ強化を

はかっております。

また、全国の金融機関の口座から代金を回収できる

「T-NET代金回収サービス（ワイド型）」や、コンビニ

エンスストアを利用した代金回収システムの「コンビ

ニ収納サービス」、手形レス化により社内事務効率化

を実現する「一括ファクタリングサービス」等、多彩

なサービスラインナップによりお客さまの経理事務の

合理化・効率化のサポート、代金決済システムの提供

をおこなっております。

企業年金の導入や適格退職年金の廃止を見据えた対

策を検討している法人のお客さまに、企業年金、退職

金制度全般にわたる情報提供やアドバイス、コンサル

ティングをおこなっております。

特に、お客さまの経営基盤の強化とその企業に勤務

する社員の皆さまの豊かな未来を実現するために、確

定拠出年金制度導入のサポートに力を入れておりま

す。

事業の拡大や多角化をはかりたい、人材やノウハウ

を獲得したいお客さまや、事業承継対策としてＭ＆Ａ

をお考えのお客さまに、提携先企業の情報提供から提

携に至るまで、総合的なアドバイス、コンサルティン

グをおこなっております。

設備資金等の大型資金ニーズに対し、お客さまに代

わり、当行がアレンジャー（主幹事）として協調融資

団を組成し、貸出条件の設定、投資家（金融機関）の

招聘、契約書の作成等をおこない、お客さまと協調融

資団の仲立ちをしております。

■EB・インターネットサービス

■シンジケートローン組成業務

■確定拠出年金業務

■M&A業務

法人向け業務
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日本経済のグローバル化は、広範に進展しており、

当行営業エリアのお客さまにおきましても、特に中国、

ASEAN諸国を中心としたアジア地域に対する海外取

引や進出が拡大しております。

当行では、本部の専門スタッフが貿易や海外直接投

資に関するご相談を随時お受けするほか、各種セミナ

ーの開催による海外の最新情報の提供や外部専門機関

等との提携による個別支援等により、地元企業の皆さ

まの国際化をサポートする体制を整えております。

海外とのお取引に必要な海外送金・貿易関連業務・

外貨預金・外貨貸付等のサービスにつきましては、海

外決済分野で有力な国内および外国銀行との業務委託

により、当行および業務委託先のコルレス網を通じて

全世界とスピーディな取引をおこなうことができま

す。

また、外貨建てのお取引全般につきまして、通貨ス

ワップ等による為替リスクヘッジ商品のご提案等もお

こなっております。

今後とも海外支援体制の強化と国際業務のサービス

向上を通じ、お客さまの国際化ニーズにお応えしてま

いります。

株式上場を希望するお客さまに、株式上場に関する

総合的なアドバイス、社内管理体制整備に関する情報

の提供のほか、監査法人や幹事証券会社、証券代行会

社等の紹介をおこなっております。

特に、「あしぎんファンド」を活用して、高い成長

性が見込まれる地元のお客さまの資金調達支援に力を

入れております。また、株式上場後も、資金調達や組

織運営、利益管理等について継続的なサポートを実施

しております。

私募債の受託や引受を中心に、公募債の発行事務代

行、社債管理業務等の分野で企業の起債をご支援し、

資金調達の安定化、効率化および多様化のお手伝いを

しております。そのほか発行条件等タイムリーな情報

を提供するとともに適切なアドバイスをおこなってお

ります。

行内に情報営業体制「オーガニック（有機的に結合

した）営業体制」を展開し、お客さまの二一ズにお応

えしております。

北関東エリアを中心とした営業ネットワークを最大

限に活用し、お取引先の事業にとって、有益な営業情

報や経営上の課題解決策をタイムリーに提供しており

ます。

また、インターネットを通じてお客さまが経営情報

の取得や、営業情報の発信を行える会員制ビジネスサ

イト「あしぎんｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎＢＯＸ」による情報提供

もおこなっております。

後継者へのスムーズな事業の承継をお考えのお客さ

まに、現状の分析から問題点の把握、解決策の提案に

至るまで、総合的なアドバイス、コンサルティングを

おこなっております。

中小企業や個人事業主のお客さまに対して、ご融資

をはじめとした事業に関する様々なご相談をお受けす

る窓口として「あしぎんビジネスセンター」を営業し

ております。「あしぎんビジネスセンター」は、お客

さまに対しての融資のご案内はもとより、ご来店いた

だかなくても、電話やFAXによりお気軽にご相談いた

だくことができるなど、当行にお取引がなかったお客

さまからもご好評を得ています。

■海外支援と国際業務

■株式上場支援

■事業承継・資産管理支援

■社債発行支援

■あしぎんビジネスセンター

■営業情報の提供
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当社では取締役会で決定した「グループ統合的リス
ク管理方針」に基づき、リスク管理を行っています。
グループ統合的リスク管理方針に定めた事項を実践す
るため、経営レベルの会議体として「グループＡＬＭ
会議」を設置し、所定の決裁権限を付与しています。
グループＡＬＭ会議では、リスクを適切にコントロー
ルしつつ、リスク管理と収益管理をより密接に連携さ
せた検討・協議を行うことにより、リスクとリターン
の関係を重視した経営管理を徹底するとともに、経営
の意思決定の迅速化・効率化をはかっています。また、
各種リスク管理の統括および統合的な管理を行うリス
ク管理の統括部署として経営管理部リスク統括グルー
プを設置しております。
足利銀行におけるリスク管理は、当社の方針に基づ

き、当社と同様に「統合的リスク管理方針」を定め、
経営レベルの会議体として「ＡＬＭ会議」を設置して
おります。また、リスク管理の統括部署としてリスク
統括室を設置するほか、リスクごとにリスク管理の所
管部署を設置し、リスクを管理しております。
「グループＡＬＭ会議」「ＡＬＭ会議」は、月次で

開催しており、当社および足利銀行の常勤の執行役
（本部担当）、監査委員が毎回出席するほか、統合的リ
スク管理の状況および各種リスク管理の状況等につい
て報告を受けております。また、内部・外部の環境の
変化に対し、対応策等を協議しております。

当社では、融資業務や市場取引等の各種業務におい
て発生する様々な種類のリスクをＶａＲ（バリュー・
アット・リスク）などにより計量化し、その結果を経
営管理に活用（統合リスク管理）しております。
足利銀行では、統合リスク管理の具体的な仕組とし

て「リスク資本制度」を整備しております。
具体的には、信用リスク、市場リスク、政策投資株

式リスク、バンキング勘定の金利リスク、オペレーシ
ョナル・リスクに対して、合計額が自己資本（Ｔｉｅｒ１）
を上回らない範囲で、内部管理上の資本（リスク資本）
を配賦し、リスク資本に基づいたリスク限度額を半期
ごとに設定します。期中においては、リスク限度額を
上回らないようにリスク・テイクやリスクのコントロ
ールを行うことで、経営の健全性を確保しています。
また、バック・テストやストレス・テストにより、リ
スクの計量化結果やリスク管理方法の妥当性・有効性
を検証しております。
なお、リスク資本制度の基本的な考え方、リスクの

評価、モニタリングの方法等は、「統合的リスク管理
方針」「統合的リスク管理規則」を定め、明確化して
おります。

信用リスクとは、与信先の財務状況の悪化等により、
保有する貸出金等の資産の価値が減少ないし消失し、

損失を被るリスクです。
足利銀行では、信用リスク管理は経営の健全性の確

保および収益性の向上をはかるうえで必要不可欠な重
要課題と認識しており、信用リスク管理態勢強化の観
点から次の点に重点的に取り組んでおります。
＜融資の基本方針（クレジットポリシー）＞
地域への貢献、融資の対象、適切な融資慣行の確立、

資産の健全化、適正な収益性の確保について基本方針
を明確化しております。
うち、融資の対象は、栃木県を中心とした北関東エ

リアを本源的な地盤とする地域金融機関として、主に
この地域と密接なつながりのある中小企業、個人事業
主、個人等としております。
＜信用リスク管理態勢＞
営業推進部門、審査・管理部門から組織的、機能的

に独立した信用リスク管理の所管部署（与信統括室）
では、信用格付制度、資産自己査定、償却・引当制度
の企画や運営管理を行うほか、貸出資産等のモニタリ
ング機能を担い、与信ポートフォリオ管理を専門的に
統括管理しております。
また、与信ポートフォリオ会議では、定期的に当行

の信用リスクの状況や課題に関する組織横断的な協
議・検討を実施しています。
＜信用格付制度＞
信用格付制度により、与信先を財務内容による定量

評価と経営環境などによる定性評価に基づき18段階
の格付に分類しております。信用格付制度は与信先の
信用状況の変化の随時把握、審査判断の効率化、貸出
金利の決定や与信ポートフォリオ管理の基準とするな
ど、信用リスク管理の基盤として活用しております。
＜与信ポートフォリオ管理＞
信用格付別、業種別、エリア別等のポートフォリオ

特性の分析をするとともに、特定の企業グループ、業
種別の与信増減状況を定期的に検証し、信用リスクが
特定のセクターに集中していないか等のモニタリング
を強化しております。また、一方で中小企業向け貸出
や個人ローンの増強施策をあわせ、与信資産の小口分
散化の促進、安定的に収益を確保できるポートフォリ
オの構築を目指しております。
＜信用リスクの計量化＞
信用リスク計量化システムを用いて信用リスク量を

月次で算出しております。計測された信用リスク量に
ついては、信用リスク量の変化の状況、その要因等を
中心に分析し、今後の対応策等について、ＡＬＭ会議
に報告しております。

市場リスクとは、市場金利、為替相場や株式相場等
の変動により足利銀行の保有する金融資産・負債の価
値が変動し損失を被るリスクです。
市場取引においては、事前に十分な調査・分析を行

ったうえで投資を行っており、リスクの見極めのつか
ない投資は行っておりません。また、市場流動性の確

当社では、直面する様々なリスクを個別に管理することに加えて、リスクを可能な限り総体的に捉え、当社の
経営体力と比較・対照することによって、許容できる範囲にリスクを制御することを目的に、統合的リスク管理
体制の整備・強化に取り組んでおります。

■ALM・リスク管理態勢

■信用リスク管理

■統合リスク管理

■市場リスク管理

リスク管理体制
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保やリスクに見合ったリターンの確保に留意するほ
か、金融派生商品の利用・運用にあたっては、リスク
コントロールが可能な範囲で取扱うこととしております。
市場リスク管理は、上記取引に付随するリスクを十

分認識し、経営体力とリスク量の比較をとおして、適
切な管理を行っております。
具体的には、市場取引（債券、投資信託等）、政策

投資株式およびバンキング勘定の金利リスクについて
は、リスク管理指標の設定基準、計測（監視）基準、
制御基準、報告態勢等を明確に規定するとともに、半
期ごとにリスク管理指標値（リスク限度額、損失限度
額等）を設定し、厳格な管理を実施しております。

流動性リスクとは、決済などに必要な資金調達に支
障をきたしたり、通常より著しく高い金利での調達を
余儀なくされることにより損失を被るリスクです。
足利銀行では、平常時の管理から緊急時の対応まで、

それぞれの局面にあわせた対応策を定め、速やかに対
応できる態勢となっております。
具体的には、通常の資金繰り運営においては、主要

指標（資金ギャップ、流動性資産残高）に加え、預
金・貸出金残高の動向、調達限度額等の指標を管理す
ることで流動性リスクの増大を回避しております。ま
た、流動性危機時の対応（対策本部の設置、連絡・報
告態勢、対処方法、決裁権限・命令系統等）として、
「流動性リスクコンティンジェンシー・プラン」を定
め、同プランに基づく定期的な訓練を行うことで危機
時の実効性向上をはかっております。

オペレーショナル・リスクは、事務リスク、システ
ムリスク、法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、
風評リスクと広範囲にわたることから、複数の所管部
署が役割を分担し管理しております。

ALM会議�
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足利銀行�

足利ホールディングス�

報告、協議�
（リスクの状況、対応方針）�

指　示�
（リスク管理態勢整備等）�

グループ経営会議�

一方で、オペレーショナル・リスクは、足利銀行が
業務を継続していく上であらゆる業務・部署で常に伴
うリスクであることから、リスク管理の統括部署（リ
スク統括室）が全体の状況を併せて管理しております。
＜事務リスク管理＞
事務リスクとは、役職員が正確な事務処理を怠る、

あるいは事故・不正等を起こすことにより、損失を被
るリスクです。
足利銀行では、業務内容やリスク・プロファイルに

応じ、網羅的でかつ法令等に則った事務規定を整備し、
役職員が正確な事務を行い、事故や不正等を生じさせ
ない態勢の整備・確立につとめております。
20年度には、業務上発生する事務ミス、事務事故

をシステム的に幅広く収集するため「事務ミス登録・
分析システム」を導入しました。蓄積したデータを活
用し、事務リスクの特定、評価、モニタリング、コン
トロールおよび削減に至る適切なプロセスを確立し、
事務リスク管理態勢を強化しております。
＜システムリスク管理＞
システムリスクとは、コンピュータシステムの障害、

誤作動、不正利用などにより、損失を被るリスクです。
足利銀行では、コンピュータシステムの安全性や信

頼性を確保するため、システムリスク管理の基本方針
として「システムリスク管理方針」を定め、それに則
した取組みを行っております。災害等で正常に機能し
なくなった場合に備えて各種インフラの二重化や、障
害時の対応を定めた「コンティンジェンシープラン」
を制定し、迅速な障害対応態勢の確立につとめており
ます。
また、保有する情報資産の適切な保護に関する管理

方針として「セキュリティポリシー」を定め、本部お
よび営業店に情報資産管理責任者を設置するなど、情
報セキュリティ管理態勢を整備するとともに、お客さ
まに関する情報の厳格な管理につとめております。

■流動性リスク管理

■オペレーショナル・リスク管理
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当社グループは、法令等遵守（コンプライアンス）を経営の最重要課題の一つと位置づけ、グループコンプラ
イアンス基本方針を定めております。
役職員一同、銀行の公共性および銀行の持つ社会的責任を常に認識するとともに、法令や社会的規範の遵守、

健全な業務運営による信頼の確立、ならびに誠実・公正な企業活動の実践につとめております。

経営陣は、法令等遵守の徹底が銀行経営上の最重要課題の一つであることを十分認識し、取締役および執行役は
その職務の遂行において法令等に違反のないよう自らつとめております。
また、当社は、委員会設置会社の経営体制を採用しており、指名委員会、監査委員会、報酬委員会の3つの委員

会と執行役を設置し、経営の監督と業務の執行を明確に分離しております。
取締役会は、コンプライアンス体制も含めた内部統制システムを構築・整備し、この仕組みが有効に機能してい

るかを監査委員会が監査・評価していくこととなります。
執行役は、取締役会から委任された事項ならびに業務執行にかかるすべての権限を有しており、その決定にあた

っては、グループ経営会議、グループALM会議、グループコンプライアンス会議の合議を経たうえで、代表執行役
が決裁することになります。これにより、代表執行役の独断専行を牽制・抑制する仕組みをつくっており、また執
行役は、自らの業務執行状況について、取締役会に3か月に1回以上報告する義務を負っております。

法令等遵守の態勢づくりには、経営トップの法令等遵守に関する自覚と決意を、経営陣が自ら組織における様々
な機会や仕組みをとおして行内に浸透させる必要があります。
そのために経営者自ら、足利銀行全行部店長会議等をとおして、法令等遵守の考え方を浸透させるとともに、コ

ンプライアンス・マニュアルや職業倫理チェックリスト等により具体的な行動面における法令等遵守のあり方をグ
ループ内に浸透させ、実効性の向上につとめております。

当社グループ職員の具体的な行動の指針として、次の7つの「遵守基準」を制定し、実践につとめております。

当社グループの基本方針として、「グループコンプライアンス基本方針」を次のとおり定めております。

当社グループは、社会的責任と公共的使命を認識し、地域に根ざした総合的な金融サービスの提供を実践し、
健全な業務運営に努め、信頼を確立する。信頼の確保

当社グループは、市民生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる勢力とは、
断固として対決する。反社会的勢力との対決

経営の透明性確保

法令等遵守態勢の整備・確立

当社グループは、法令等の遵守を経営の最重要課題として位置づけ、法を遵守することはむろん、社会
的な規範から逸脱しないこと、そして社会的常識に反することなく、誠実かつ公正な企業活動を遂行する。法令等の遵守

当社グループは、社会から信頼される「開かれた企業」となるために、お客さま、社員、株主、
地域社会、産業界等に経営情報を公正かつ適時適切に開示する。

当社グループは、コンプライアンスの重要性を周知徹底するとともに、諸規範の整備、組織作
り等内部統制の実施計画、社員の研修計画を策定し、法令等遵守態勢の整備・確立につとめる。

７つの�
「遵守基準」�

● 法令・業務上の諸規則・社会のルールを遵守します。�
● 約束したことは必ず守ります。�
● 公私混同はいたしません。�
● 潔癖に身辺の清浄を保ちます。�
● 情報管理に十分注意します。�
● 職場秩序の維持・向上につとめます。�
●「報告・連絡・相談」を徹底いたします。�

■経営陣の認識と行動

■法令等遵守の行内への徹底と浸透

■法令等遵守の実効性の向上

法令等遵守の体制
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また、グループの中核である足利銀行において、コンプライアンス部会を設置し、毎月コンプライアンスに係る
遵守状況のチェックと重要事項の検討を行い、実効性の向上につとめております。
さらに、各階層別研修の全てに法令等遵守の研修プログラムを組み入れ、全役職員が法令等遵守を最優先すると

いう意識の徹底をはかっております。
21年度におきましても、法令等遵守の計画的な実践をはかる観点からコンプライアンス・プログラムを制定し、

現在実行しているところであります。

当社では、経営管理部にコンプライアンス統括グループを設置
し、コンプライアンス態勢のさらなる強化をはかっております。
また、足利銀行において、本部および営業店における法令等の

遵守態勢を確保するため、全部店に「法令等遵守責任者」ならび
に「法令等遵守担当者」を設置し、法令等遵守態勢の強化につと
めております。
今後とも、皆さまから高い信頼を得られる法令等遵守態勢の一

層の充実に向けて、努力してまいります。

当社グループでは、顧客保護等管理態勢の整備・確立は、お客さまの保護および利便性の向上をはかるのみなら
ず、当社グループの業務の健全性および適切性の観点から、極めて重要であると認識し、以下のとおりグループ顧
客保護等管理方針を定めております。
役職員は、お客さまの視点から自らの業務を捉えなおし、不断に検証し改善していく姿勢が重要であると認識し、

業務に取り組んでおります。

1．顧客説明
子会社における与信取引(貸付契約およびこれに伴う担保・保証契約）、預金等の受入れ、為替取引、金融商品の販売・仲介・募集等

のほか、当社グループと顧客との間で行われる取引に関し、顧客に対する説明が適切かつ十分に行われる体制を確保する。
2．顧客サポート等
顧客からの問い合わせ、相談、要望および苦情については、これらを統括する部署を当社グループ内に設け、適切に対処するととも

に、個別の問題解決のみに留まることなく業務の改善につなげる。一方、顧客に対しては常に親しみを持って接するが、私情をはさむ
ことなく、節度ある関係を保ち、規律に則った金融・商品・サービスの提供を行う。
3．顧客情報管理
顧客に関する情報については、法令等に基づく場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲を超えて使用することのないよう適切な管

理態勢を整備する。また、顧客に関する情報の外部への漏えい、滅失または毀損を防止し、その保護につとめる。
4．グループにおける顧客情報の共同利用
顧客の保護および利便性の向上、ならびに当社グループのリスク管理等の観点から、当社および子会社等(連結対象子会社を含む)と

の間で顧客情報の共同利用を行うものとする。グループ内において顧客情報を共同利用するにあたっては、顧客情報保護の観点から、
共同利用する顧客情報の項目、共同利用者の範囲、利用目的等を明確化するともに、個人情報の保護に関する法律、金融分野における
個人情報保護に関するガイドラインその他関連法令等に従い、適切な対応が確保できるよう管理態勢を整備する。
5．利益相反管理
当社グループと顧客との取引において、利益相反関係やその他の不適切な事象を回避するため、業務隔壁を設ける等の顧客説明の場

面における弊害防止措置を講じ顧客保護に努める。
特に、当社および子会社が同一の顧客に対し複合的なサービスを提供する場合には、顧客情報の利用、利益相反回避のための業務隔

壁の構築(関連会社との間の情報隔壁の構築を含む)、抱き合わせ販売等の不公正取引の防止措置等、適切な運用を確保する。
6．外部委託管理
当社の業務が外部委託される場合においては、業務の的確な遂行を確保するとともに、顧客情報の適切な取扱と顧客への適切な対応

が確保できるよう外部委託先の管理を実施する。
7．その他業務の管理
当社の業務に関し顧客保護や利便性の向上のために必要であると判断した業務について、適切に管理する。

■組織体制の整備と今後の対応

■コンプライアンスに係る組織体系

■お客さまの保護等に関する取組み
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当社グループは、責任ある経営体制の確立と業務の
健全かつ適切な運営を確保し、お客さま、株主、地域
社会、従業員等すべてのステークホルダーからの高い
信頼の獲得と企業価値向上を目指しております。この
実現のため、コーポレート・ガバナンスの強化・充実
を経営の重要な課題と位置づけ、経営の透明性の確保
と経営に対する監督機能の強化、意思決定のスピード
と業務執行機能の向上に取組んでおります。
当社ならびに足利銀行においては、「委員会設置会

社」による経営体制のもと、経営監督機能の強化と業
務執行機能の向上をはかっております。

＜取締役会＞
取締役会は、取締役8名（うち社外取締役5名）で

構成し、経営の基本方針および重要な業務を決定する
とともに、取締役および執行役の職務の執行の監督を
行っております。社外取締役に関しては、経営品質の
向上やコーポレート・ガバナンスの強化という観点か
ら、企業再生の分野で豊富な経験と実績を有する弁護
士のほか、公認会計士、銀行経営経験者、地域経済界
からそれぞれ招聘し、より広い視野に基づいた経営意
思決定と社外からの経営監視を可能とする体制として
おります。また、社内取締役のうち1名は当社専任で
あり、非業務執行の監査委員（常勤）を務めております。
＜指名委員会＞
指名委員会は、社外取締役2名を含む取締役3名で

構成され、株主総会に提出する取締役の選任および解
任に関する議案の内容の決定を行っております。
＜監査委員会＞
監査委員会は、社外取締役2名を含む取締役3名で

構成され、取締役および執行役の職務の執行を監査し、
株主総会に提出する会計監査人の選任および解任なら
びに会計監査人を再任しないことに関する議案の内容
の決定を行っております。
＜報酬委員会＞
報酬委員会は、社外取締役2名を含む取締役3名で

構成され、取締役および執行役が受ける個人別の報酬
の内容の決定に関する方針および個人別の報酬の内容
の決定を行っております。
＜執行役・グループ経営会議等＞
当社の執行役は5名で構成され、執行役社長のほか、

経営企画部門、経営管理部門、内部監査部門にそれぞ

れ担当執行役を配置し、グループとしての各担当部門
を統括する役割と権限を与えることにより、足利銀行
の各関連部門と密接に連携しながら、銀行持株会社と
しての経営管理機能を適時・適切に果たしております。
当社は、取締役会から委譲された範囲内における業

務の決定ならびに、業務執行上の重要事項を協議・決
定する機関として、グループ経営会議、グループＡＬ
Ｍ会議、グループコンプライアンス会議を設置してお
ります。

当社は、会社法に基づく内部統制システムが有効に
整備され、かつ機能することを目的として、「グルー
プ内部統制基本方針」を取締役会において以下のとお
り決議しております。
＜グループ内部統制基本方針＞
１．執行役および使用人の職務の執行が法令および
定款に適合することを確保するための体制に関す
る事項
盧 当社グループは、法令等遵守を経営の最重要
課題の一つとして位置づけ、グループコンプラ
イアンス基本方針を定め、役職員はこれを遵守
することとしております。

盪 法令等遵守の統括部署として経営管理部にコ
ンプライアンス統括グループを設置し、法令等
遵守態勢の整備・確立をはかっております。

蘯 取締役会は、法令等遵守態勢が有効に機能し
ているか、業務執行の監督を行い、監査委員会
においてこれらの監査・評価を行うこととして
おります。

盻 法令等に反する行為、不正な行為に対しては、
懲戒を含め厳正に対処します。
役職員は、これらの行為またはそのおそれの

ある行為を認めた場合、直ちに監査委員会また
は経営管理部コンプライアンス統括グループに
報告することとしております。

２．執行役の職務の執行に係る情報の保存および管
理の体制に関する事項
盧 執行役に対し職務の遂行に係る文書の保存義
務を課すとともに、適切な文書管理体制の整備
をはかっております。

盪 監査委員会または監査委員会が指定する委員
は、執行役の職務の遂行に係る文書をいつでも
閲覧することができることとしております。

当社では、「委員会設置会社」による経営体制のもと、経営監督機能の強化と業務執行機能の向上をはかるとと
もに、内部統制の一層の充実・強化に取組んでおります。

■コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

■当社の機関の内容

■内部統制システムの整備の状況

コーポレート・ガバナンスの状況
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制に
関する事項
盧 リスク管理態勢の整備・確立をはかるべく、
グループのリスク管理の基本方針を定めるとと
もにリスク管理の統括部署として経営管理部に
リスク統括グループを設置し、適切なリスク管
理を行っております。

盪 取締役会および監査委員会は、経営管理部リ
スク統括グループ等に対し、定期的にリスクの
状況に関する報告を求め、グループのリスク管
理態勢の整備・充実につとめております。

４．執行役の職務の執行が効率的に行われることを
確保するための体制に関する事項
盧 取締役会は、業務の円滑かつ適切な運用をは
かるべく、当社の機構、分掌、職制等業務運営
に関する基本的事項を定めております。

盪 執行役は、取締役会において定めた経営の基
本方針、職務分掌に基づき業務執行を行うこと
としております。

蘯 執行役は、取締役会から委任された職務につ
いて、その権限の範囲において適切かつ効率的
な職務執行を実現するとともに、定期的に、取
締役会において自己の職務執行状況を報告する
こととしております。

５．当社およびその子会社から成る企業集団におけ
る業務の適正を確保するための体制に関する事項
盧 当社グループは、業務の適法性および適切性
を確保し、当社グループ全体としての健全経営
を堅持しつつ事業目的の達成をはかることとし
ております。

盪 当社グループは、経営方針を策定するととも
に、法令等遵守、顧客保護等の徹底および適切
なリスク管理につとめることとしております。

蘯 内部監査部門は、当社グループの業務運営全

般に関し適法性および適切性の検証を行い、代
表執行役社長、担当執行役および監査委員会に
報告することとしております。

６．監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する
事項
監査委員会事務局を設置し、監査委員会の職務

を補助する使用人を配置しております。
７．前号の使用人の執行役からの独立性の確保に関
する事項
監査委員会の職務を補助すべき使用人が、その

職務を遂行するうえで、執行役から不当な制約を
受けることがないよう、その独立性を確保してお
ります。

８，執行役および使用人の監査委員会への報告体制
その他の監査委員会への報告体制に関する事項
盧 当社グループにかかる重要事項について適切
に対処できるよう、執行役および使用人が、監
査委員会に対して報告すべき事項を定めており
ます。

盪 監査委員は、その職務遂行のために必要と判
断したときは、いつでも執行役または使用人に
報告を求めることができることとしておりま
す。

９．その他監査委員会の監査が実効的に行われるこ
とを確保するための体制に関する事項
監査委員会の監査が実効的に行われることを確

保するため、監査委員会と内部監査部門とが連携
し、内部監査部門は内部監査計画を策定のうえ監
査委員会に報告するとともに、内部監査結果につ
いても監査委員会に報告することとしておりま
す。

足利ホールディングス�

足利銀行�

株主総会�

取締役会� 指名・報酬・監査委員会�

指名・報酬・監査委員会�

執行役�

経営管理部�

取締役会�

執行役�

経営企画部� 監査部�

報告・申請�監視・監督�

グループ�
ALM会議�

ALM会議� 経営会議� コンプライアンス�
会議�

与信ポートフォリオ�
会議�

システム投資�
会議�

グループ�
経営会議�

グループ�
コンプライアンス会議�
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）
執
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役
�

取
　
締
　
役
　
会
�

株
　
主
　
総
　
会
�

監　査　部�

コンプライアンス統括室�

総合企画部�

東京事務所�

主　計　室�

広　報　室�

リスク統括室�

人　事　部�

研　修　室�

総　務　室�

システム部�

市場金融部�

公務金融室�

ＩＴ戦略推進室�

営業統括部�

営業企画部�

事務企画部�

融資審査部�

融資管理部�

与信統括室�

お
　
　
客
　
　
さ
　
　
ま
�

店 舗 開 発 グ ル ー プ�
マーケティング企画グループ�

情 報 系 グ ル ー プ�
プロジェクト推進グループ�
企 画 管 理 グ ル ー プ�

上場準備推進グループ�

C S 推 進 事 務 局 �

秘 書 グ ル ー プ�

法 人 開 拓 グ ル ー プ�
コンサルティング推進グループ�

ダイレクト営業グループ�
I T 企 画 グ ル ー プ�

ソリューション営業グループ�
営 業 統 括 グ ル ー プ�

市 場 企 画 グ ル ー プ�
市 場 管 理 グ ル ー プ�
国 際 業 務 グ ル ー プ�

資 金 為 替 グ ル ー プ�
市 場 営 業 グ ル ー プ�
市 場 運 用 グ ル ー プ�

ロ ー ン 業 務 グ ル ー プ�

営業グループ�

融資グループ�

得意先グループ�

営 業 店�

エリア本部�

（
代
表
）
執
行
役
�

取
　
締
　
役
　
会
�

株
　
主
　
総
　
会
�

審 査 グ ル ー プ�
格付・自己査定グループ�
企業サポートグループ�

経営企画部�

上 場 準 備 推 進 室 �
主 計 グ ル ー プ�
企 画 グ ル ー プ�

経営管理部�

監　査　部�

コンプライアンス統括グループ�
リス ク 統 括 グ ル ー プ�
総 務 グ ル ー プ�

■足利ホールディングス�

■足利銀行�

指名委員会�

監査委員会�

報酬委員会�

指名委員会�

監査委員会�

監査委員会事務局�

報酬委員会�

（平成21年6月30日現在）

10部、10室、24グループ

組織図
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（平成21年6月30日現在）

株式会社足利ホールディングス 株式会社足利銀行

取締役・執行役一覧

■取締役� ■取締役�

■執行役�

取締役�

取締役�

取締役�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

藤沢　　智�

長谷川富雄�

加藤　　潔�

高木新二郎�

簗　　郁夫�

甲良　好夫�

須藤　正彦�

闍橋　修一�

■■�

�

■�

�

■■■�

■�

■■�

藤沢　　智�

長谷川富雄�

水越　規夫�

簗　　郁夫�

甲良　好夫�

須藤　正彦�

闍橋　修一�

藤沢　　智�

長谷川富雄�

闍橋　亨一�

伊沢　正吉�

床井　和夫�

貝賀　貴志�

中山　直也�

大平　　弘�

稲葉　　章�

島野　賢一�

松下　正直�

宇賀神　孝�

塚原　広志�

堀江　　裕�

■執行役�

藤沢　　智�

長谷川富雄�

闍橋　亨一�

伊沢　正吉�

宇賀神　孝�

代表執行役社長�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役経営企画部長�

■■�

�

■�

■■■�

■�

■■�

取締役�

取締役�

取締役�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

取締役（社外）�

※■は指名委員会、■は報酬委員会、■は監査委員会に所属している�
　ことを示しております。�

※■は指名委員会、■は報酬委員会、■は監査委員会に所属している�
　ことを示しております。�

代表執行役頭取�

専務執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

執行役�

�

　（営業部門）�

　（人事・コンプライアンス部門等）�

　（内部監査部門）�

　両毛・群馬エリア本部長�

　県央エリア本部長�

　（融資部門）�

　県南・古河エリア本部長　�

　東京支店長　�

　埼玉エリア本部長�

　（事務システム部門）�

　総合企画部長（経営企画部門）�

　北栃木エリア本部長�

　（市場・公務金融部門）�

役　員
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預金業務�

附 帯 業 務 �

貸出業務�

商品有価証券売買業務�

有価証券投資業務�

内 国 為 替 業 務 �

外 国 為 替 業 務 �

社債受託および登録業務�

預　　金�

貸　　付�

手形の割引�

譲渡性預金�

当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居住
者円預金、外貨預金等を取扱っております。�
�
譲渡可能な定期預金を取扱っております。�
�
手形貸付、証書貸付および当座貸越を取扱っております。�
�
銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引を取扱っております。�
�
国債等公共債の売買業務を行っております。�
�
預金の支払準備および資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他証券に投資しております。�
�
送金為替、当座振込および代金取立等を取扱っております。�
�
輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。�
�
担保付社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託および登録に関する業務を行っております。�
�
代理業務�
①日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店および国債代理店業務�
②地方公共団体の公金取扱業務�
③勤労者退職金共済機構等の代理店業務�
④株式払込金の受入代理業務および株式配当金、公社債元利金の支払代理業務�
⑤日本政策金融公庫等の代理貸付業務�
⑥信託代理店業務�
⑦損害保険代理店業務�
⑧生命保険代理店業務�
�
保護預りおよび貸金庫業務�
�
有価証券の貸付�
�
債務の保証（支払承諾）�
�
金の売買�
�
公共債の引受�
�
国債等公共債および証券投資信託の窓口販売�
�
確定拠出年金業務�
�
クレジットカード業務�
�
コマーシャル・ペーパー等の取扱い�
�
金利通貨等のデリバティブ取引等�

■足利銀行の業務内容

業務内容
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種　　　　類� 特　　　　　　　　　　　　　　　長�

種　　　　類� 特　　　　　　　　　　　　　　　長� 期　　　　間� お預け入れ額�

決 済 用 普 通 預 金 �

�
ス ー パ ー 貯 蓄 預 金 �

譲 渡 性 預 金 �
（ N C D ） �

�

ス ー パ ー ツ イ ン �
�

期 日 指 定 定 期 預 金 �
�

ス ー パ ー 定 期 �
�
ス ー パ ー 定 期 3 0 0 �
�

大 口 定 期 �
�
�

変 動 金 利 定 期 預 金 �
�
利 息 分 割 型 定 期 預 金 �
　　　　　　　　　　　　
元金分割受取型定期預金�
ゆ と り ご よ み �

新型定期預金（蠢型）�
み ら い ご よ み �

年金スーパー定期預金�

自 由 型 �

ス ー パ ー 積 金 �

財形期日指定定期預金�

財 形 住 宅 �

財 形 年 金 �

目 的 型 �

受 取 日 �
指 定 方 式 �

受取サイクル�
指 定 方 式 �

ラ
イ
フ
マ
ッ
プ�

積
立
定
期
預
金�

定
期
積
金�

財
　
形
　
預
　
金�

普通預金に、スーパーツイン・期日指定定期預金・スーパー定期・スーパー定期300・大口定期・変動金利定期預金・利息分割型定期預
金の各種定期預金をセットし、「受取る」「支払う」「運用する」「借りる」の4つの機能を備えた商品です。�
キャラクターデザインの通帳とキャッシュカードがご利用いただけます。�
〈自動ご融資〉定期預金…預金合計額の90％以内最高500万円まで　�

預金保険制度における「決済用預金」に該当する普通預金です。新規に口座を開設するのはもちろんのこと、現在ご利用の普通預金から
の切り替えも可能です。�

お手持ちの資金を有利に増やしながら、必要な時には、いつでも引き出せる預金で
す。10万円以上、30万円以上、50万円以上、100万円以上、300万円以上の5
段階での金額階層別金利（※）により、お預け入れいただいている残高に応じて自
動的に有利な金利が適用となり、お利息も毎月お受け取りいただけます。�

6か月据置後いつでもお引き出しできて、最長5年までお預け入れできる定期預金
です。預入期間に応じて6段階の金利（※）が設定され、長く預けるほど高い金利
が適用になります。利息計算は半年複利です。�

1年複利の定期預金です。お預け入れ期間は最長3年。1年据置後なら、いつでもご
指定日にお引き出しできます。また、ご預金の一部お引き出しもできます。自動継
続扱いが便利です。�

各期間ごとに有利な資金運用が期待できる定期預金です。3・4・5・6・7・8・9・10年
ものは半年複利型もあり、一段と有利です。お預け入れが300万円未満のスーパー
定期と300万円以上でさらに有利な金利が適用されるスーパー定期300がありま
す。�

1,000万円以上のまとまった資金の運用に適した高利回りの預金です。金利はお預
け入れ時点の金利情勢により決めさせていただきます。�

6か月毎に金利を見直し、その時々の金利を適用する定期預金です。3年ものは半
年複利型もあり、さらに有利です。�

満期日前に利息を分割してお受け取りいただける定期預金です。利息のお受け取り
は、1か月毎・2か月毎・3か月毎・6か月毎の4タイプからお選びいただけます。�

公的年金（国民年金・厚生年金等）を当行口座でお受取りの方または新規にお受取
りになる方のため定期預金で、1年ものスーパー定期の店頭表示金利に年0.2％の
金利を優遇いたします。�

満期日前に元金の一部を分割してお受け取りいただける定期預金です。元金のお受
け取りサイクルはお預け入れの1年後から2か月毎です。�

満期までしっかりお預け入れいただくことにより好金利で運用される定期預金です。�

とくに期間を定めない積立。複利で増える自動継続期日指定定期預金またはスーパ
ー定期でお預かりいたします。�

6か月毎、1年毎、2年毎、3年毎等、ご予定に合わせて、一定のサイクルで受取日
をご指定いただけます。�

持家としての住宅取得費用、あるいは増改築等費用に充当するための預金です。財
形年金と合わせて元金550万円までの利息が非課税扱いとなります。�

お勤めの方の豊かなシルバーライフプランを大きくふくらませる本格的な個人年金
です。財形非課税がご退職後も継続してご利用になれます。�

5,000万円以上のまとまった資金を短期間運用するのに適しています。必要な時に
は満期日前に譲渡することができます。�

お客さまのさまざまな貯蓄目的に合わせて、最適な積立プランが設計できます。�

毎月一定日に一定額を積立て、満期日には給付金がつき、大きく育ちます。�

手軽さと有利さを兼ね備えた定期積金です。�

勤労者の貯蓄奨励を目的とした給与天引きの預金で、有利な各種財形融資がご利用いただける特典があります。�

期日指定定期預金の有利さと便利さをプラスした、お勤めの方の預金です。�

6か月以上20年以内で最大4回の受取日をご指定いただけます。�

�

※金利情勢によっては各段階の金利が同一になる場合があります。�

■預　金�

定
　
期
　
預
　
金�

�

総 合 口 座 �

１円以上�
（基準残高10万円）�

お出し入れ自由�

１万円以上�
上限1,000万円未満�

最長5年�
（据置期間6か月）�

１円以上�
上限300万円未満�

最長3年�
（据置期間1年）�

6か月以上20年以内�
（据置期間1か月を含む）�

6か月、1年、2年、3年�

5年以上�

3年以上�

5年以上�

1日以上1年以内�

1・2・3・4・5年�
1年超5年未満の満期日指定型�

定めない�

定めない�

1・2・3・6か月�
1・2・3・4・5・6・7・8・9・10年�
および1か月超10年未満の�
満期日指定型�

1・2・3・6か月�
1・2・3・4・5・6・7・8・9・10年�
および1か月超10年未満の�
満期日指定型�

１円以上�
上限300万円未満�

300万円以上�

1,000万円以上�

1,000万円以上�

1,000円以上�

1,000円以上�

1円以上�

5,000万円以上�

1円以上�1・2・3年�

お1人さま300万円まで�1年�

200万円以上�5・7・10年�

200万円以上�
3,000万円以内�5・7・10年�

ファンド名� 投信会社� 主要投資対象�

三井住友アセットマネジメント� 世界各国の債券、株式、不動産投信（REIT）�グローバル3資産ファンド�

ＡＩＧ新成長国債券プラス� AIGインベストメンツ� 新成長国が発行した国債�

財産3分法ファンド（不動産・債券・株式）毎月分配型� 日興アセットマネジメント� 世界各国の債券、国内の株式および不動産投信（REIT）�

ＤＩＡＭ世界好配当株オープン（毎月決算コース）� DIAMアセットマネジメント� 世界各国の好配当株式�

世界のサイフ� 日興アセットマネジメント� 世界各国の高格付の短期債券�

ＧＷ7つの卵� 日興アセットマネジメント� 世界各国の債券、株式�

ＰＣＡ米国高利回り社債オープン� ピーシーエー・アセット・マネジメント� 米国の高利回り社債（ハイ・イールド債）�

ＤＩＡＭワールド・リート・インカム・オープン（毎月決算コース）� DIAMアセットマネジメント� 世界各国の不動産投信（REIT）�

ハイグレード・オセアニア・ボンド・オープン（毎月分配型）� 大和投資信託� オーストラリアとニュージーランドの公社債�

グローバル・ソブリン・オープン（毎月決算型）� 国際投信投資顧問� 世界主要先進国のソブリン債�

■投資信託主要ファンド一覧�

商品・サービス一覧
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�

名　　　　 称� 期　　　間�特　　　　　　　長�

外 貨 定 期 預 金 �
米ドル等の外貨建ての定期預金です。お預け入れ後に為替相場が円安になれば為替差益
が得られ高利回りが実現できる一方、為替相場の動向により円に転換した際、元本割れ
となる場合があります。�

円 ス プ レ ッ ド 貸 出 �

同一通貨の固定金利と変動金利を交換する商品です。お客さまの原債務（または債権）
の金利のみの交換を行うことで、実質的に原債務（または債権）の金利条件を変更した
ことと同じ効果を得ることができます。�

金利がマーケットに連動する期間1年以内の円貸出です。�

通 貨 ス ワ ッ プ �

金 利 ス ワ ッ プ �

異なる通貨の元本および金利を交換する商品です。お客さまの外貨建債権または債務を交換
することで、同一受渡相場の先物予約を複数締結するのと同じ効果を得ることができます。�

お取扱金額�

�
お客さまのさまざまなニーズにお応えする市場関連商品を提供しております。�
�

■主な市場関連商品�

原則1か月～1年�

原則1年以内�

原則2年～10年�

原則2年～10年�

100通貨単位以上�

10百万円以上�

取引金額総計1百万ドル�
（5年超の場合は2百万ドル）�

相当額以上�

想定元本1億円以上�

フ ィ ッ ク ス ロ ー ン �中長期にわたり、固定金利でお借り入れいただく商品です。借り入れコストを確定し、将来の金利上昇リスクを回避したい場合に有効です。�
原則1年～5年� 10百万円以上（1百万円単位）�

�

種　　　　　類� 特　　　　　　　　　　　　　　長� 期　　　間� お預け入れまたは購入金額�

超 長 期 利 付 国 債 �

長 期 利 付 国 債 �

中 期 利 付 国 債 �

個 人 向 け 国 債 �

既 発 公 共 債 �

国が発行する最も信用力の高い債券で、利付債と割引債があります。�

期間20年の利付国債です。�

固定利率のため長期間利息が変わらないので、長期の資産運用に適しています。�

償還期限が比較的短く、資金の必要時期に合わせて有利な運用が可能です。�

購入対象を個人に限定した利付国債です。固定金利型と変動金利型があります。�

既発の国債、公共債を売買いたします。償還期間を問わずいつでも自由に運用、換金で
きます。�

現 先 取 引 �
債券を一定期間後に一定価格で買い戻す、または売り戻すことを条件に売買し、資金を
調達または運用するものです。あらかじめ一定期間後の売買条件が決定しておりますの
で安全度の高い取引です。�

■証券業務�

20年�

10年�

2年、5年�

5年、10年�

自由�

1年未満�
通常は1週間から�
1か月中心�

額面5万円以上5万円単位�

額面5万円以上5万円単位�

額面5万円以上5万円単位�

額面1万円以上1万円単位�

額面5万円以上5万円単位�

1千万円以上（通常1億円以上）�（� ）�

国
　
　
　
債�

種　　　　 類� 内　　　　　　　　　　　　　　　　容�

現  　　　金 (Cash)

海
外
送
金�

両 

替�

貿 

易�

各 種 保 証 �

米ドル・ユーロ・英ポンド・豪ドル等主要外国通貨のお売り渡し、お買い取りをいたします。�

旅 行 小 切 手 (T/C) 世界の主要通貨の旅行小切手のお売り渡し、お買い取りをいたします。�

送 金 小 切 手 (DD) 海外の銀行でお支払い可能な小切手をお作りいたします。�

電 信 送 金 (TT) 海外の受取人口座へ電信により送金いたします。�

輸 出 �輸出信用状の通知、輸出手形・外貨小切手の買取・取立等をお取扱いいたします。�

輸 入 �輸入信用状発行、輸入ユーザンス、輸入取立手形の決済等をお取扱いいたします。�

スタンドバイ信用状の発行ほか、外貨借入保証、入札保証、契約履行保証等各種保証をお取扱いいたします。�

先 物 為 替 予 約 �輸出入決済・外貨建送金・外貨預金等のお取引で先物為替の予約をお取扱いいたします。�

外 貨 貸 付 �米ドル等主要外国通貨による融資です。資金調達の多様化がはかれ、また為替リスクのヘッジ等にもご利用いただけます。�

外 貨 預 金 �
・米ドル、ユーロ・豪ドル・ニュージーランドドル等主要外国通貨による預金をお取扱いいたします。�
・普通預金、定期預金の種類があり、定期預金には自動継続型があります。�
・利率はお預け入れの時期、預金の種類、通貨により異なります。�

■国際業務�
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ロ　ー　ン　名� お　　　使　　　い　　　み　　　ち� ご融資額� ご融資期間�

「 ス ピ ー ド ラ イ ン 」 �

「スーパーハイグレード」�

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 1億円まで� 5年以内�

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 3億円まで� 5年以内�

「 ク ロ ス ロ ー ド 」 �
（ 栃 木 県 内 向 け ） �

「 グ ッ ド リ テ ー ル 」 �
（ 栃 木 県 内 向 け ） �

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 1億円まで� 10年以内�

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 1,000万円まで�
5年以内（セーフティーネット
保証利用は7年以内）�

■事業者向けローン�

「 メ イ ン サ ポ ー ト 」 �
（ 栃 木 県 内 向 け ） �

運転資金にご利用いただけます。� 5,000万円まで� 2年以内�

「商工いきいきローン」�
（ 栃 木 県 内 向 け ） �

「フューチャーサポート100」�
（ 茨 城 県 内 向 け ） �

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 500万円まで�

運転資金にご利用いただけます。� 1億円まで� 10年以内�

「 イ マ ー ジ 」 �
（ 茨 城 県 内 向 け ） �

「 当 貸 プ ラ イ ム 」 �
（ 茨 城 県 内 向 け ） �

設備資金にご利用いただけます。� 5億6,000万円まで� 15年以内�

運転資金にご利用いただけます。� 5,000万円まで� 2年以内�

7年以内（セーフティーネット
保証利用は10年以内）�

「 優 良 保 証 フ ァ ン ド 」 �
（ 埼 玉 県 内 向 け ） �運転資金および設備資金にご利用いただけます。�

1億円まで� 5年以内�

「 埼 玉 パ ー ト ナ ー ズ 」 �
（ 埼 玉 県 内 向 け ） �

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 1,000万円まで� 7年以内�

「埼玉メインサポート」�
（ 埼 玉 県 内 向 け ） �

TKC会員会計事務所の関与先企業の資金需要にお応えする提携融資です。�あしぎんTKC戦略経営者ローン� 1,000万円まで�

ご契約時の限度額の範囲内であれば、必要な時に必要な資金を何度でもカードでご利用
いただけます。�事 業 者 カ ー ド ロ ー ン � 1,000万円まで�

運転資金および設備資金にご利用いただけます。� 2,000万円まで� 2年以内�

2年毎の更新�
（1年毎の場合もあります）�

1年以内�

ロ　ー　ン　名� お　　　使　　　い　　　み　　　ち� ご融資額� ご融資期間�

ご利用目的にあわせて各種ローンをご用意させていただいております。ご利用に際しては、計画的なご利用をお勧めいたします。�
�

住宅および店舗・事務所・診療所・作業所などの併用住宅の新築・増改築または購入資金（中
古住宅、マンション購入を含む）およびそれを目的とする土地の取得または造成資金に
ご利用いただけます。�

自動車購入、修理、車検、免許取得等、車に関する諸費用の支払資金、既存のマイカー
ローンの借換えにご利用いただけます。購入する車を決める前に予約申込も可能です。�

住宅の増改築・改装、門・塀・冷暖房・造園・水まわり等幅広くご利用いただけます。�

賃貸住宅の新築・増改築または購入資金にご利用いただけます。�

学校等に進学する方の入学金・授業料などの教育資金としてご利用いただけます。�

7,000万円まで��
�
�
�

1,000万円まで�

2億円まで�

500万円まで�
�
�

500万円まで�

10万円コース�
30万円コース�
50万円コース�

�

35年以内�
固定金利（3・5・10・20年）と変動金
利を自由にご選択いただけます。�

　　　　　30年以内�
固定金利（3・5・10年）と変動金利
を自由にご選択いただけます。�

　　　　　20年以内�
固定金利（3・5・10年）と変動金利
を自由にご選択いただけます。�

14年以内（元金据置期間を含む）�
ただし、元金据置期間を除いた
返済期間は、最長7年となります。�

7年以内�

ショッピング、レジャー等お使いみちは自由です。窓口でのお申込み後、60分で審査
結果をご回答します。その場でのお借り入れが可能です。�

1年（自動継続）�

■個人向けローン�

教育ローン“カルチェラタン”�
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A T M サ ー ビ ス �

A T M 提 携 サ ー ビ ス �

宝 く じ サ ー ビ ス �

自 動 支 払 い サ ー ビ ス �

●コンビニATMサービス�

●ゆうちょ銀行提携サービス�

種　　　　 類� 内　　　　　　容　　・　　特　　　　　　長�

キャッシュカード１枚で現金のお引出し、お預入れができるとともに、「お振込み」「定期預金のお預入れ」「口座間のお振替え」「残高照会」「通帳
記帳」「宝くじの購入」「暗証番号変更」が、簡単な操作でスピーディーに行えます。�
※ATMの「お振込み」は窓口より振込手数料がお安くなります。「定期預金」と「お振替え」は、お預入れになる口座の通帳が必要です。�

21年２月より取扱いを開始した、銀行本体で発行するクレジットカードです。1枚で「ICキャッシュカード」としても「クレジットカード」と
してもご利用いただける便利なカードで、お手持ちのキャッシュカードをGOODYカードに切替えができます。「ATMご利用手数料初年度無料」
や「年会費初年度無料、上手なご利用で次年度以降も年会費無料」など銀行ならではの様々な特典がございます。�

インターネット・モバイルバンキング、GOODYカード、積立定期預金「ライフマップ」、公共料金自動振替、マイカーローン“アポインと”、
教育ローン、カードローン“Popスピード型”、リフォームローン“住まい快適”、住所変更などの商品・サービスが郵送でお申し込みできます。
お申込書は、キャッシュポケットに設置してあります。�

パソコン・携帯電話を使って、24時間、残高・入出金明細のご照会、お振込・お振替、定期預金・投資信託のお取引、税金・各種料金の払込み
がご利用いただけます。振込手数料も窓口より大変お得です。�
※定期預金・投資信託のお取引は、インターネットバンキングでのみご利用いただけます。�

当行のATMで、当行キャッシュカードにより「数字選択式宝くじ（ロト6、ミニロト、ナンバーズ）」がご購入いただけます。当行が当せん番号
を確認し、当せん金をご利用時のキャッシュカード口座に自動振込いたします。�
※ご利用いただけるお客さまは、当行の普通預金・総合口座・貯蓄預金のキャッシュカードをお持ちの個人のお客さまとなります。�
※一部の店舗および機種によりご利用いただけない場合がございます。�

セブン銀行ならびにイーネット社が設置する全国約20,000台のコンビニATMで、当行キャッシュカードによるお預入れ・お引出し等がご利用
いただけます。�

キャッシュカードで買い物代金のお支払いができるサービスでご利用代金はお客さまの口座から即時引落としになります。ジェイデビット加盟
店でご利用いただけます。�

全国約26,000台でのゆうちょ銀行ATMで当行キャッシュカードによるお預入れ・お引出し等がご利用いただけます。�

公共料金（電話・電気・ガス・水道・NHK）や、クレジット代金、税金等を預金から自動引落しでお支払いいたします。�

自 動 受 取 サ ー ビ ス �

G O O D Y カ ー ド �

デビットカードサービス�

集 配 金 サ ー ビ ス �

メールオーダーサービス�

夜間の売上金や集金等は夜間預金金庫をご利用になるのが安心です。専用バッグに現金を入れ金庫に投入するだけで、翌営業日預金口座にご入
金いたします。�

夜 間 預 金 金 庫 �
（ナイトデポジット）�

インターネットバンキング・�
モバイルバンキングサービス�

1度の手続きだけで、各種年金および配当金が自動的にご指定の預金口座に振り込まれます。�

ポ イ ン ト サ ー ビ ス �

点 字 サ ー ビ ス �

定額自動送金サービス�

当行とお取引いただいている全ての個人のお客さまに、当行とのお取引状況に応じた優遇サービスをご提供いたします。�

連続手形用紙作成サービス�電算処理用の連続手形用紙を作成します。ご希望により手形の振出人欄に社名等の印刷が可能です。手形発行の合理化にお役に立ちます。�

署 名 判 印 刷 サ ー ビ ス �手形・小切手に、お客さまのお名前・所在地等をあらかじめ印刷してお渡しするサービスです。�

当行提携の警備会社が貴社店舗へお伺いし、売上金の集金と両替金の配金を行うサービスです。365日、夜間の対応も可能です。現金保有・輸
送リスクが軽減されるほか、店舗事務の効率化をはかることができます。�

視覚に障害のあるお客さまを対象として、お手持ちの証書・通帳に当行名、預金種類、口座番号を点字で表示し、また預金残高や定期預金の満
期到来を点字によりお知らせするサービスです。�

当初一度の手続きだけで、定期的なお振り込みを自動的に行うサービスです。毎月ご指定日に決まった金額を預金口座から自動引落しをしてご
指定の預金口座にお振り込みするたいへん便利なサービスです。�

■サービス業務�

法 人 イ ン タ ー ネ ッ ト �
バ ン キ ン グ サ ー ビ ス �
オ ン ラ イ ン デ ー タ �
伝 送 サ ー ビ ス �
パ ソ コ ン デ ー タ �
伝 送 サ ー ビ ス �
パソコンデータ伝送サービス�
（ア　　ン　　サ　　ー　　型）�
�
P C － バ ン ク サ ー ビ ス �
�
CNS（地銀ネットワークサービス）�

フ ァ ク シ ミ リ サ ー ビ ス �

住 民 税 納 入 サ ー ビ ス �

コ ン ビ ニ 収 納 サ ー ビ ス �

T－NET代金回収サービス�

T－NET代金回収サービス（ワイド型）�

一括ファクタリングサービス・
債務引受型一括決済サービス�

資金集中管理システムサービス�
�

資 金 集 中・配 分 サ ービス�

地 銀 自 動 会 計 サ ー ビ ス �
�
全銀フォーマット変換サービス�
�
キャッシュカード出退勤管理・�
給 与 計 算 サ ー ビ ス �

種　　　　 類� 内　　　　　　容　　・　　特　　　　　　長�

インターネットをご利用のパソコンから、当行のホームページを通じて、口座取引情報の照会や振込振替・総合振込・給与振込・口座振替・税金
各種料金の払込み・外国為替（外国送金・信用状開設）がご利用いただけます。�

お客さまのホストコンピュータと当行のコンピュータを通信回線で結ぶことにより、取引のデータを直接送受信いただくサービスです。当行からお客さ
まに対して、振込入金・入出金明細・残高照会等の情報を提供し、お客さまからは給与振込・総合振込・口座振替等のデータをご依頼いただけます。�

お客さまのパソコンと当行のコンピュータを通信回線で結び、各種取引データの送受信をご利用いただくサービスです。サービスの内容はオンラ
インデータ伝送サービスと同様となります。�

お客さまのパソコンと当行のコンピュータをＮＴＴのアンサーセンター経由で結ぶことにより、お取引口座の照会や、振込・振替をご利用いただ
けるサービスです。�

専用のパソコンソフトを利用して、パソコンデータ伝送サービスとパソコンデータ伝送サービス（アンサー型）を合わせてご利用いただけます。�
Ｗｉｎｄｏｗｓ Vistaまで対応した、お客さまのパソコン環境に適したソフトをご用意しておりますので、簡単な操作でお客さまの経理事務の合理化・
省力化のお役に立ちます。�

当行を通じてお申込みいただき、ＣＮＳセンターに接続することで、全国の地方銀行のネットワークを活用したサービスをご利用いただけます。�

お客さまのファクシミリと当行のコンピュータを通信回線で結んで、振込入金・入出金明細のご連絡や、残高照会等ヘのご回答を行いますので、
口座のお取引内容を正確・迅速に把握いただけます。�

従業員さまの住民税納入データを伝送していただくか、フロッピーディスクでお持込いただくと、当行が納付書を自動作成し、納期限に納入資金
を預金口座から引落として納入手続きをいたしますので、納入事務の省力化につながります。�

当行を通じ全国のコンビニエンスストアを窓口として、各種代金等の回収サービスをご利用いただけます。専用ソフトにより売掛金の消し込み管
理もご利用いただけます。�

栃木県内に本店を持つ金融機関が共同で運営する「ＴーＮＥＴセンター」を利用した代金回収サービスです。複数の金融機関と個別に口座振替契約
を結ぶ必要がなく、「ＴーＮＥＴセンター」を通じて一括して振替えのご依頼と振替結果のご確認をいただけます。�

当行を通じて「ＴーＮＥＴセンター」を経由し、ゆうちょ銀行を含む全国の金融機関の預金口座からの、確実な代金回収の仕組みをご提供いたします。�

支払手形に代わる決済方法として、手形の発行・管理に要する事務負担や、印紙代の削減がはかれる等、効率的な支払手段としてご利用いただけ
ます。�

パソコンと専用ソフトをご利用いただいて、当行以外の金融機関の口座を含めた、本社と支社・営業所の口座間の資金移動や残高照会ができるサ
ービスです。簡単な操作により、ほぼリアルタイムでお口座の資金集中・配分・残高管理が行えます。�

ＥＸＣＥＬ等表計算ソフトで作成したデータから、全銀フォーマット仕様の振込・請求データに自動変換いたします。お客さまのデータ作成事務を省力
化し、変換後のデータは「法人インターネットバンキング」や「ＰＣ一バンクサービス」を通じデータ伝送にてご依頼いただくことができます。�

当行のキャッシュカードをタイムカードとしてご利用いただくことで、「出退勤管理」「給与計算」「給与振込」という給与支払に関連したそれぞ
れの事務を、一連の流れで処理を行うシステムをご提供いたします。�

パソコン等の操作を介さずに、本社・支社間における資金の集中・配分を、あらかじめご指定いただいた内容で自動的に行います。資金の効率的な管理
のお役に立ちます。�

全国の地方銀行の業務提携による代金回収サービスとして、地方銀行のネットワークによる幅広い代金回収を実現いたします。�

�

■エレクトロニック・バンキング（EB）サービス�

�

�
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■振込手数料（１件につき）�

■貸金庫・夜間金庫手数料�

■発行手数料�

■代金取立手数料（１件につき）�

■円貨両替手数料お取り扱い1件あたりの手数料�

■保護預かり手数料�

■貯蓄預金スイングサービス�
■署名判登録手数料�
■融資用約束手形交付手数料�
■各種同意書発行手数料�

1回あたり52円�
署名判1種類あたり5,250円�

1枚あたり210円�
1件あたり10,500円�

■当行ATM/CD利用手数料� ■コンビニATM（セブン銀行、イーネット）手数料�

●ATMをご利用の場合、平日8：45～18：00以外の時間帯は、別途ATM利用手数料が必要です。�
●他行のキャッシュカードを使用した場合は、すべての時間帯で別途ATM利用手数料が必要です。�
●MT・FD扱い、EB・法人インターネットバンキングでの同一店舗内の振込は無料です。�
�※1．定額自動送金については振込手数料の他、別途1回あたり52円の手数料が必要です。�
※2．サービスについては振込手数料の他、基本手数料等がかかります。�

お振込先�
お振込金額�
窓　口�
ATM（現金/他行カード）�
ATM（当行カード）�
定額自動送金※1

インターネットバンキング・�
モバイルバンキング※2

EB・法人インターネットバンキング※2

MT・FD扱い�
組戻料�

足利銀行あて�
3万円未満�3万円以上�
315円�
105円�
105円�
105円�

無　料�

105円�
157円�

1,050円�

525円�
315円�
210円�
315円�

無　料�

315円�
367円�

1,050円�

他行あて�
3万円未満�3万円以上�
630円�
420円�
315円�
420円�

210円�

420円�
472円�

1,050円�

840円�
630円�
525円�
630円�

420円�

630円�
682円�

1,050円�

貸金庫使用料（年間）�

全自動貸金庫使用料（年間）�

夜間預金金庫基本料金（月間）�
夜間預金金庫利用料金（入金帳1冊につき）�

容　積�

小　　  5,460cm3～7,020cm3

大　　  9,100cm3～11,700cm3

10,000cm3以上� 45,000cm3未満�

10,000cm3未満�
15,750円～�

10,500円�

31,500円�

15,750円�
18,900円�

21,000円�
10,500円�

カード・通帳・証書再発行手数料�
融資証明書発行手数料�

1枚につき�
1件につき�

1,050円�
10,500円�
315円�
315円�

1,050円�
3,150円�
630円�

1,050円�
1,050円�
1,050円�
10,500円�
2,100円�
2,100円�
2,100円�
2,100円�
525円�

1通につき�

センター発行（預金）�
センター発行（融資）�
手書き発行�

署名判印刷あり�
署名判印刷なし�

会計監査法人制定用紙�

残高証明書�
発行手数料�

小切手帳�
交付手数料�

署名判印刷あり�
署名判印刷なし�

1冊につき�

1冊につき�
手形帳�
交付手数料�
取引明細表発行手数料� 1依頼書につき�

受入利息証明書発行手数料�
預金小切手発行手数料�
臨時小切手発行手数料�

1通につき�
1枚につき�
1枚につき�
1枚につき�
割賦販売通知書1通あたり�

　手形発行手数料�

代
金
取
立�

当　地�
店頭即時入金分�
他　所�
個別取立料�

不渡手形返却料※3

取立手形組戻料※3

店頭呈示料※4

代払手数料�

足利銀行あて�
本支店� 同一店舗�
525円�
210円�

1,050円�
1,050円�

525円�
�

1,050円�
1,050円�

他行あて�

525円�
210円�

1,050円�
1,050円�

1,050円� � 1,050円�
525円� �

525円�
525円�

840円�
1,050円�

●お振込みは、別途振込手数料が必要です。�

平　日�

土曜・�
日曜・祝日�

7：00～ 8：00
8：00～ 8：45
8：45～18：00
18：00～19：00
19：00～21：00
9：00～17：00
17：00～19：00
19：00～21：00

当行カード� 他行カード�
お預入れ�お引出し・お振込み� お引出し・お振込み�

105円�
105円�
無　料�
105円�
105円�
105円�
105円�
105円�

105円�
105円�
無　料�
105円�

105円�
105円�

210円�
105円�

210円�
210円�

210円�
�

�

●お振込みは、イーネットのみの取扱いとなります。別途振込手数料が必要です。�

平　日�

土曜・�
日曜・祝日�

7：00～ 8：45
8：45～18：00
18：00～19：00
19：00～23：00
9：00～19：00
19：00～21：00

お引出し・カード振込� お預入れ�

105円�
無　料�
105円�
105円�
105円�
105円�

105円�
無　料�
105円�

105円��

�

両替枚数� 1～49枚� 50～100枚� 101～500枚� 501～1,000枚�
両替機�
窓　口�

1,001～1,500枚�
無　料� 100円� 100円� 200円� 300円�
無　料� 210円� 210円� 420円� 630円�

1,501～2,000枚�

�

ASC保護預り（年間）�
封緘預り（年間）�
被封預り（年間）�

4,410円�
4,410円�

10,500円�

専�
　当座取扱手数料�専�

※3．同一手形交換所内店頭即時入金分（同一店払いを含む）についても、当該手数料を申し受けます。�
※4．費用が1,050円を超える場合は、実費を申し受けます。�

※窓口両替手数料は2,001枚以上は、1,050円に1,000枚毎に420円加算します。�
※両替機での手数料お支払い方法�
　両替機をご利用の都度、100円硬貨を両替機に投入いただくことになります。あらかじめ100円硬貨をご用意ください。�

630円�

2,001枚以上�

1,050円＋1,000枚毎420円�

主要手数料一覧 （平成21年6月30日現在、消費税込）
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本 店
駒 生 出 張 所
大 谷 出 張 所
戸 祭 出 張 所
宝 木 出 張 所
宇 都 宮 支 店
福田屋百貨店出張所
県 庁 内 支 店
宇都宮中央支店
宇都宮北出張所
一 条 町 支 店
つるた出張所
峰 町 支 店
みずほの出張所
問屋町出張所
雀 宮 支 店
江 曽 島 支 店
緑 町 出 張 所
西川田出張所
中央市場支店
やなぜ出張所
岡 本 支 店
金井台出張所
宇都宮市役所支店
宇都宮東支店
今泉町出張所
駅東口出張所
清 原 出 張 所

上 三 川 支 店

足 利 支 店
江 川 出 張 所
足利市役所出張所
東 支 店
毛 野 出 張 所
六 丁 目 支 店
葉 鹿 支 店
足 利 南 支 店
足利市場出張所

佐 野 支 店
高砂町出張所
赤 見 出 張 所

佐 野 南 支 店
田 沼 支 店
葛 生 支 店

栃 木 支 店
片 柳 出 張 所
新 栃 木 支 店
栃 木 西 支 店

桜4－1－25
宝木町1－28
大谷町1059
上戸祭2－3－31
宝木本町1141
桜4－1－25（本店営業部内）
今泉町237
塙田1－1－20
大通り1－4－16
下川俣町5
一条4－1－6
鶴田町1450
峰3－33－5
瑞穂2－14
問屋町3172－80
雀の宮4－1－8
双葉3－8－1
緑2－18－29
西川田5－3－14
簗瀬町1493
東簗瀬1－38－3
下岡本町2082
下岡本町4558－13
旭1－1－5
陽東6－4－17
泉が丘5－8－8
東宿郷1－4－10
清原台4－4－18

上三川町上三川4812

田中町31－8
江川町2－10－5
本城3－2145
伊勢町3－10－7
八椚町385
通6－3173
葉鹿町378
八幡町2－16－27
福居町263

本町2901
高砂町2806
赤見町1168
植上町1631
田沼町631
葛生東1－12－11

倭町11－１
片柳町2－11－18
昭和町7－7
箱森町6－7

℡028-622-0111
℡028-621-1140
℡028-652-0411
℡028-624-4111
℡028-627-5211
℡028-622-1131
℡028-624-6181
℡028-622-1875
℡028-622-7131
℡028-660-8811
℡028-633-8211
℡028-648-3711
℡028-634-3431
℡028-656-6311
℡028-656-3995
℡028-653-1231
℡028-658-2241
℡028-645-6511
℡028-658-6531
℡028-637-6031
℡028-632-9241
℡028-673-5777
℡028-673-6980
℡028-632-2911
℡028-660-8711
℡028-663-1331
℡028-636-3535
℡028-667-6621

℡0285-56-2511

℡0284-74-1111
℡0284-41-1271
℡0284-21-6677
℡0284-41-0111
℡0284-44-2221
℡0284-21-2111
℡0284-62-1111
℡0284-72-7211
℡0284-72-6111

℡0283-23-3111
℡0283-22-4133
℡0283-25-0611
℡0283-22-5115
℡0283-62-1111
℡0283-86-2181

℡0282-24-1311
℡0282-23-7131
℡0282-23-7311
℡0282-22-5333

◯

◯

※　◯

◯

◯

◯◯

◯

◯◯

※ ◯

◯

※　◯

※　◯

◯

◯

◯

◯

※　◯

※　◯

◯◯

◯

◯

◯

◯

※ ◯

※　◯

◯

◯

◯

※　◯

※　◯

◯

◯

◯◯

◯

◯

※　◯

◯

◯◯

※ ◯

※ ◯

藤 岡 支 店
大 平 支 店
都 賀 支 店
岩 舟 支 店
壬 生 支 店
おもちゃのまち支店
獨協医大出張所
野 木 支 店

小 山 支 店
小山北出張所
小 山 東 支 店
小山南出張所
犬 塚 出 張 所
県南市場出張所
ひととのや出張所
間 々 田 支 店

小 金 井 支 店
石 橋 支 店
南 河 内 支 店
自治医大出張所

鹿 沼 支 店
楡 木 支 店
粟 野 支 店
鹿 沼 東 支 店

西 方 出 張 所

今 市 支 店
大 沢 出 張 所
今市東出張所
日 光 支 店
足 尾 支 店
鬼 怒 川 支 店

宝 積 寺 支 店
高根沢出張所
塩 谷 支 店

氏 家 支 店
喜 連 川 支 店

矢 板 支 店

塩 原 支 店
西那須野支店
三 島 出 張 所
南郷屋出張所
黒 磯 支 店
黒磯西出張所
那須塩原駅前出張所

藤岡町藤岡1198
大平町富田373
都賀町家中5986
岩舟町静833
壬生町中央町7－8
壬生町緑町2－8－5
壬生町北小林880
野木町丸林393

城山町3－1－1
花垣町1－3－20
駅東通り2－24－22
駅南町6－14－18
犬塚2－3－5
下河原田954
神鳥谷5－2－13
間々田1152

小金井3009
石橋833
祇園1－19－1
薬師寺3311－1

石橋町1544
楡木町514
口粟野1661
貝島町503

西方町金崎330

今市704
土沢557
今市1001
上鉢石町1033ー1
足尾町赤沢4ー4
鬼怒川温泉大原1388

高根沢町宝積寺2366
高根沢町宝石台5－12－1
塩谷町玉生615

氏家2517
喜連川4418

扇町2－1－1

塩原766
五軒町1－37
三島2－10
新南163
本町7－6
豊住町79
島方604

℡0282-62-5811
℡0282-43-5123
℡0282-27-5726
℡0282-55-3511
℡0282-82-1230
℡0282-86-1011
℡0282-86-7200
℡0280-56-2311

℡0285-21-2821
℡0285-24-2051
℡0285-24-4811
℡0285-28-0801
℡0285-22-8871
℡0285-38-2951
℡0285-22-3161
℡0285-45-1125

℡0285-44-1311
℡0285-53-1236
℡0285-44-4111
℡0285-44-5066

℡0289-64-2171
℡0289-75-3111
℡0289-85-2171
℡0289-65-1322

℡0282-92-8701

℡0288-22-1040
℡0288-26-2290
℡0288-22-2220
℡0288-54-2121
℡0288-93-3211
℡0288-77-1077

℡028-675-1155
℡028-675-4811
℡0287-45-1331

℡028-682-2321
℡028-686-2525

℡0287-43-1221

℡0287-32-3111
℡0287-36-1211
℡0287-36-8111
℡0287-36-5577
℡0287-62-1631
℡0287-62-4551
℡0287-65-3515

宇都宮市

栃　　木　　県

外 日

日

日

日 　

日

外 日

日

日

日

日 　

日

日

日

外 日

日

日

日

日

日

日 　

日

日

日

日

日

外 日

日

外 日

日

日

日

日

外 日

日

日

日

日

外 日

日

日

日

日

日

日

日

日

外 日

日

外 日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

土

外 日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

外 日

日

日

日

日

外 日

日

日

河内郡

足利市

佐野市

下都賀郡

小山市

鹿沼市

下野市

上都賀郡

日光市

塩谷郡

さくら市

矢板市

那須塩原市

◯◯

※　◯

※　◯

※　◯

◯

◯◯

※　◯

◯

※　◯

◯

※　◯

※　◯

◯

◯◯

※ ◯

※ ◯

◯

※　◯

◯

◯

◯

※　◯

※　◯

※　◯

◯

◯◯

※ ◯

◯◯

◯

※　◯

◯

※　◯

◯◯

※ ◯

※　

※ ◯

◯

◯

◯◯

◯

◯

※　◯

栃木市

営業所のご案内　◆支店・出張所一覧
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◯

◯

◯

◯

◯◯

※ ◯

◯

◯◯

※　◯

※　◯

◯

◯

◯

※　

◯◯

◯◯

※ ◯

◯◯

◯

◯◯

※

◯◯

◯◯

◯◯

◯◯

◯

◯

◯◯

◯◯

◯

◯◯

◯◯

◯

◯

◯

◯◯

◯◯

◯

◯

烏 山 支 店
南那須出張所

馬 頭 支 店
黒 田 原 支 店
那 須 出 張 所

大 田 原 支 店
大田原南出張所
黒 羽 支 店

真 岡 支 店
真岡西出張所
久 下 田 支 店

茂 木 支 店
芳 賀 支 店
益 子 支 店
市 貝 支 店

桐 生 支 店
桐生市役所出張所
新 宿 支 店
桐生市場支店
館 林 支 店
邑楽町出張所
太 田 支 店
太田南出張所
伊 勢 崎 支 店
大 泉 支 店
前 橋 支 店
前橋東出張所
渋 川 支 店
高 崎 支 店

浦 和 支 店
大 宮 支 店
岩 槻 支 店
越 谷 支 店
川 越 支 店
桶 川 支 店
白 岡 支 店
春 日 部 支 店
熊 谷 支 店
本 庄 支 店
深 谷 支 店
秩 父 支 店
行 田 支 店
羽 生 支 店
加 須 支 店
北川辺出張所

中央2－1－1
大金186

那珂川町馬頭414－2
那須町寺子丙3－22
那須町湯本92

住吉町1－1－33
浅香3－3601
黒羽向町32

荒町2169
並木町2－25
久下田955－1

茂木町茂木1786
芳賀町祖母井531
益子町益子967
市貝町市塙1669

桐生市本町5－342
桐生市織姫町1－1
桐生市錦町2－15－17
みどり市笠懸町阿左美2790
館林市本町2－10－3
邑楽郡邑楽町新中野2
太田市本町17－2
太田市新井町213
伊勢崎市本町1－15
邑楽郡大泉町西小泉2－22－1
前橋市千代田町3－4－12
前橋市西片貝町4－13
渋川市渋川1912
高崎市田町101

さいたま市浦和区仲町1－11－8
さいたま市大宮区下町2－39
さいたま市岩槻区本丸3－19－26
越谷市大沢3－6－1
川越市脇田本町14－1
桶川市泉1－2－6
南埼玉郡白岡町小久喜1161－１
春日部市中央3－10
熊谷市本町1－127－1
本庄市銀座2－2－10
深谷市仲町6－6
秩父市中町5－2
行田市行田21－20
羽生市中央4－1－13
加須市中央2－11－28
北埼玉郡北川辺町陽光台1-300-7

℡0287-83-1131
℡0287-88-9700

℡0287-92-2611
℡0287-72-1211
℡0287-76-3135

℡0287-22-3110
℡0287-22-8711
℡0287-54-1131

℡0285-82-2125
℡0285-84-6751
℡0285-74-1122

℡0285-63-1131
℡028-677-0311
℡0285-72-2131
℡0285-68-3131

℡0277-22-4101
℡0277-43-5561
℡0277-44-4106
℡0277-76-4211
℡0276-74-2211
℡0276-88-5211
℡0276-25-2161
℡0276-46-7810
℡0270-24-2100
℡0276-63-5511
℡027-231-1500
℡027-223-7222
℡0279-22-2355
℡027-323-4111

℡048-833-5151
℡048-643-0015
℡048-758-3411
℡048-974-5712
℡049-243-2111
℡048-787-2121
℡0480-92-1801
℡048-754-2422
℡048-523-0078
℡0495-21-2411
℡048-571-2135
℡0494-22-1700
℡048-556-2101
℡048-561-2151
℡0480-61-0111
℡0280-62-3111

◯

◯

◯◯

※ ◯

◯

※　◯

◯

◯

水 戸 支 店
下 館 支 店
結 城 支 店
古 河 支 店
古河東出張所
長谷町出張所
総 和 支 店
つ く ば 支 店

郡 山 支 店

東 京 支 店

水戸市泉町3－7－26
筑西市丙103
結城市結城184
古河市中央町1－2－38
古河市東4－1－26
古河市長谷町38－10
古河市女沼870
つくば市東新井19

郡山市本町1－1－1

中央区日本橋3－9－2

℡029-231-5181
℡0296-24-0111
℡0296-33-3121
℡0280-22-3111
℡0280-31-2311
℡0280-22-4511
℡0280-92-6711
℡029-856-4511

℡024-932-2111

℡03-3246-7271

◯主要外国為替取扱店
（注）外貨預金は全支店でお取り扱いいたします。
※リテールセンター
◯土曜日・日曜日・祝日稼働（ATM）
◯土曜日稼働（ATM）

（平成21年6月30日現在）

那須郡

那須烏山市

芳賀郡

日

日

日

日

外 日

日

日

外 日

日

日

日

日

日

外 日

外 日

日

外 日

日

外 日

外 日

外 日

外 日

外 日

外

日

外 日

外 日

日

外 日

外 日

日

日

日

外 日

外 日

日

日

日

日

外 日

日

日

日

外

外

外

日

土

大田原市

真岡市

群　　馬　　県

埼　　玉　　県

■ローンセンター一覧

戸祭ローンセンター
FKDローンセンター
宇都宮東ローンセンター
宇都宮南ローンセンター
足利ローンセンター
佐野ローンセンター
栃木ローンセンター
鹿沼ローンセンター
小山ローンセンター
下野ローンセンター
古河ローンセンター
大田原ローンセンター
今市ローンセンター
黒磯ローンセンター
真岡ローンセンター
氏家ローンセンター
東群馬ローンセンター
桐生ローンセンター
伊勢崎ローンセンター
前橋ローンセンター
高崎ローンセンター
埼玉ローンセンター

宇都宮市上戸祭2－3－31 戸祭出張所内
宇都宮市今泉町237 福田屋ショッピングプラザ1階
宇都宮市陽東6－4－17 宇都宮東支店内
宇都宮市西川田5－3－14 西川田出張所内
足利市田中町31－8 足利支店内
佐野市高砂町2806 高砂町出張所内
栃木市昭和町7－7 新栃木支店内
鹿沼市貝島町503 鹿沼東支店内
小山市駅東通り2－24－22 小山東支店内
下野市祇園1-19-1 南河内支店内
古河市東4－1－26 古河東出張所内
大田原市浅香3－3601 大田原南出張所内
日光市今市704 今市支店内
那須塩原市豊住町79黒磯西出張所内
真岡市並木町2－25－1 真岡西出張所内
さくら市氏家2517 氏家支店内
太田市新井町213 太田南出張所内
桐生市本町5－342 桐生支店内
伊勢崎市本町1－15 伊勢崎支店内
前橋市千代田町3－4－12 前橋支店内
高崎市田町101 高崎支店内
熊谷市本町1－127－1 熊谷支店内

℡028-626-0123
℡028-624-1060
℡028-660-1511
℡028-658-6761
℡0284-74-1113
℡0283-22-5661
℡0282-23-9017
℡0289-63-2822
℡0285-22-7891
℡0285-40-8211
℡0280-31-2700
℡0287-24-3741
℡0288-22-1040
℡0287-62-6477
℡0285-82-8956
℡028-681-2101
℡0276-46-9101
℡0277-22-9211
℡0270-24-9080
℡027-235-7500
℡027-323-8001
℡048-523-2326

茨　　城　　県

福　　島　　県

東　　京　　都
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（平成21年6月30日現在）�

栃　　木　　県�

宇都宮市�

上三川町�

�

オータニ鶴田店�

カワチ薬品戸祭北店�

ヨークベニマル細谷店�

外環状線西(ＡＴＭステーション)�

国 立 栃 木 病 院 �

済生会宇都宮病院�

作 新 学 院 �

帝 京 大 学 �

野 沢 �

オ リ オ ン 通 り �

コ ー プ 鶴 田 店 �

サンユー戸祭台店�

パ ル コ �

上河内地域自治センター�

富 士 見 が 丘 �

福田屋ショッピングプラザ�

福 田 屋 百 貨 店 �

豊 郷 台 �

栃木県合同庁舎共同�

Ｊ Ｒ 宇 都 宮 駅 �

パ セ オ �

パセオGLASSBOX共同�

長崎屋宇都宮店�

宇都宮TDビル仮設ATM�

東 武 宇 都 宮 駅 �

東武宇都宮百貨店�

南 宇 都 宮 �

ろまんちっく村共同�

たいらや石井店�

宇 都 宮 大 学 �

宇都宮大学工学部�

オータニ五代店�

さ つ き 団 地 �

ヨークベニマル若松原店�

横 田 �

雀宮市民センター�

アピタ宇都宮店�

オータニ江曽島店�

が ん セ ン タ ー �

外 環 状 線 南 �

オータニ駅東店�

カルナショッピングセンター�

たいらや平松店�

ヨークベニマル石井店�

越 戸 共 同 �

外 環 状 線 東 �

サンユー駒生店�

とちぎリハビリテーションセンター共同�

ヨークベニマル御幸ヶ原店�

岡 本 駅 西 �

河内地域自治センター共同�

田 原 �

イトーヨーカドー宇都宮店�

かましん清原テクノ店�

清 原 工 業 団 地 �

泉 が 丘 �

オータニ御幸ヶ原店�

FKDインターパーク店�

インターパークビレッジ共同�

�

オータニ上三川店�

ジョイフル本田宇都宮店�

上 三 川 町 役 場 �

上 三 川 日 産 前 �

�

１階出入口横�

駐車場内�

１階化粧室横�

西宮団地入口付近�

正面出入口前�

１階エントランスホール横�

管理棟横�

１階ロビー内�

旧野沢代理店跡地�

オリオン通り商店街西�

正面入口横�

駐車場内�

店内地下１階�

駐車場内�

旧富士見が丘出張所跡地�

正面入口横�

ＦＫＤローンセンター隣�

ショッピングセンター「ミュゼ」正面出入口横�

合同庁舎１階�

南口１階交番横�

１階正面入口右側�

ＪＲ宇都宮駅２階パセオGLASSBOX内�

大通り沿い入口�

宇都宮TDビル広場内�

東口コンコース�

駐車場出入口付近�

旧南宇都宮出張所跡地�

出入口ゲート横�

駐車場内�

正門入口付近�

正門付近�

駐車場内�

旧さつき団地出張所跡地�

１階入口左側�

旧横田代理店跡地�

駐車場内�

１階北側出入口付近�

駐車場内�

１階ロビー付近�

たいらや駐車場内�

駐車場内�

正面入口階段脇�

駐車場内�

１階化粧室横�

越戸ショッピングプラザ駐車場内�

宮・カインズ等のショッピングモール内�

駐車場内�

リハビリテーション病院内�

１階ロビー内�

たいらや岡本店駐車場内�

駐車場内�

旧田原出張所跡地�

ベルモールのイトーヨーカドー店内�

１階入口�

管理センター内�

旧泉が丘出張所跡地�

駐車場内�

北側中央入口横�

インフォメーションセンター隣�

�

駐車場内�

正面入口付近�

駐車場内�

ローソン駐車場内�

�

正面入口左側�

�

駐車場内�

役場内１階�

�

管理組合内�

�

駐車場内�

駐車場内�

正面入口横�

�

�

�

正面入口近く�

１階市民ロビー内�

旧境野出張所跡地�

旧広沢出張所跡地�

�

セキチュー・とりせん駐車場内�

�

１階ロビー内�

旧館林南出張所跡地�

旧松原出張所跡地�

�

イオンモール１階入口�

旧新田支店跡地�

１階市民ロビー横�

�

フードコーナー横�

北側駐車場出入口�

セーブオン連取南店駐車場内�

�

ヤオコー店内�

�

�

�

西口�

�

�

�

駐車場内�

�

玉戸ショッピングセンター駐車場内�

�

ショッピングモール内�

�

旧ひたちなか支店跡地�

�

�

�

旧白河出張所跡地�

�

サンユー大沢店�

瀬 尾 �

日光市役所通り�

日光市役所本庁舎内�

清 滝 �

日 光 駅 前 �

川 治 �

湯 西 川 �

日光市役所栗山総合支所�

�

高 根 沢 町 役 場 �

仁 井 田 �

�

ヨークベニマル氏家店�

ベイシアさくら氏家店共同�

リオン・ドール氏家店�

草 川 �

�

ベイシア矢板店共同�

片 岡 駅 前 �

ヨークベニマル矢板店�

長 峰 �

富 田 �

矢 板 市 役 所 �

�

スワストア西那須町南店共同�

国際医療福祉大学病院�

ヨークベニマル西那須野店共同�

那須塩原市西那須野支所�

ダイユー鍋掛店�

ヨークベニマル黒磯店共同�

ヨークベニマル那須塩原店共同�

宇都宮共和大学�

東 那 須 �

那須ガーデンアウトレット�

那 須 塩 原 駅 �

那須塩原市役所�

豊 浦 �

�

那須烏山市役所烏山庁舎�

那須烏山市役所南那須庁舎共同�

�

小 川 �

�

那 須 町 役 場 �

�

スワストア元町店�

ベイシア大田原店共同�

国際医療福祉大学�

三桝屋大田原店共同�

実 取 �

大 田 原 市 役 所 �

大田原赤十字病院�

東武宇都宮百貨店大田原店共同�

野 崎 �

佐 良 土 �

ヨークベニマル大田原店�

�

イオン真岡ショッピングセンター�

カ ス ミ 真 岡 店 �

ベイシア真岡店�

高 勢 町 �

真岡市役所共同�

真 岡 東 �

福田屋百貨店真岡店�

芳賀赤十字病院�

二宮コミュニティセンター共同�

ニ ー ノ �

�

店舗内�

大桑バイパス今市警察署北信号付近�

東電向側�

２階市民ホール�

古河電工工業正門前�

東武バス車庫前�

旧川治支店跡地�

役所湯西川出張所駐車場内�

駐車場内�

�

役場正門横�

旧仁井田代理店跡地�

�

１階出入口横�

ショッピングセンター敷地内�

駐車場内�

旧草川出張所跡地�

�

１階南側入口横�

片岡駅周辺�

１階化粧室横�

旧長峰出張所跡地�

旧富田代理店跡地�

正面入口右側�

�

駐車場内�

１階総合受付前�

１階東側入口横�

駐車場内�

駐車場内�

１階エレベーター脇�

正面出入口横�

構内駐車場付近�

ダイユー東那須店駐車場内�

総合受付近く�

駅横内�

１階正面入口左側�

旧豊浦出張所跡地�

�

駐車場内�

駐車場内�

�

小川庁舎北側�

�

１階正面入口左側�

�

駐車場内�

ベイシア店内�

レストラン棟１階�

正面出入口付近�

栃木ニコン本社工場敷地内�

正面入口前駐車場右側�

駐車場内�

第３駐車場食品入口付近�

旧野崎出張所跡地�

旧湯津上村役場駐車場内�

正面出入口横�

�

１階正面入口右側�

駐車場内�

Ａ館１階出入口右側�

旧高勢町出張所跡地�

駐車場内�

旧真岡東出張所跡地�

正面入口左側�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

芳賀町�

茂木町�

市貝町�

�

も ぴ あ 共 同 �

�

かましん市貝西店�

市 貝 町 役 場 �

�

芳 賀 工 業 団 地 �

�

スーパーモガキ�

益 子 町 役 場 �

ベイシア益子店�

�

�

�

マーケットシティ桐生�

庁舎内市民ロビー�

境 野 �

広 沢 �

�

大 間 々 �

�

館林市役所共同�

館 林 南 �

松 原 �

�

イオン太田ショッピングセンター�

新 田 �

太田市役所共同�

�

カインズホーム伊勢崎店�

ベイシア伊勢崎店�

連 取 �

�

ヤオコー富岡店�

�

�

�

新 越 谷 駅 �

�

�

�

とりせん結城店�

�

玉 戸 �

�

マーケットシティ古河�

�

ひ た ち な か �

�

�

�

白 河 �

足利市�

佐野市�

�

コムファースト�

ヤオコー足利店�

足 利 工 業 大 学 �

足利市役所第二共同�

足利商工会議所共同�

足利赤十字病院�

福 居 �

ヨークベニマル足利大月店�

山 前 �

トステムビバ足利店�

�

イオン佐野新都市ショッピングセンター�

キンカ堂佐野店�

フ ォ リ オ 佐 野 �

犬 伏 �

佐野プレミアム・アウトレット共同�

佐野市役所本庁舎�

カインズホーム佐野店�

佐 野 市 民 病 院 �

佐野市役所田沼庁舎�

�

ジャスコ栃木店�

とりせん栃木駅南店�

栃木卸センター�

栃木市役所共同�

GKNドライブライン栃木前�

コ ー プ 栃 木 �

と ち の 木 病 院 �

�

とりせん大平店�

大平町まちづくり交流センター�

カインズホーム大平店�

�

壬 生 町 役 場 �

コープおもちゃのまち店�

ヤオハンおもちゃのまち店�

獨協医大内ATM�

�

ロ ー ズ タ ウ ン �

野 木 町 役 場 �

�

イオン小山ショッピングセンター�

とりせん小山東店�

とりせん羽川店�

ヨークベニマル小山ゆうえんち店�

小 山 駅 ビ ル �

小 山 市 民 病 院 �

小山市役所共同�

間 々 田 駅 東 口 �

間 々 田 北 �

�

駅 東 �

下野市役所国分寺庁舎�

オータニ自治医大店�

しもつけグリーンプラザ�

下野市役所南河内庁舎�

�

とちぎ流通センター�

サ ウ ス ト �

ヤ オ ハ ン 西 店 �

鹿 沼 市 役 所 �

福田屋百貨店鹿沼店�

ヤオハン千渡店�

ヨークベニマル鹿沼店�

鹿 沼 工 業 団 地 �

南 大 通 り �

�

西 方 町 役 場 �

�

正面入口�

１階正面入口横�

同窓会館前�

足利市役所地下１階�

商工会議所１階�

正面出入口左側�

旧福居出張所跡地�

入口横�

旧山前出張所跡地�

駐車場内�

�

1階店内�

１階正面出入口横�

駐車場内�

旧犬伏出張所跡地�

総合受付案内横�

正面入口右側�

駐車場内�

駐車場内�

庁舎敷地内�

�

１階エレベーター付近�

駐車場内�

栃木卸センター内�

市庁舎西側ピロティー�

西側道路沿�

店舗西側道路沿�

駐車場内�

�

正面入口横�

建物内�

1階出入口横�

�

庁舎敷地内　�

１階西側入口横�

入口横�

獨協医科大学病院内�

�

旧ローズタウン代理店跡地�

駐車場内�

�

イオン小山店舗内�

駐車場内�

正面入口右側付近�

ヨークベニマル店内�

１階正面出入口横�

１階風除室内�

正面入口右側�

オリジン電気入口横�

生鮮市場いなや駐車場内�

�

小金井駅東口�

駐車場内�

駐車場内�

１階南東角�

駐車場内�

�

旧とちぎ流通センター出張所跡地�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

１階東側入口横�

市役所北犬飼出張所正門脇�

ヨークベニマル東側�

�

駐車場内�

栃木市�

大平町�

壬生町�

野木町�

小山市�

下野市�

鹿沼市�

日光市�

西方町�

さくら市�

矢板市�

那須塩原市�

高根沢町�

那珂川町�

真岡市�

大田原市�

那須烏山市�

那須町�

群　　　馬　　　県�

益子町�

埼　　　玉　　　県�

越谷市�

富岡市�

茨　　　城　　　県�

筑西市�

古河市�

ひたちなか市�

白河市�

福　　　島　　　県�

結城市�

桐生市�

みどり市�

館林市�

太田市�

伊勢崎市�

（平成21年6月30日現在）�

栃　　木　　県�

宇都宮市�

上三川町�

�

オータニ鶴田店�

カワチ薬品戸祭北店�

ヨークベニマル細谷店�

外環状線西(ＡＴＭステーション)�

国 立 栃 木 病 院 �

済生会宇都宮病院�

作 新 学 院 �

帝 京 大 学 �

野 沢 �

オ リ オ ン 通 り �

コ ー プ 鶴 田 店 �

サンユー戸祭台店�

パ ル コ �

上河内地域自治センター�

富 士 見 が 丘 �

福田屋ショッピングプラザ�

福 田 屋 百 貨 店 �

豊 郷 台 �

栃木県合同庁舎共同�

Ｊ Ｒ 宇 都 宮 駅 �

パ セ オ �

パセオGLASSBOX共同�

長崎屋宇都宮店�

宇都宮TDビル仮設ATM�

東 武 宇 都 宮 駅 �

東武宇都宮百貨店�

南 宇 都 宮 �

ろまんちっく村共同�

たいらや石井店�

宇 都 宮 大 学 �

宇都宮大学工学部�

オータニ五代店�

さ つ き 団 地 �

ヨークベニマル若松原店�

横 田 �

雀宮市民センター�

アピタ宇都宮店�

オータニ江曽島店�

が ん セ ン タ ー �

外 環 状 線 南 �

オータニ駅東店�

カルナショッピングセンター�

たいらや平松店�

ヨークベニマル石井店�

越 戸 共 同 �

外 環 状 線 東 �

サンユー駒生店�

とちぎリハビリテーションセンター共同�

ヨークベニマル御幸ヶ原店�

岡 本 駅 西 �

河内地域自治センター共同�

田 原 �

イトーヨーカドー宇都宮店�

かましん清原テクノ店�

清 原 工 業 団 地 �

泉 が 丘 �

オータニ御幸ヶ原店�

FKDインターパーク店�

インターパークビレッジ共同�

�

オータニ上三川店�

ジョイフル本田宇都宮店�

上 三 川 町 役 場 �

上 三 川 日 産 前 �

�

１階出入口横�

駐車場内�

１階化粧室横�

西宮団地入口付近�

正面出入口前�

１階エントランスホール横�

管理棟横�

１階ロビー内�

旧野沢代理店跡地�

オリオン通り商店街西�

正面入口横�

駐車場内�

店内地下１階�

駐車場内�

旧富士見が丘出張所跡地�

正面入口横�

ＦＫＤローンセンター隣�

ショッピングセンター「ミュゼ」正面出入口横�

合同庁舎１階�

南口１階交番横�

１階正面入口右側�

ＪＲ宇都宮駅２階パセオGLASSBOX内�

大通り沿い入口�

宇都宮TDビル広場内�

東口コンコース�

駐車場出入口付近�

旧南宇都宮出張所跡地�

出入口ゲート横�

駐車場内�

正門入口付近�

正門付近�

駐車場内�

旧さつき団地出張所跡地�

１階入口左側�

旧横田代理店跡地�

駐車場内�

１階北側出入口付近�

駐車場内�

１階ロビー付近�

たいらや駐車場内�

駐車場内�

正面入口階段脇�

駐車場内�

１階化粧室横�

越戸ショッピングプラザ駐車場内�

宮・カインズ等のショッピングモール内�

駐車場内�

リハビリテーション病院内�

１階ロビー内�

たいらや岡本店駐車場内�

駐車場内�

旧田原出張所跡地�

ベルモールのイトーヨーカドー店内�

１階入口�

管理センター内�

旧泉が丘出張所跡地�

駐車場内�

北側中央入口横�

インフォメーションセンター隣�

�

駐車場内�

正面入口付近�

駐車場内�

ローソン駐車場内�

�

正面入口左側�

�

駐車場内�

役場内１階�

�

管理組合内�

�

駐車場内�

駐車場内�

正面入口横�

�

�

�

正面入口近く�

１階市民ロビー内�

旧境野出張所跡地�

旧広沢出張所跡地�

�

セキチュー・とりせん駐車場内�

�

１階ロビー内�

旧館林南出張所跡地�

旧松原出張所跡地�

�

イオンモール１階入口�

旧新田支店跡地�

１階市民ロビー横�

�

フードコーナー横�

北側駐車場出入口�

セーブオン連取南店駐車場内�

�

ヤオコー店内�

�

�

�

西口�

�

�

�

駐車場内�

�

玉戸ショッピングセンター駐車場内�

�

ショッピングモール内�

�

旧ひたちなか支店跡地�

�

�

�

旧白河出張所跡地�

�

サンユー大沢店�

瀬 尾 �

日光市役所通り�

日光市役所本庁舎内�

清 滝 �

日 光 駅 前 �

川 治 �

湯 西 川 �

日光市役所栗山総合支所�

�

高 根 沢 町 役 場 �

仁 井 田 �

�

ヨークベニマル氏家店�

ベイシアさくら氏家店共同�

リオン・ドール氏家店�

草 川 �

�

ベイシア矢板店共同�

片 岡 駅 前 �

ヨークベニマル矢板店�

長 峰 �

富 田 �

矢 板 市 役 所 �

�

スワストア西那須町南店共同�

国際医療福祉大学病院�

ヨークベニマル西那須野店共同�

那須塩原市西那須野支所�

ダイユー鍋掛店�

ヨークベニマル黒磯店共同�

ヨークベニマル那須塩原店共同�

宇都宮共和大学�

東 那 須 �

那須ガーデンアウトレット�

那 須 塩 原 駅 �

那須塩原市役所�

豊 浦 �

�

那須烏山市役所烏山庁舎�

那須烏山市役所南那須庁舎共同�

�

小 川 �

�

那 須 町 役 場 �

�

スワストア元町店�

ベイシア大田原店共同�

国際医療福祉大学�

三桝屋大田原店共同�

実 取 �

大 田 原 市 役 所 �

大田原赤十字病院�

東武宇都宮百貨店大田原店共同�

野 崎 �

佐 良 土 �

ヨークベニマル大田原店�

�

イオン真岡ショッピングセンター�

カ ス ミ 真 岡 店 �

ベイシア真岡店�

高 勢 町 �

真岡市役所共同�

真 岡 東 �

福田屋百貨店真岡店�

芳賀赤十字病院�

二宮コミュニティセンター共同�

ニ ー ノ �

�

店舗内�

大桑バイパス今市警察署北信号付近�

東電向側�

２階市民ホール�

古河電工工業正門前�

東武バス車庫前�

旧川治支店跡地�

役所湯西川出張所駐車場内�

駐車場内�

�

役場正門横�

旧仁井田代理店跡地�

�

１階出入口横�

ショッピングセンター敷地内�

駐車場内�

旧草川出張所跡地�

�

１階南側入口横�

片岡駅周辺�

１階化粧室横�

旧長峰出張所跡地�

旧富田代理店跡地�

正面入口右側�

�

駐車場内�

１階総合受付前�

１階東側入口横�

駐車場内�

駐車場内�

１階エレベーター脇�

正面出入口横�

構内駐車場付近�

ダイユー東那須店駐車場内�

総合受付近く�

駅横内�

１階正面入口左側�

旧豊浦出張所跡地�

�

駐車場内�

駐車場内�

�

小川庁舎北側�

�

１階正面入口左側�

�

駐車場内�

ベイシア店内�

レストラン棟１階�

正面出入口付近�

栃木ニコン本社工場敷地内�

正面入口前駐車場右側�

駐車場内�

第３駐車場食品入口付近�

旧野崎出張所跡地�

旧湯津上村役場駐車場内�

正面出入口横�

�

１階正面入口右側�

駐車場内�

Ａ館１階出入口右側�

旧高勢町出張所跡地�

駐車場内�

旧真岡東出張所跡地�

正面入口左側�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

芳賀町�

茂木町�

市貝町�

�

も ぴ あ 共 同 �

�

かましん市貝西店�

市 貝 町 役 場 �

�

芳 賀 工 業 団 地 �

�

スーパーモガキ�

益 子 町 役 場 �

ベイシア益子店�

�

�

�

マーケットシティ桐生�

庁舎内市民ロビー�

境 野 �

広 沢 �

�

大 間 々 �

�

館林市役所共同�

館 林 南 �

松 原 �

�

イオン太田ショッピングセンター�

新 田 �

太田市役所共同�

�

カインズホーム伊勢崎店�

ベイシア伊勢崎店�

連 取 �

�

ヤオコー富岡店�

�

�

�

新 越 谷 駅 �

�

�

�

とりせん結城店�

�

玉 戸 �

�

マーケットシティ古河�

�

ひ た ち な か �

�

�

�

白 河 �

足利市�

佐野市�

�

コムファースト�

ヤオコー足利店�

足 利 工 業 大 学 �

足利市役所第二共同�

足利商工会議所共同�

足利赤十字病院�

福 居 �

ヨークベニマル足利大月店�

山 前 �

トステムビバ足利店�

�

イオン佐野新都市ショッピングセンター�

キンカ堂佐野店�

フ ォ リ オ 佐 野 �

犬 伏 �

佐野プレミアム・アウトレット共同�

佐野市役所本庁舎�

カインズホーム佐野店�

佐 野 市 民 病 院 �

佐野市役所田沼庁舎�

�

ジャスコ栃木店�

とりせん栃木駅南店�

栃木卸センター�

栃木市役所共同�

GKNドライブライン栃木前�

コ ー プ 栃 木 �

と ち の 木 病 院 �

�

とりせん大平店�

大平町まちづくり交流センター�

カインズホーム大平店�

�

壬 生 町 役 場 �

コープおもちゃのまち店�

ヤオハンおもちゃのまち店�

獨協医大内ATM�

�

ロ ー ズ タ ウ ン �

野 木 町 役 場 �

�

イオン小山ショッピングセンター�

とりせん小山東店�

とりせん羽川店�

ヨークベニマル小山ゆうえんち店�

小 山 駅 ビ ル �

小 山 市 民 病 院 �

小山市役所共同�

間 々 田 駅 東 口 �

間 々 田 北 �

�

駅 東 �

下野市役所国分寺庁舎�

オータニ自治医大店�

しもつけグリーンプラザ�

下野市役所南河内庁舎�

�

とちぎ流通センター�

サ ウ ス ト �

ヤ オ ハ ン 西 店 �

鹿 沼 市 役 所 �

福田屋百貨店鹿沼店�

ヤオハン千渡店�

ヨークベニマル鹿沼店�

鹿 沼 工 業 団 地 �

南 大 通 り �

�

西 方 町 役 場 �

�

正面入口�

１階正面入口横�

同窓会館前�

足利市役所地下１階�

商工会議所１階�

正面出入口左側�

旧福居出張所跡地�

入口横�

旧山前出張所跡地�

駐車場内�

�

1階店内�

１階正面出入口横�

駐車場内�

旧犬伏出張所跡地�

総合受付案内横�

正面入口右側�

駐車場内�

駐車場内�

庁舎敷地内�

�

１階エレベーター付近�

駐車場内�

栃木卸センター内�

市庁舎西側ピロティー�

西側道路沿�

店舗西側道路沿�

駐車場内�

�

正面入口横�

建物内�

1階出入口横�

�

庁舎敷地内　�

１階西側入口横�

入口横�

獨協医科大学病院内�

�

旧ローズタウン代理店跡地�

駐車場内�

�

イオン小山店舗内�

駐車場内�

正面入口右側付近�

ヨークベニマル店内�

１階正面出入口横�

１階風除室内�

正面入口右側�

オリジン電気入口横�

生鮮市場いなや駐車場内�

�

小金井駅東口�

駐車場内�

駐車場内�

１階南東角�

駐車場内�

�

旧とちぎ流通センター出張所跡地�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

駐車場内�

１階東側入口横�

市役所北犬飼出張所正門脇�

ヨークベニマル東側�

�

駐車場内�

栃木市�

大平町�

壬生町�

野木町�

小山市�

下野市�

鹿沼市�

日光市�

西方町�

さくら市�

矢板市�

那須塩原市�

高根沢町�

那珂川町�

真岡市�

大田原市�

那須烏山市�

那須町�

群　　　馬　　　県�

益子町�

埼　　　玉　　　県�

越谷市�

富岡市�

茨　　　城　　　県�

筑西市�

古河市�

ひたちなか市�

白河市�

福　　　島　　　県�

結城市�

桐生市�

みどり市�

館林市�

太田市�

伊勢崎市�

営業所のご案内　◆ATM一覧
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（金融経済環境）

当期のわが国経済は、世界的な金融危機の深刻化や世界経済の減速による影響から、景気の悪化が続き
ました。輸出は大幅な減少となり、設備投資も企業業績の悪化にあわせて減少いたしました。また、雇用・
所得環境の悪化から、個人消費は弱い動きに転じ、住宅投資も減少いたしました。
栃木県経済におきましても、景気は悪化を続けました。企業部門では、企業の生産活動が減少し、設備

投資も弱い動きとなったほか、家計部門では、個人消費、住宅投資ともに低調に推移し、雇用情勢も大き
く悪化いたしました。また、公共投資は引き続き低水準に推移いたしました。
金融面についてみますと、金融市場は大きく変動し、厳しい状態が続きました。短期金利は、０．５％前後

で推移しておりましたが、１０月と１２月に政策金利の引き下げが実施され、１２月以降は、０．１％前後で推移い
たしました。長期金利は、６月に１．９％近くまで上昇した後は下落基調となり、期末は１．３％前後で推移い
たしました。為替相場は、夏場に１ドル＝１１０円となった後は大きく円高が進み、冬場には９０円台を割り込
む水準となりましたが、期末は９０円台後半で推移いたしました。株式相場は、５月から６月にかけて
１４，０００円台を回復しましたが、秋以降その水準を大きく切り下げ、一時はバブル後最安値を記録するなど
相場は低迷し、期末は８，０００円台となりました。

（事業の経過及び成果）

このような環境のもと、当社は平成２０年７月１日、預金保険機構より株式会社足利銀行（以下、足利銀
行という。）の全株式を取得し、同行を完全子会社とする銀行持株会社となりました。当社グループは、事
業計画に基づき、栃木県を中心とする地域において金融仲介機能の継続的な発揮に努めてまいりました結
果、当期における業績につきましては、以下のとおりとなりました。
当社連結経営成績につきましては、足利銀行の株式取得が平成２０年７月１日であったことから、足利銀
行連結の平成２０年度第１四半期（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０日）の損益が反映されておりませ
ん。このため、経常収益は８２２億円となりました。一方、貸倒引当金繰入を１１４億円計上したことおよび、
当社連結の有価証券の帳簿価額が平成２０年７月１日（足利銀行株式の取得日）の時価評価額となるため、
足利銀行の有価証券の帳簿価額と相違することから株式等償却を２９９億円計上したことなどにより、経常
費用は１，０９４億円となり、その結果、経常損失が２７２億円となりました。なお、当期純損失は、法人税等調
整額△２０５億円などにより、６５億円となりました。
当社連結財政状態につきましては、総資産は４兆９，２０９億円となり、負債は４兆７，２５６億円となりました。

このうち、主要な科目につきましては、貸出金３兆４，３８５億円、有価証券１兆１，６２３億円、預金４兆２，６４８億
円となりました。なお、純資産は、銀行持株会社として業務を開始するにあたり、普通株式１，３５０億円、優
先株式５００億円による資本調達を行ったほか、平成２１年３月に、永久劣後特約付借入金２５０億円を優先株式
に転換（デット・エクイティ・スワップ）する第三者割当増資を行いましたが、当期純損失となったこと
およびその他有価証券評価差額金に差損が生じたことから、１，９５３億円となりました。

主要な経営指標等の推移
平成２０年度
８２，２０２百万円連 結 経 常 収 益
△２７，２４８百万円連結経常利益（△は連結経常損失）
△６，５９３百万円連結当期純利益（△は連結当期純損失）
１９５，３３３百万円連 結 純 資 産 額
４，９２０，９６２百万円連 結 総 資 産 額
４４，５６８．０６円連結ベースの１株当たり純資産額

△３，１７２．１０円
連結ベースの１株当たり当期純利益
（△は連結ベースの１株当たり当期純損失）

５．７５％連 結 自 己 資 本 比 率 （ 第 二 基 準 ）

（注）１．当社及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２．連結ベースの１株当たり純資産額、１株当たりの当期純利益は「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。
３．「連結自己資本比率（第二基準）」は、「銀行法第５２条の２５の規定に基づき、銀行持株会社が銀行持株会社及びその子会社の保有する資産等に照らしそれらの自己資本の充実の状況が
適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２０号）」に基づき算出しております。

業績の概要
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（単位：百万円）

連結貸借対照表
資産の部

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

１１７，０５８現 金 預 け 金

４８，８７９コールローン及び買入手形

７，３６６買 入 金 銭 債 権

４，８１９商 品 有 価 証 券

２４２金 銭 の 信 託

１，１６２，３１０有 価 証 券

３，４３８，５３６貸 出 金

４，３００外 国 為 替

２３，０４３そ の 他 資 産

２５，２７９有 形 固 定 資 産

７，０８７建 物
１３，４２０土 地
１２リ ー ス 資 産
５６４建 設 仮 勘 定
４，１９４そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
１２１，９１５無 形 固 定 資 産

１，９７６ソ フ ト ウ ェ ア
１１９，３９６の れ ん
５４１そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

１２，１３２繰 延 税 金 資 産

２８，５８２支 払 承 諾 見 返

△７３，５０６貸 倒 引 当 金

４，９２０，９６２資 産 の 部 合 計

（単位：百万円）負債及び純資産の部合計

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

　（ 負 債 の 部 ）

４，２６４，８８４預 金

１７，１０９譲 渡 性 預 金

９０，０００コールマネー及び売渡手形

１３２，４３１債券貸借取引受入担保金

１３３，９９０借 用 金

４８１外 国 為 替

４１，６１６そ の 他 負 債

１３役 員 賞 与 引 当 金

１５，１４１退 職 給 付 引 当 金

８０役 員 退 職 慰 労 引 当 金

１，１５５預 金 払 戻 損 失 引 当 金

９３偶 発 損 失 引 当 金

４８ポ イ ン ト 引 当 金

２８，５８２支 払 承 諾

４，７２５，６２８負 債 の 部 合 計

　（ 純 資 産 の 部 ）

１０５，０１０資 本 金

１０４，９９０資 本 剰 余 金

△６，５９３利 益 剰 余 金

２０３，４０６株 主 資 本 合 計

△８，１１６その他有価証券評価差額金

４４繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

△８，０７２評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

１９５，３３３純 資 産 の 部 合 計

４，９２０，９６２負債及び純資産の部合計
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（単位：百万円）連結損益計算書

平成２０年度
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

８２，２０２経 常 収 益

６６，２６０資 金 運 用 収 益

５５，６８８貸 出 金 利 息

８，８４７有 価 証 券 利 息 配 当 金

５２４コールローン利息及び買入手形利息

３３預 け 金 利 息

１，１６５そ の 他 の 受 入 利 息

１２，７４７役 務 取 引 等 収 益

１，９７４そ の 他 業 務 収 益

１，２２０そ の 他 経 常 収 益

１０９，４５１経 常 費 用

１１，９８３資 金 調 達 費 用

７，８３８預 金 利 息

１３譲 渡 性 預 金 利 息

１８０コールマネー利息及び売渡手形利息

１６９債券貸借取引支払利息

１２借 用 金 利 息

３，７６９そ の 他 の 支 払 利 息

３，７２７役 務 取 引 等 費 用

１５２そ の 他 業 務 費 用

４０，９５２営 業 経 費

５２，６３５そ の 他 経 常 費 用

１１，４６５貸 倒 引 当 金 繰 入 額

７，２９３貸 出 金 償 却

３株 式 等 売 却 損

２９，９８８株 式 等 償 却

３，８８４そ の 他 の 経 常 費 用

２７，２４８経 常 損 失

５２６特 別 利 益

４固 定 資 産 処 分 益

５２２償 却 債 権 取 立 益

１３９特 別 損 失

１３９固 定 資 産 処 分 損

２６，８６２税金等調整前当期純損失

２３４法人税、住民税及び事業税

△２０，５０２法 人 税 等 調 整 額

△２０，２６８法 人 税 等 合 計

６，５９３当 期 純 損 失
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（単位：百万円）連結株主資本等変動計算書

平成２０年度
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

　株 主 資 本
　資 本 金
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

１０５，０１０新 株 の 発 行
１０５，０１０当 期 変 動 額 合 計
１０５，０１０当 期 末 残 高

　資 本 剰 余 金
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

１０４，９９０新 株 の 発 行
１０４，９９０当 期 変 動 額 合 計
１０４，９９０当 期 末 残 高

　利 益 剰 余 金
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

△６，５９３当 期 純 損 失
△６，５９３当 期 変 動 額 合 計
△６，５９３当 期 末 残 高

　株 主 資 本 合 計
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

２１０，０００新 株 の 発 行
△６，５９３当 期 純 損 失
２０３，４０６当 期 変 動 額 合 計
２０３，４０６当 期 末 残 高

　評 価 ・ 換 算 差 額 等
　その他有価証券評価差額金
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

△８，１１６株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△８，１１６当 期 変 動 額 合 計
△８，１１６当 期 末 残 高

　繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額
４４株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
４４当 期 変 動 額 合 計
４４当 期 末 残 高
　評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

△８，０７２株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△８，０７２当 期 変 動 額 合 計
△８，０７２当 期 末 残 高

　純 資 産 合 計
－前 期 末 残 高
　当 期 変 動 額

２１０，０００新 株 の 発 行
△６，５９３当 期 純 損 失
△８，０７２株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
１９５，３３３当 期 変 動 額 合 計
１９５，３３３当 期 末 残 高
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（単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書
平成２０年度

（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

　Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
△２６，８６２税金等調整前当期純損失（△）
１，６４９減価償却費
４，６５１のれん償却額
３，３３０貸倒引当金の増減（△）
１３役員賞与引当金の増減額（△は減少）

△４７９退職給付引当金の増減額（△は減少）
△１６役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
７４預金払戻損失引当金の増減（△）
４３偶発損失引当金の増減額（△は減少）
４８ポイント引当金の増減額（△は減少）

△６６，２６０資金運用収益
１１，９８３資金調達費用
２９，７０６有価証券関係損益（△）
△２金銭の信託の運用損益（△は運用益）
１６為替差損益（△は益）
１３５固定資産処分損益（△は益）

△２８０，２１４貸出金の純増（△）減
△１４２，９３２預金の純増減（△）
１６，６０９譲渡性預金の純増減（△）
５３，８４１借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
２１３，０７４コールローン等の純増（△）減

５８商品有価証券の純増（△）減
９０，０００コールマネー等の純増減（△）
１２２，４７６債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
△１，７４８外国為替（資産）の純増（△）減
△２８２外国為替（負債）の純増減（△）
６７，６５４資金運用による収入
△１０，８３９資金調達による支出
１，１２９その他
８６，８６０小　　計
△１９２法人税等の支払額
８６，６６８営業活動によるキャッシュ・フロー

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
△５４４，８４０有価証券の取得による支出
１０８，５６２有価証券の売却による収入
１９２，８５２有価証券の償還による収入
２０４金銭の信託の減少による収入

△２，０９６有形固定資産の取得による支出
８有形固定資産の売却による収入

△８１１無形固定資産の取得による支出
３３保証金の返戻（差入）による収入（支出）

△１２，８５７連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出
△２５８，９４５投資活動によるキャッシュ・フロー

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
１０５，０００劣後特約付借入れによる収入
１８４，３５１株式の発行による収入
２８９，３５１財務活動によるキャッシュ・フロー
△１６Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

１１７，０５８Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
－Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

１１７，０５８Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
�連結子会社　　　　　　　　　　　　　６社

株式会社足利銀行
足利信用保証株式会社
あしぎんシステム開発株式会社
株式会社あしぎん事務センター
あしぎんビジネスサポート株式会社
株式会社あしぎんディーシーカード

�非連結子会社　　　　　　　　　　　　２社
あしかが企業育成ファンド一号投資事業有限責任組合
あしかが企業育成ファンド二号投資事業有限責任組合

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利
益剰余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結の
範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度
に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
�持分法適用の非連結子会社

該当ありません。
�持分法適用の関連会社

該当ありません。
�持分法非適用の非連結子会社　　　　　２社

あしかが企業育成ファンド一号投資事業有限責任組合
あしかが企業育成ファンド二号投資事業有限責任組合

�持分法非適用の関連会社
該当ありません。
持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見
合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても
連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、全社３月末日であります。

４．会計処理基準に関する事項
�商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており
ます。

�有価証券の評価基準及び評価方法
�イ 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により
算定）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法
非適用の非連結子会社・関連会社等株式については移動平均法による原価法、その他有
価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等（ただし、株式につい
ては連結決算期末月１ヵ月の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は移動平均
法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法に
より行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており

ます。
�ロ 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記�イ と同じ方法によ
り行っております。

�デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

�繰延資産の処理方法
�イ 創立費は、支出時に全額費用として処理しております。
�ロ 株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

�減価償却の方法
�イ 有形固定資産（リース資産を除く）

銀行業を営む連結子会社の有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な
耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　　３年～５０年
その他　　　３年～２０年

銀行業を営む連結子会社以外の子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産
の見積耐用年数に基づき、定率法により償却しております。

�ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、銀行業を営む連結子会社並びに銀行業を営む連結子会社以外の子会社及び子
法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。

�ハ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資

産」）中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、
残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額と
し、それ以外のものは零としております。

�貸倒引当金の計上基準
銀行業を営む連結子会社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の

とおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債
権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。ま
た、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を
計上しております。
貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定以上の大口債務者のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債
権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた
金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）に
より引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定
を実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づ
いて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先等に対する担保・保証付債権等については、債権額から担

保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、その金額は２５，００３百万円であります。
銀行業を営む連結子会社以外の子会社及び子法人等は、主として、銀行業を営む連結子

会社と同一の自己査定基準に基づき資産査定を実施し、その結果に基づいた必要額を引き
当てております。

�役員賞与引当金の計上基準
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込

額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
�退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、数理計算上の
差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

�役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職

慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上
しております。

�預金払戻損失引当金の計上基準
預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発

生する損失を見積もり、計上しております。
�偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、信用保証協会保証付きの新規融資を対象に責任共有化制度が導入さ
れたことに伴い、将来発生する可能性のある負担金支払見込額を計上しております。

�ポイント引当金の計上基準
ポイント引当金は、銀行業を営む連結子会社及び子法人等が発行するクレジットカード

の利用により付与したポイントが、将来利用された場合の負担に備え、将来利用される見
込額を合理的に見積り、必要と認められる額を計上しております。

�外貨建資産・負債の換算基準
銀行業を営む連結子会社の外貨建資産・負債については、主として連結決算日の為替相

場による円換算額を付しております。
�リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日
前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理
によっております。

�重要なヘッジ会計の方法
�イ 金利リスク・ヘッジ

銀行業を営む連結子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計
の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４
号」という。）に規定する繰延ヘッジによっておりますが、当連結会計年度につきまして
は、該当するヘッジ取引はありません。

�ロ 為替変動リスク・ヘッジ
銀行業を営む連結子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する

ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監
査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。）に規定する繰延ヘッ
ジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為
替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ
手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ
ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

�消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項
のれんの償却については、２０年間の均等償却を行っております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け

金」であります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．有価証券には、非連結子会社及び関連会社の出資金７８３百万円を含んでおります。
２．貸出金のうち、破綻先債権額は７，３００百万円、延滞債権額は１０５，７０４百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４５４百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３７，９４０百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
１５１，３９９百万円であります。
なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。こ
れにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は
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（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３６，７０７
百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有 価 証 券　　　　　４０１，３４２百万円
現　　　　　　　　　金　　　　　　　４百万円

担保資産に対応する債務
預　　　　　　　　　金　　　　　６９，５９５百万円
コ　ー　ル　マ　ネ　ー　　　　　９０，０００百万円
債券貸借取引受入担保金　　　　　１３２，４３１百万円
借 用 金　　　　　５３，８００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用と
して、有価証券１４４，１００百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち保証金は７５８百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
１，０６７，４２６百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条
件で取消可能なものが１，０５４，５８２百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも銀行業を営む連結子会社並びに銀行業を営む連結子会社以外の子会社
及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契
約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、銀行業を
営む連結子会社並びに銀行業を営む連結子会社以外の子会社及び子法人等が実行申し込みを
受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられておりま
す。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も

定期的に予め定めている行内及び社内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契
約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．有形固定資産の減価償却累計額　　３３，１８１百万円
１０．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　２，５０８百万円（当連結会計年度圧縮記帳額　－百万円）
１１．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借
入金８０，０００百万円が含まれております。

１２．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する保証債務の額は８，２４８百万円であります。

（連結損益計算書関係）
「その他の経常費用」には、支払手数料２，１７９百万円、株式交付費６４８百万円、貸出金売却

損５０５百万円を含んでおります。

（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項
基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末

日後となるもの

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
１．現金及び現金同等物の期末残高は、全額、連結貸借対照表の「現金預け金」であります。
２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに株式会社足利銀行を連結したことに伴う連結開始時の資産及び
負債の主な内訳並びに株式取得価額と取得のための支出（純額）との関係は次のとおりで
あります。

資　産　　　　　　　　　　　　　４，５１３，５０７百万円
のれん　　　　　　　　　　　　　　１２４，０４８百万円
負　債　　　　　　　　　　　　△４，５１７，５５６百万円
株式の取得価額　　　　　　　　　　１２０，０００百万円
現金及び現金同等物　　　　　　　△１０７，１４２百万円
差引：取得のための支出　　　　　　　１２，８５７百万円

３．重要な非資金取引の内容
平成２１年３月２７日に実施したデット・エクイティ・スワップ（借入金の株式化）の内容

は次のとおりであります。
借入金の減少額　　　　　　　　　　２５，０００百万円
資本金の増加額　　　　　　　　　　１２，５００百万円
資本準備金の増加額　　　　　　　　１２，５００百万円

リース取引関係
１．ファイナンス・リース取引
�所有権移転外ファイナンス・リース取引
�イ リース資産の内容

有形固定資産
営業用車両であります。

�ロ リース資産の減価償却の方法
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項」

の「�減価償却の方法」に記載のとおりであります。
�通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・
リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び年度
末残高相当額
取得価額相当額
有形固定資産　　　　　　　　　　　　４２８百万円
無形固定資産　　　　　　　　　　　　－百万円
その他　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　４２８百万円

減価償却累計額相当額
有形固定資産　　　　　　　　　　　　３８８百万円
無形固定資産　　　　　　　　　　　　－百万円
その他　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　３８８百万円

年度末残高相当額
有形固定資産　　　　　　　　　　　　３９百万円
無形固定資産　　　　　　　　　　　　－百万円
その他　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　３９百万円

・未経過リース料年度末残高相当額
１年内　　　　　　　　　　　　　　　　６０百万円
１年超　　　　　　　　　　　　　　　　２９百万円
合　計　　　　　　　　　　　　　　　　８９百万円

・リース資産減損勘定年度末残高　　　　　　－百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び
減損損失
支払リース料　　　　　　　　　　　　　７８百万円
リース資産減損勘定取崩額　　　　　　　－百万円
減価償却費相当額　　　　　　　　　　　３６百万円
支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　２百万円
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　－百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会計

年度への配分方法については、利息法によっております。
２．オペレーティング・リース取引

該当ありません。　

退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、基金型確定給付企業年金制度及び退
職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合
があります。
なお、株式会社足利銀行は退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項

 

（単位：千株）

摘要
当連結会計
年度末株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度増加株式数

前連結会計
年度末株式数

　　　　　発 行 済 株 式

　２，７００－２，７００－普 通 株 式

　２０－２０－
第１種優先
株 式

　１０　－１０　－
第２種優先
株 式

注１２，７３０－２，７３０－合 計

　　　　　自 己 株 式

　－－－－普 通 株 式

　－－－－種 類 株 式

　－－－－合 計

注１．当社は普通株式４００株をもって設立され、その後、平成２０年６月に普通株式
２，６９９，６００株及び第１種優先株式２０，０００株を、平成２１年３月に第２種優先株式１０，０００
株を発行いたしました。

効力発生日基準日
１株当たりの金額
（円）

配当の原資
配当金の総額
（百万円）

株式の種類（決議）

平成２１年
６月１２日

平成２１年
３月３１日

１４３，９５１．００資本剰余金２，８７９
第１種優先
株　　　式平成２１年

５月１５日
取締役会 平成２１年

６月１２日
平成２１年
３月３１日

　２，５８９．００資本剰余金　２５
第２種優先
株　　　式

（単位：百万円）

平成２０年度
（平成２１年３月３１日）

区　　分

△４７，６８７
　２５，３９３

退職給付債務　　　　　　　（Ａ）
年金資産　　　　　　　　　（Ｂ）

△２２，２９３
　　７，１５２

未積立退職給付債務　　　　（Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）
未認識数理計算上の差異　　（Ｄ）

△１５，１４１
　　　－

連結貸借対照表計上額純額　（Ｅ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）
前払年金費用　　　　　　　（Ｆ）

△１５，１４１退職給付引当金　　　　　　（Ｅ）－（Ｆ）

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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３．退職給付費用に関する事項

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

ストック・オプション等関係
１．ストック・オプション制度の内容

会社法第２３６条、第２３８条および第２３９条の規定に基づくストックオプションとしての新
株予約権の付与について、平成２１年１月２７日開催の臨時株主総会において決議されたもの
であります。

２．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名
該当ありません。

３．ストック・オプションの規模及びその変動状況
ストック・オプションの数

１株当たり情報

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、株式非上場のため記載して
おりません。

２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

重要な後発事象
該当ありません。

（単位：百万円）

平成２０年度
（平成２１年３月３１日）

区　　分

２．０％
２．０％
期間定額基準
各連結会計年度の発生時の従
業員の平均残存勤務期間によ
る定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会
計年度から損益処理すること
としております。

�割引率
�期待運用収益率
�退職給付見込額の期間配分方法
�数理計算上の差異の処理年数

平成２１年１月２７日決議年月日

当社の取締役及び執行役　　　　　　　　　　　　６名
子会社　株式会社足利銀行の取締役及び執行役　　１０名
子会社　株式会社足利銀行の使用人　　　　　１，８４８名

付与対象者の区分及び
人数

当社普通株式
新株予約権の目的とな
る株式の種類

２６，８４９株株式の数

株式１株当たりの払込金額を５５，０００円とし、これに付与株
式数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使時の
払込金額

自　平成２３年３月１日
至　平成３０年１２月３１日

新株予約権の行使期間

１．権利行使時において、当社または子会社である株式会
社足利銀行の取締役、執行役もしくは従業員の地位にな
くてはならない。

２．権利行使期間の開始日前に、当社または子会社である
株式会社足利銀行を、任期満了等当社が認める理由で退
任もしくは退職する場合は、権利行使期間の開始日及び
普通株式が証券取引所に上場後６カ月を経過した日のい
ずれも到来した日から１年間に限り権利を行使できる。

３．権利行使期間の開始日後に、当社または子会社である
株式会社足利銀行を、任期満了等当社が認める理由で退
任もしくは退職する場合は、退任もしくは退職後１年間
に限り権利を行使できる。

４．権利行使期間の開始日到来後であっても、株式上場後
６ヵ月が経過するまでの間は、権利行使を行うことがで
きない。

５．権利行使期間の最終日到来前であっても、権利行使期
間の開始日および株式上場後６ヵ月が経過した日のいず
れも到来した日から５年が経過したときは、それ以降の
期間については権利行使を行うことができない。

新株予約権の行使の条
件

・譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会
の決議による承認を要する。

・付与対象者は、引き受けた新株予約権について、譲渡、
質入、担保権の設定その他一切の処分をすることができ
ない。

新株予約権の譲渡に関
する事項

－代用払込みに関する事項

割当日後、当社が合併（当社が合併により消滅する場合に
限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以
上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合
において、組織再編行為の効力発生日において行使されて
おらず、かつ当社により取得されていない本新株予約権
（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約
権者に対し、それぞれの場合につき、残存新株予約権に代
えて、会社法第２３６条第１項第８号のイからホまでに掲げ
る株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約
権を交付する旨およびその条件を、組織再編行為時に定め
る契約書または計画書等に定めた場合には、残存新株予約
権を保有する新株予約権者に対し、それぞれの組織再編行
為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基
づき、再編対象会社の新株予約権を交付するものとする。

組織再編成行為に伴う
新株予約権の交付に関
する事項

（単位：百万円）

平成２０年度

（ ）自　平成２０年４月１日
至　平成２１年３月３１日

区　　分

　　　９７６
　　　７０１
　　△４７５
　　　－
　　　１９

勤務費用
利息費用
期待運用収益
数理計算上の差異の費用処理額
その他（臨時に支払った割増退職金等）

　１，２２２退職給付費用

（注）１．年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しており
ます。

　権利確定後（株）　権利確定前（株）

－　前連結会計年度末－　前連結会計年度末

－　未行使残２６，８４９　付　与

２６，８４９　未確定残

当連結会計年度

（ ）自　平成２０年４月１日
至　平成２１年３月３１日

４４，５６８．０６円１株当たり純資産額

３，１７２．１０円１株当たり当期純損失金額

当連結会計年度

（ ）自　平成２０年４月１日
至　平成２１年３月３１日

 百万円１株当たり当期純損失金額

６，５９３百万円　当期純損失

－百万円　普通株主に帰属しない金額

６，５９３百万円　普通株式に係る当期純損失

２，０７８千株　普通株式の期中平均株式数

当連結会計年度末
（平成２１年３月３１日）

１９５，３３３百万円純資産の部の合計額

７５，０００百万円純資産の部の合計額から控除する金額

７５，０００百万円　うち優先株式発行金額

１２０，３３３百万円普通株式に係る期末の純資産額

２，７００千株
１株当たり純資産額の算定に用いら
れた期末の普通株式の数
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リスク管理債権の状況（連結）　　　（単位：百万円）
平成２０年度
７，３００破 綻 先 債 権 額
１０５，７０４延 滞 債 権 額
４５４３か月以上延滞債権額

３７，９４０貸 出 条 件 緩 和 債 権 額
１５１，３９９リスク管理債権額合計

１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延して
いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

金融再生法に基づく資産査定結果（連結）　（単位：百万円）
平成２０年度

２０，５８３破 産 更 生 債 権 及 び
こ れ ら に 準 ず る 債 権

９３，０３４危 険 債 権
３８，３９４要 管 理 債 権
１５２，０１３小 計
３，３３０，４８３正 常 債 権

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第
６条に基づき、当行の貸借対照表の貸付有価証券、貸出金及び外国為替、その他資産中の未収
利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎
として次のとおり区分するものであります。
１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により
経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいう。

２．危険債権
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が

悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権を
いう。

３．要管理債権
要管理債権とは、３か月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。

４．正常債権
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１か

ら３までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいう。
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有価証券関係
連結貸借対照表の「有価証券」及び「商品有価証券」について記載しております。

（単位：百万円）（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの
平成２０年度

　
差　　額時　　価連結貸借対照表

計　　上　　額
うち損うち益

－－－－－国 債

－－－－－地 方 債

１４１３４１１１０，６４９１０，２３８社 債

１，２０１－△１，２０１３５，７４６３６，９４７そ の 他

１，２０２４１３△７８９４６，３９５４７，１８５合 計

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（単位：百万円）（１）売買目的有価証券
平成２０年度

　
当連結会計年度の損益に含まれた評価差額連結貸借対照表計上額

１２４，８１９売買目的有価証券

（単位：百万円）（３）その他有価証券で時価のあるもの
平成２０年度

　
評価差額連結貸借対照表

計　　上　　額取得原価
うち損うち益

１４，４３８５１△１４，３８６４４，７１２５９，０９８株 式

９７９１１，７７１１０，７９２１，０３５，６７８１，０２４，８８６債 券

－４，６０６４，６０６５１５，９７６５１１，３７０国 債

２０５，２１２５，１９１３４１，２４３３３６，０５２地 方 債

９５８１，９５２９９４１７８，４５８１７７，４６４社 債

５，９２０２△５，９１８２３，０８８２９，００７そ の 他

２１，３３８１１，８２５△９，５１２１，１０３，４７９１，１１２，９９２合 計

（注）１．連結貸借対照表計上額は、株式については当連結会計年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外につい
ては当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について２９，９８８百万円の減損処理を行っております。当該株式等の減損にあ
たっては、取得原価と比較して、時価が著しく下落した銘柄について適切に処理しております。なお、著しく下落したと判断する基準は、時価
が取得原価に比べ５０％以上下落した銘柄は全て、３０％以上５０％未満下落したものは、個別の株価の回復可能性を判断し、回復の可能性が合理的に
説明できるもの以外の銘柄について減損処理するものとしております。

（４）当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。
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（単位：百万円）（５）当連結会計年度中に売却したその他有価証券
平成２０年度

　
売却損の合計額売却益の合計額売　　却　　額

６２９７２１０８，３８９その他有価証券

（６）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
（単位：百万円）

平成２０年度　

－満期保有目的の債券

　
１，９８２
８，４７３

その他有価証券
非上場株式
私募事業債

（７）当連結会計年度中に保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

（８）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額
（単位：百万円）

平成２０年度
　

１０年超５年超１０年以内１年超５年以内１年以内

－２３４，９７８６９１，０８０１２８，３３１債 券

－５，０２４３９５，７５６１１５，１９６国 債

－１３９，７９９１９８，９６９２，４７４地 方 債

－９０，１５３９６，３５５１０，６６１社 債

－２０，９４３２５，７４９３，７８９そ の 他

－２５５，９２１７１６，８３０１３２，１２１合 計

金銭の信託関係

（１）運用目的の金銭の信託

該当ありません。

（２）満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。
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（単位：百万円）（３）その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
平成２０年度

　
評価差額連結貸借対照表

計　　上　　額取得原価
うち損うち益

０－△０２４２２４２その他の金銭の信託

（注）１．連結貸借対照表計上額は、金銭の信託において信託財産を構成している有価証券ごとに、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時
価により、それぞれ計上したものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

その他有価証券評価差額金
連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

平成２０年度

△９，５１２評価差額

△９，５１２その他有価証券

△０その他の金銭の信託

１，３９６（＋）繰延税金資産

△８，１１６その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前）

－（△）少数株主持分相当額

－（＋）持分法適用会社が所有するその他有価証券に係る 
評価差額金のうち親会社持分相当額

△８，１１６その他有価証券評価差額金

デリバティブ取引関係
１．取引の状況に関する事項
�取引の内容
株式会社足利銀行（以下、足利銀行という。）では、デリバティブ取引（金融
派生商品）として、次のものを行っております。
�イ 　外国為替関係　　先物為替予約、通貨スワップ、通貨オプション
�ロ 　金利関係　　　　金利スワップ、金利オプション、金利先物
�ハ 　債券関係　　　　債券先物、債券先物オプション
�ニ 　株式関係　　　　株式先物、株式先物オプション

�取組方針及び利用目的
足利銀行は、ヘッジ取引による安定的な収益確保と、顧客ニーズにお応えす

ることを主たる目的としてデリバティブ取引を行うこととしております。
ヘッジ取引の一部について、ヘッジ会計を適用しております。
金利リスクヘッジについては、当連結会計年度につきましては、該当する
ヘッジ取引はありません。
為替変動リスクヘッジについては、資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨
（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
について、ヘッジ会計を適用しております。ヘッジ有効性評価の方法について
は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワッ
プ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金
銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確
認することにより評価しております。
�デリバティブ取引に伴うリスクの内容と管理体制
�イ 　市場リスク

金融商品の金利、為替相場、取引対象資産の市場価格の変動により、価
値の変化が生じるリスクであります。足利銀行は、デリバティブ取引だけ
でなく、貸出金や有価証券などの現物取引まで含め、市場リスクを打ち消
し合うように取引を組み合わせることで、このリスクを管理可能な範囲に
収めております。

�ロ 　信用リスク
取引の相手先が債務契約の履行を怠ることによって、足利銀行が当該デ
リバティブ取引の再構築を余儀なくされた場合に損失を被るリスクであり
ます。

足利銀行がデリバティブ取引を行うにあたっては、相手先にクレジット
ライン（許容できる取引総額）を予め定めておき、その範囲内で取引を行
うことで、信用リスクの限定化を図っております。また、このクレジット
ラインは、情勢の変化に応じて適宜見直しております。
なお、当期の自己資本比率を算出するにあたり用いた、デリバティブ取

引の信用リスク相当額は３０，７３６百万円（カレント・エクスポージャー方式）
であります。

�ハ 　リスク量の限度管理
足利銀行では「市場取引運用管理基準」「バンキング勘定の金利リスク運

営管理基準」等を策定して、リスク限度額、損失限度額等、取引の計測・
制御基準、報告態勢等を定め、この基準の範囲内で取引を行っております。
また、それぞれの基準は、市場環境の変化に対応してリスク管理の実効性
を高めるため、定期的に見直しを行っております。

�ニ 　組織体制
足利銀行における組織体制は次のとおりであります。
デリバティブ取引におけるリスクは市場金融部にて把握・測定・管理し

ております。またリスク統括室（リスク管理全般を所管）で、有価証券取
引やヘッジ取引など、足利銀行におけるすべてのデリバティブ取引や市場
性取引の損益状況、市場リスクの把握検証を行っております。この結果は
毎月、経営層へ報告を行っております。

�デリバティブ取引の取引規模とリスクの関係
「２．取引の時価等に関する事項」で記載しております「契約額等」（スワッ

プ取引においては想定元本、それ以外では契約額）は、デリバティブ取引の取
引規模を示す代表的な指標とされておりますが、それ自体は必ずしも取引のリ
スクの大きさを示すものではありません。また、デリバティブ取引に評価損が
発生している場合であっても、その大半はヘッジとして行っているものであ
り、ヘッジ対象取引（貸出や有価証券運用）との総合採算で見ると、必ずしも
損失になるとは限りません。
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（単位：百万円）（２）通貨関連取引
平成２０年度（平成２１年３月３１日現在）

種　　　類
区　

分 評価損益時　価契約額等
うち１年超

１，４６６１，４６６４２９，８７２４５１，５３４通 貨 ス ワ ッ プ

店　
　
　

頭

△２△２－１，８９９為 替 予 約

 △３２△３２－１，０３７売 建

２９２９－８６２買 建

－－－－通 貨 オ プ シ ョ ン

－－－－売 建

－－－－買 建

－－－－そ の 他

－－－－売 建

－－－－買 建

１，４６３１，４６３　　合　 　 　 計

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に

基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表
表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

（単位：百万円）

２．取引の時価等に関する事項
（１）金利関連取引

平成２０年度（平成２１年３月３１日現在）

種　　　類
区　

分 評価損益時　価契約額等
うち１年超

－－－－金 利 先 渡 契 約

店　
　
　

頭

１１３００１，０００金 利 ス ワ ッ プ

－－－－金 利 オ プ シ ョ ン

－－－－そ の 他

１１　　合 計

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に

基づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

（３）株式関連取引（平成２１年３月３１日現在）

該当ありません。

（４）債券関連取引（平成２１年３月３１日現在）

該当ありません。

（５）商品関連取引（平成２１年３月３１日現在）

該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引（平成２１年３月３１日現在）

該当ありません。
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（単位：百万円）連結自己資本比率（第二基準）
平成２０年度項　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

１０５，０１０資 本 金

基 本 的 項 目

３７，５００う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株

－新 株 式 申 込 証 拠 金

１０４，９９０資 本 剰 余 金

△６，５９３利 益 剰 余 金

－自　　　　　己　　　　　株　　　　　式（△）

－自 己 株 式 申 込 証 拠 金

△２，９０４社　　外　　流　　出　　予　　定　　額（△）

－そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損（△）

－為 替 換 算 調 整 勘 定

－新 株 予 約 権

－連 結 子 法 人 等 の 少 数 株 主 持 分

－うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券

－営　　 業　　 権　　 相　　 当　　 額（△）

△１１９，３９６の　　 れ　　 ん　　 相　　 当　　 額（△）

－企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）

－証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）

－繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（ 上 記 各 項 目 の 合 計 額 ）

－繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額（△）

８１，１０４（Ａ）計

－　土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補 完 的 項 目

１５，９１７　一 般 貸 倒 引 当 金

８０，０００　負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

１０，０００　う ち 負 債 性 資 本 調 達 手 段

７０，０００　うち期限付劣後債務及び期限付優先株

９５，９１７　計

６６，４６９（Ｂ）う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額

９３８（Ｃ）控 除 項 目控 除 項 目

１４６，６３５（Ｄ）（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）自 己 資 本 額

２，３１７，５５７資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目

リスク・アセット等
６２，８４５オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目

１６６，３９２　オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

２，５４６，７９４（Ｅ）計

５．７５％
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｄ）　　　
連結自己資本比率（第二基準）＝　　×１００
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｅ）　　　
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セグメント情報
１．事業の種類別セグメント情報

連結会社は、銀行業以外にその他の金融業務を営んでおりますが、それらの事業の全セグメントに占める割合が僅少で
あるため、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報
在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

３．国際業務経常収益
国際業務経常収益が連結経常収益の１０％未満であるため、記載を省略しております。

資本金、発行済株式数
資本金　　　　　　　　　　　　　　　 　　１０５，０１０，０００，０００円

大株主の状況
１．普通株式（上位１０社）

２．第１種優先株式

３．第２種優先株式

２，７３０，０００株発行済株式数
２，７００，０００株うち普通株式
２０，０００株うち第１種優先株式
１０，０００株うち第２種優先株式

持株比率所有株式数株　　　主　　　名
４５．５１％１，２２９，０００野村フィナンシャル・パートナーズ株式会社
１９．６２％５３０，０００足利ネクスト投資事業有限責任組合
　５．５５％１５０，０００ジャフコ・スーパーＶ３共有投資事業有限責任組合
　５．５５％１５０，０００日本興亜損害保険株式会社
　５．５５％１５０，０００三井住友海上火災保険株式会社
　３．７０％１００，０００全国共済農業協同組合連合会
　１．８５％５０，０００日本生命保険相互会社
　１．４８％４０，０００朝日火災海上保険株式会社
　１．４８％４０，０００株式会社セブン銀行
　１．４８％４０，０００株式会社損害保険ジャパン
９１．８１％２，４７９，０００計

持株比率所有株式数株　　　主　　　名
６７．３０％１３，４６０野村キャピタル・インベストメント株式会社
７．００％１，４００オリックス株式会社
６．００％１，２００三井生命保険株式会社
２．００％４００朝日火災海上保険株式会社
２．００％４００株式会社関東つくば銀行
１．２０％２４０株式会社十六銀行
１．００％２００株式会社武蔵野銀行
１．００％２００株式会社京都銀行
１．００％２００株式会社千葉銀行
１．００％２００株式会社七十七銀行
１．００％２００株式会社南都銀行
１．００％２００株式会社百五銀行
１．００％２００株式会社伊予銀行
１．００％２００株式会社広島銀行
１．００％２００株式会社山陰合同銀行
１．００％２００株式会社阿波銀行
１．００％２００株式会社西日本シティ銀行
１．００％２００株式会社秋田銀行
１．００％２００株式会社第四銀行
１．００％２００株式会社福井銀行
０．５０％１００株式会社十八銀行
１００．００％２０，０００計

持株比率所有株式数株　　　主　　　名
１００．００％１０，０００野村キャピタル・インベストメント株式会社
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〈連結子会社の状況〉

企業集団の事業の内容

当社グループは、当社及び連結子会社６社で構成され、銀行業務を中心とした金融サービスを提供しております。

■企業集団の事業系統図�

足 

利 

銀 

行�

足
利
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス�

足利信用保証（株）　 （保証業務）�

あしぎんビジネスサポート（株） （担保不動産評価業務）�

（株）あしぎんディーシーカード （クレジットカード業務）�

（株）あしぎん事務センター （事務処理業務）�

本店ほか支店97　　　出張所49

（連結子会社５社）�

あしぎんシステム開発（株） （プログラム設計・作成業務） �

（平成21年３月31日現在）連結子会社等

主要な事業の内容 設　立
（年月日）

資本金
（単位：百万円）

当社出資
比　　率
（％）

子会社等
出資比率
（％）

足利信用保証㈱
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

保証業務 昭和53・12・21 50 100 100

あしぎんシステム開発㈱
栃木県宇都宮市兵庫塚町285 -４

プログラム設計・
作成業務

平成12・４・３ 30 100 100

㈱あしぎん事務センター
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

事務処理業務
労働者派遣業務

昭和58・10・１ 30 100 100

あしぎんビジネスサポート㈱
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

担保不動産
評価業務

平成１・10・２ 30 100 100

㈱あしぎんディーシーカード
栃木県宇都宮市昭和１-１- 23

クレジットカード
業務

昭和57・３・25 30 000 100

㈱足利銀行
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

銀行業務 明治28・９・25 135,000 100 100

会　社　名・所　在　地
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直近５事業年度に係る主要な経営指標の推移（足利銀行）

第１９８期第１９７期第１９６期第１９５期第１９４期回 次

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度平成１６年度決 算 年 月

１０４，７０９１０７，４１１１０２，６４２１０２，６２９１１１，０７９（百万円）経 常 収 益

１０，８０４３７，６３０４３，４３２４３，１４６４０，８８２（百万円）
経 常 利 益
（△は経常損失）

２８０，４５９５４，５４０７６，６０５１６０，３９６１２１，９９６（百万円）
当 期 純 利 益
（△は当期純損失）

１３５，０００１４７，４２９１４７，４２９１４７，４２９１４７，４２９（百万円）資 本 金

普通株　１，３４０，５２０
優先株　　　　　－

普通株　８８４，８８０
優先株　２９５，６４０

普通株　８８４，８８０
優先株　２９５，６４０

普通株　８８４，８８０
優先株　２９５，６４０

普通株　８８４，８８０（千株）
優先株　２９５，６４０（千株）

発行済株式総数

１５１，７８７△２６３，７７３△３０４，８７５△３８７，９７４△５６２，２６９（百万円）純 資 産 額

４，８３２，６６６４，３９７，１６４４，２９４，４７９４，２５３，７７０３，９４９，０１９（百万円）総 資 産 額

４，３１６，１８９４，２６０，３９２４，３１８，７６３４，３１０，４７９４，３６０，０９５（百万円）預 金 残 高

３，４３７，１１５３，２５８，１２２３，２２３，７２３３，１９９，１６１３，１８５，５４２（百万円）貸 出 金 残 高

１，１９１，２４８８９５，７７３８７６，３５８８９９，９９６７０７，７３５（百万円）有 価 証 券 残 高

１１３．２２△４６５．１３△５１１．５９△６０５．５０△８０２．４６（円）　１株当たり純資産額

－－－－－　　１株当たり配当額
（内１株当たり中間配当額）

２４７．３６６１．６３８６．５７１８１．２６１３７．８６（円）　
１株当たり当期純利益
（△は１株当たり当期純損失）

－－－－－　　潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

６．０５△１１．５７△１４．１８△１８．５１△２６．５７（％）　単体自己資本比率

－－－－－　　自己資本利益率

－－－－－　　株 価 収 益 率

－－－－－　　配 当 性 向

２，６１９２，４７１２，２２６２，２７８２，４０７（人）　従 業 員 数

（注）１．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２．１株あたり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価格」を控除した金額を期末発行済普通株式数で除して算出してお
ります。
３．従業員数については、平成１９年４月１日の従業員体系の再構築により「庶務行員」「準職員」を廃止し、新たな従業員区分「専任職員」を設定
しました。これにより、平成１９年度より旧準職員が従業員に含まれております。
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（単位：百万円）

貸借対照表
資産の部

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

平成１９年度
（平成２０年３月３１日現在）科　　　　　目

１１７，０５７９２，８９９現 金 預 け 金

５２，００３５５，５９７現 金

６５，０５３３７，３０２預 け 金

４８，８７９１１７，３３９コ ー ル ロ ー ン

７，３６６１０，９０７買 入 金 銭 債 権

４，８１９３，１５２商 品 有 価 証 券

３，８２６２，８６４商 品 国 債

２４４２８８商 品 地 方 債

７４８－商 品 政 府 保 証 債

２４２５４９金 銭 の 信 託

１，１９１，２４８８９５，７７３有 価 証 券

５１５，９７６３８３，３６７国 債

３４１，２４３２０８，４０７地 方 債

１９７，１７０１３２，７９７社 債

７５，６３２１０８，４２７株 式

６１，２２５６２，７７３そ の 他 の 証 券

３，４３７，１１５３，２５８，１２２貸 出 金

３６，６４４４７，６４４割 引 手 形

２６７，７２３２８７，１１７手 形 貸 付

２，６７１，１５２２，４９４，３４６証 書 貸 付

４６１，５９５４２９，０１４当 座 貸 越

４，３００２，８３３外 国 為 替

４，１３７２，７１３外 国 他 店 預 け

６３４４買 入 外 国 為 替

９９７４取 立 外 国 為 替

２０，２８２２４，２５９そ の 他 資 産

７１１１６未 決 済 為 替 貸

４８３５７前 払 費 用

６，６７１５，６５４未 収 収 益

１６先 物 取 引 差 金 勘 定

４，２６７４，７４６金 融 派 生 商 品

８，７８７１３，６７８そ の 他 の 資 産

２６，４１７２５，７５３有 形 固 定 資 産

７，６１９７，５７２建 物

１４，０３８１４，０３８土 地

１２－リ ー ス 資 産

５６４２７８建 設 仮 勘 定

４，１８１３，８６３その他の有形固定資産

２，５５０１，７０２無 形 固 定 資 産

２，０１１１，１６０ソ フ ト ウ ェ ア

５３８５４２その他の無形固定資産

１２，８６６－繰 延 税 金 資 産

２８，５８２３０，８９０支 払 承 諾 見 返

△６９，０６３△６７，０１８貸 倒 引 当 金

４，８３２，６６６４，３９７，１６４資 産 の 部 合 計
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（単位：百万円）負債及び純資産の部

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

平成１９年度
（平成２０年３月３１日現在）

　　（ 負 債 の 部 ）
４，３１６，１８９４，２６０，３９２預 金
１２７，５１７１３９，５０３当 座 預 金
２，０５９，１０７１，９８７，４５０普 通 預 金
６６，３７１６８，５２５貯 蓄 預 金
３６，４７４３４，６８３通 知 預 金

１，７３３，５５５１，７２７，３１０定 期 預 金
１７，０９５１８，４４９定 期 積 金
２７６，０６８２８４，４６９そ の 他 の 預 金
１７，１０９９，０００譲 渡 性 預 金
９０，０００１９８，４００コ ー ル マ ネ ー
１３２，４３１１０４，９６７債券貸借取引受入担保金
５３，９９０１５２借 用 金
５３，９９０１５２借 入 金
４８１５５８外 国 為 替
３１８４４８売 渡 外 国 為 替
１６２１１０未 払 外 国 為 替

２６，４３４３２，４７７そ の 他 負 債
１，０７３８５８未 決 済 為 替 借
１，５７１２１８未 払 法 人 税 等
８，２４９６，１８９未 払 費 用
２，３１３２，６５９前 受 収 益
１７２１給 付 補 て ん 備 金

２，８０５７，０４８金 融 派 生 商 品
１３－リ ー ス 債 務

１０，３８９１５，４８１そ の 他 の 負 債
９－役 員 賞 与 引 当 金

１４，３３０１４，１２９退 職 給 付 引 当 金
７１－役 員 退 職 慰 労 引 当 金

１，１５５１，０９３預 金 払 戻 損 失 引 当 金
９３４８偶 発 損 失 引 当 金
０－ポ イ ン ト 引 当 金
－８，８２７繰 延 税 金 負 債

２８，５８２３０，８９０支 払 承 諾
４，６８０，８７８４，６６０，９３７負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
１３５，０００１４７，４２９資 本 金
１４，５６１△４３８，３２７利 益 剰 余 金
１４，５６１△４３８，３２７そ の 他 利 益 剰 余 金
１４，５６１△４３８，３２７繰 越 利 益 剰 余 金
１４９，５６１△２９０，８９８株 主 資 本 合 計
２，１８１２６，９０７その他有価証券評価差額金
４４２１７繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

２，２２６２７，１２５評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
１５１，７８７△２６３，７７３純 資 産 の 部 合 計
４，８３２，６６６４，３９７，１６４負債及び純資産の部合計
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（単位：百万円）損益計算書
平成２０年度

（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）
平成１９年度

（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）科　　　　　目

１０４，７０９１０７，４１１経 常 収 益
８４，７１０８３，３９２資 金 運 用 収 益
７０，５９７７０，３１３貸 出 金 利 息
１１，５７６９，０４９有 価 証 券 利 息 配 当 金
６５３４０６コ ー ル ロ ー ン 利 息
５１１２１預 け 金 利 息

１，８３１３，４９９そ の 他 の 受 入 利 息
１６，１１４１８，００４役 務 取 引 等 収 益
５，４１２５，６６８受 入 為 替 手 数 料
１０，７０２１２，３３６そ の 他 の 役 務 収 益
２，３６６３，４６５そ の 他 業 務 収 益
５７９４５３外 国 為 替 売 買 益
５８１００商 品 有 価 証 券 売 買 益

１，３６８２，４５２国 債 等 債 券 売 却 益
３５８４５８金 融 派 生 商 品 収 益
００そ の 他 の 業 務 収 益

１，５１８２，５４９そ の 他 経 常 収 益
５２１，２３５株 式 等 売 却 益
４８金 銭 の 信 託 運 用 益

１，４６１１，３０５そ の 他 の 経 常 収 益
９３，９０５６９，７８０経 常 費 用
１１，９３８１４，２５３資 金 調 達 費 用
１１，１７１１３，０１１預 金 利 息
３２７２譲 渡 性 預 金 利 息
３９８７４５コ ー ル マ ネ ー 利 息
３１９４０９債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息
１２－借 用 金 利 息
５１３そ の 他 の 支 払 利 息

４，９５６４，９２０役 務 取 引 等 費 用
９９４１，００７支 払 為 替 手 数 料
３，９６１３，９１２そ の 他 の 役 務 費 用
２４９そ の 他 業 務 費 用
２４９国 債 等 債 券 売 却 損

５３，７６３３９，９７８営 業 経 費
２３，２２２１０，６１９そ の 他 経 常 費 用
１０，６５４－貸 倒 引 当 金 繰 入 額
８，７２０５，６９０貸 出 金 償 却
３－株 式 等 売 却 損

３，１５１１，７３８株 式 等 償 却
２００７０１貸 出 金 売 却 損
９２４８匿 名 組 合 事 業 損 失
４００２，４４０そ の 他 の 経 常 費 用

１０，８０４３７，６３０経 常 利 益
２５７，２９６１８，４３６特 別 利 益

９４０１固 定 資 産 処 分 益
－１１，４９９貸 倒 引 当 金 戻 入 益
６８８６，０３２償 却 債 権 取 立 益

２５６，５７８－預金保険機構による資金援助額
２０－そ の 他 の 特 別 利 益
－５０３訴 訟 和 解 金
４５１１，４３８特 別 損 失
１４８１１６固 定 資 産 処 分 損
９０－過年度役員退職慰労引当金繰入額
２１３－売 却 債 権 精 算 損
－１，０２２預金払戻損失引当金繰入
－３００固 定 資 産 圧 縮 損

２６７，６４９５４，６２８税 引 前 当 期 純 利 益
８５８８法人税、住民税及び事業税

△１２，８９５－法 人 税 等 調 整 額
△１２，８１０法 人 税 等 合 計
２８０，４５９５４，５４０当 期 純 利 益
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（単位：百万円）株主資本等変動計算書

平成２０年度
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

平成１９年度
（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）

株 主 資 本
資 本 金

１４７，４２９１４７，４２９前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

８０，０００－新 株 の 発 行
△９２，４２９－減 資
△１２，４２９－当 期 変 動 額 合 計
１３５，０００１４７，４２９当 期 末 残 高

資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

－－前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

８０，０００－新 株 の 発 行
△８０，０００－資本準備金による欠損填補

－－当 期 変 動 額 合 計
－－当 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 合 計
－－前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
８０，０００－新 株 の 発 行
△８０，０００－資本準備金による欠損填補

－－当 期 変 動 額 合 計
－－当 期 末 残 高

利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

△４３８，３２７△４９２，８６７前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

２８０，４５９５４，５４０当 期 純 利 益
９２，４２９－減 資
８０，０００－資本準備金による欠損填補
４５２，８８８５４，５４０当 期 変 動 額 合 計
１４，５６１△４３８，３２７当 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 合 計
△４３８，３２７△４９２，８６７前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
２８０，４５９５４，５４０当 期 純 利 益
９２，４２９－減 資
８０，０００－資本準備金による欠損填補
４５２，８８８５４，５４０当 期 変 動 額 合 計
１４，５６１△４３８，３２７当 期 末 残 高

株 主 資 本 合 計
△２９０，８９８△３４５，４３８前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
１６０，０００－新 株 の 発 行
２８０，４５９５４，５４０当 期 純 利 益

－－減 資
－－資本準備金による欠損填補

４４０，４５９５４，５４０当 期 変 動 額 合 計
１４９，５６１△２９０，８９８当 期 末 残 高
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（単位：百万円）株主資本等変動計算書

平成２０年度
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

平成１９年度
（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金

２６，９０７４０，６３７前 期 末 残 高
当 期 変 動 額

△２４，７２５△１３，７２９株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△２４，７２５△１３，７２９当 期 変 動 額 合 計
２，１８１２６，９０７当 期 末 残 高

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
２１７△７４前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
△１７３２９１株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△１７３２９１当 期 変 動 額 合 計
４４２１７当 期 末 残 高

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
２７，１２５４０，５６２前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
△２４，８９９△１３，４３７株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△２４，８９９△１３，４３７当 期 変 動 額 合 計
２，２２６２７，１２５当 期 末 残 高

純 資 産 合 計
△２６３，７７３△３０４，８７５前 期 末 残 高

当 期 変 動 額
１６０，０００－新 株 の 発 行
２８０，４５９５４，５４０当 期 純 利 益

－－減 資
－－資本準備金による欠損填補

△２４，８９９△１３，４３７株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
４１５，５６０４１，１０２当 期 変 動 額 合 計
１５１，７８７△２６３，７７３当 期 末 残 高
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重要な会計方針
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており
ます。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
�有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算
定）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子
法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のう
ち時価のあるものについては決算日の市場価格等（ただし株式については決算期末月１カ
月の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のない
ものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま

す。
�金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記�と同じ方法により
行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
�有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。

建　物　　３年～５０年
その他　　３年～２０年

�無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
�リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資産」）
中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。なお、残存価
額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としております。

５．繰延資産の処理方法
株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

７．引当金の計上基準
�貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債
権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。ま
た、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債
務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能
見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を
計上しております。
貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の

元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる
債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引い
た金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定

を実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づ
いて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先等に対する担保・保証付債権等については、債権額から担

保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、その金額は２２，０６２百万円であります。
�役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込
額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

�退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、数理計算上の差異
は、各発生年度の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌期から費用処理しております。
（会計処理の変更）
当行は、平成１５年１１月２９日に預金保険法第７４条第５項の規定による申し出を行い、同法
第１０２条第１項第３号による措置を講ずる認定、及び、同法第１１１条第１項に基づく特別危
機管理開始決定を受けました。特別危機管理開始にあたり、数理計算上の差異について
は、平成１６年３月期よりそれ以前の平均残存勤務期間内の一定の年数で費用処理する方法
から発生年度の翌事業年度に全額費用処理する方法に変更しておりました。
当期、平成２０年７月１日に公的資金の投入と民間株主からの資本注入により特別危機管

理を終了し、新経営陣のもと再出発したことを契機に、数理計算上の差異について、各発
生年度の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌
期から費用処理する方法に変更しております。
この変更は、特別危機管理下における制約された給与制度下においては退職給付債務を

即時に積み立てる必要がありましたが、特別危機管理が終了し新たな人事政策に伴う長期
の人事制度構築が可能となったため、数理計算上の差異は特別危機管理以前の方針に倣う
とともに費用処理年数の決定方法として平均残存勤務期間とする方法としたことによるも
のです。
この変更による経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。

�役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職

慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上して
おります。

（会計処理の変更）
役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理しておりましたが、平成１４年３月期以

降支給実績はありませんでした。当行は、平成２０年７月１日に特別危機管理が終了し、平
成２０年６月２４日開催の報酬委員会において、退任役員に対し内規に基づく役員退職慰労金
の支給が可決されたことから、将来も役員退任時に退職慰労金を支給することが見込まれ
る状況となりました。
また、平成１９年４月に日本公認会計士協会から「租税特別措置法上の準備金及び特別法

上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」が公表され
たことも踏まえ、当事業年度より役員の在任期間に役員退職慰労金負担額を合理的に配分
し、期間損益計算の適正化及び財務体質の健全化を図る目的で、内規に基づく期末要支給
額を引当金として計上する方法に変更いたしました。
なお、当事業年度の期首に計上すべき過年度相当額９０百万円については、特別損失に計

上しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は１８百
万円増加し、税引前当期純利益は７１百万円減少しております。

�預金払戻損失引当金
預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて発

生する損失を見積もり、計上しております。
�偶発損失引当金

偶発損失引当金は、信用保証協会保証付きの新規融資を対象に責任共有化制度が導入さ
れたことに伴い、将来発生する可能性のある負担金支払見込額を計上しております。

�ポイント引当金
ポイント引当金は、当行が発行するクレジットカードの利用により付与したポイント

が、将来利用された場合の負担に備え、将来利用される見込額を合理的に見積り、必要と
認められる額を計上しております。

８．リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日

前に開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。

９．ヘッジ会計の方法
�金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金
融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に規定する繰延ヘッジ
によっておりますが、当事業年度につきましては、該当するヘッジ取引はありません。

�為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第２５号。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性
評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通
貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭
債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。

１０．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に

係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

会計方針の変更
リース取引に関する会計基準
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号平成１９
年３月３０日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号同
前）が平成２０年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当事
業年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。
これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は１２百万円、「その他負債」

中のリース債務は１３百万円増加しております。なお、損益計算書に与える影響は軽微でありま
す。

注記事項
（貸借対照表関係）
１．関係会社の株式（及び出資額）総額　　２９，８０３百万円
２．貸出金のうち、破綻先債権額は７，２１８百万円、延滞債権額は１０４，２９５百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の
事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４５４百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３７，９４０百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
１４９，９０８百万円であります。
なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。こ
れにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は３６，７０７百
万円であります。
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７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　　　　　　　　　　４０１，３４２百万円
現　金　　　　　　　　　　　　　　　４百万円

担保資産に対応する債務
預　金　　　　　　　　　　　　　６９，５９５百万円
コールマネー　　　　　　　　　　９０，０００百万円
債券貸借取引受入担保金　　　　　１３２，４３１百万円
借用金　　　　　　　　　　　　　５３，８００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用と
して、有価証券１４４，１００百万円を差し入れております。
また、その他資産のうち保証金は、７５８百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
１，０３１，５６２百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条
件で取消可能なもの）が１，０１８，７１８百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。
これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項
が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴
求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．有形固定資産の減価償却累計額　　　３３，１８２百万円
１０．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　２，５０８百万円（当事業年度圧縮記帳額　－百万円）
１１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する当行の保証債務の額は８，２４８百万円であります。

リース取引関係
１．ファイナンス・リース取引
�所有権移転外ファイナンス・リース取引
�イ リース資産の内容
有形固定資産
営業用車両であります。

�ロ リース資産の減価償却の方法
「重要な会計方針」の「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

�通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・
リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び年度
末残高相当額

取得価額相当額
有形固定資産　　　　　　　　　４２８百万円
無形固定資産　　　　　　　　　－百万円
その他　　　　　　　　　　　　－百万円
合　計　　　　　　　　　　　　４２８百万円

減価償却累計額相当額
有形固定資産　　　　　　　　　３８８百万円
無形固定資産　　　　　　　　　－百万円
その他　　　　　　　　　　　　－百万円
合　計　　　　　　　　　　　　３８８百万円

年度末残高相当額
有形固定資産　　　　　　　　　３９百万円
無形固定資産　　　　　　　　　－百万円
その他　　　　　　　　　　　　－百万円
合　計　　　　　　　　　　　　３９百万円

・未経過リース料年度末残高相当額
１年内　　　　　　　　　　　　　　６０百万円
１年超　　　　　　　　　　　　　　２９百万円
合　計　　　　　　　　　　　　　　８９百万円

・リース資産減損勘定年度末残高　　　　　－百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び
減損損失

支払リース料　　　　　　　　　　　７８百万円
リース資産減損勘定取崩額　　　　　－百万円
減価償却費相当額　　　　　　　　　３６百万円
支払利息相当額　　　　　　　　　　２百万円
減損損失　　　　　　　　　　　　　－百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっております。
２．オペレーティング・リース取引

該当ありません。

税効果会計関係
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
繰越欠損金　　　　　　　　　　　　　１０９，７１８百万円
貸倒引当金損金算入
限度額超過額　　　　　　　　　　　２６，２９８百万円

有価証券償却損金算入
限度額超過額　　　　　　　　　　　２６，０３２百万円

退職給付引当金損金算入
限度額超過額　　　　　　　　　　　　９，３２９百万円

所有有形固定資産評価損、減損損失および
減価償却損金算入限度額超過額　　　　２，９５３百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　３，３９９百万円
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　１７７，７３１百万円
評価性引当額　　　　　　　　　　　　△１６４，８３５百万円
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　１２，８９５百万円

繰延税金負債
その他　　　　　　　　　　　　　　　　△２９百万円
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　△２９百万円

繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　１２，８６６百万

金融再生法に基づく資産査定結果　（単位：百万円）

平成２０年度平成１９年度

１８，９３５１３，０４０破産更生債権及び
これらに準ずる債権

９２，８８４８８，２２８危 険 債 権
３８，３９４４５，６３６要 管 理 債 権
１５０，２１４１４６，９０５　 小　 計　

３，３２７，６５６３，１５５，３１２正 常 債 権

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第
６条に基づき、当行の貸借対照表の貸付有価証券、貸出金及び外国為替、その他資産中の未収
利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎
として次のとおり区分するものであります。
１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経
営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいう。

２．危険債権
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をい
う。

３．要管理債権
要管理債権とは、３か月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。

４．正常債権
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１から

３までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいう。

（単位：百万円）リスク管理債権の状況
平成２０年度平成１９年度
７，２１８３，８３２破 綻 先 債 権 額
１０４，２９５９６，８５１延 滞 債 権 額
４５４１９１３か月以上延滞債権額

３７，９４０４５，４４５貸出条件緩和債権額
１４９，９０８１４６，３２０リスク管理債権額合計

１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延して
いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。
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（単位：百万円）貸出金償却額
平成２０年度平成１９年度
８，７２０５，６９０金　　　　　額

（単位：百万円）貸倒引当金の明細（平成２０年度）
摘 要期末残高

当期減少額
当期増加額期首残高区 分

その他目的使用
＊洗替による取崩額３７，０３８３８，２４２－３７，０３８３８，２４２一 般 貸 倒 引 当 金
＊主として税法による取崩額３２，０２５２０，１６７８，６０９３２，０２５２８，７７６個 別 貸 倒 引 当 金
　－－－－－うち非居住者向け債権分
　－－－－－特定海外債権引当勘定

６９，０６３５８，４０９８，６０９６９，０６３６７，０１８合　　　　　計

（単位：百万円）単体自己資本比率（国内基準）
平成２０年度平成１９年度項　　　　　　　　　　　　　　　　　　目
１３５，０００１４７，４２９資 本 金

基 本 的 項 目

－７３，９１０う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株
－－新 株 式 申 込 証 拠 金
－－資 本 準 備 金
－－そ の 他 資 本 剰 余 金
－－利 益 準 備 金

１４，５６１△４３８，３２７そ の 他 利 益 剰 余 金
－－そ の 他
－－自 己 株 式（△）
－－自 己 株 式 申 込 証 拠 金

△１０，０５３－社 外 流 出 予 定 額（△）
－－そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損（△）
－－新 株 予 約 権
－－営 業 権 相 当 額（△）
－－の れ ん 相 当 額（△）
－－企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
－－証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）
－－繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計（上記各項目の合計額）
－－繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額（△）

１３９，５０７△２９０，８９８（Ａ）計
－－土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補 完 的 項 目

１６，０４７１５，７１３一 般 貸 倒 引 当 金
－－負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
－－う ち 負 債 性 資 本 調 達 手 段
－－うち期限付劣後債務及び期限付優先株

１６，０４７１５，７１３計
１６，０４７－（Ｂ）う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額
１０６１０６（Ｃ）控 除 項 目控 除 項 目

１５５，４４８△２９１，００４（Ｄ）（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）自 己 資 本 額
２，３４５，５１６２，２８７，３２２資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目

リスク・アセット等
６２，８４５６８，０２８オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目
１５９，３１３１５８，８８１オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額
２，５６７，６７５２，５１４，２３１（Ｅ）計

６．０５％△１１．５７％　　　　　　　　　　　　　　　（Ｄ）　　　
単体自己資本比率（国内基準）＝　　×１００
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｅ）　　　

（単位：百万円）業務粗利益及び業務粗利益率
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門
１０８

８４，７１０２，８０８８２，００９
１４１

８３，３９２４，２６７７９，２６６
資 金 運 用 収 益

１０８
１１，９３８２，２７５９，７７１

１４１
１４，２５３３，７６６１０，６２９

資 金 調 達 費 用

７２，７７２５３３７２，２３８６９，１４０５０１６８，６３８資 金 運 用 収 支
１６，１１４１８３１５，９３１１８，００４２００１７，８０３役 務 取 引 等 収 益
４，９５６５５４，９００４，９２０５３４，８６６役 務 取 引 等 費 用
１１，１５８１２８１１，０３０１３，０８４１４６１２，９３７役 務 取 引 等 収 支
２，３６６８３８１，５２８３，４６５１，０４５２，４２０そ の 他 業 務 収 益
２４－２４９９－そ の 他 業 務 費 用

２，３４１８３８１，５０３３，４５６１，０３５２，４２０そ の 他 業 務 収 支
８６，２７２１，４９９８４，７７２８５，６８１１，６８４８３，９９６業 務 粗 利 益
１．９５１．６０１．９５２．０８１．８８２．０６業 務 粗 利 益 率 （ ％ ）

（注）１．国内業務部門は円建取引、国際業務部門は外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引及び特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。なお、当行は、特定取引
勘定非設置行であるため、特定取引収支は該当ありません。

２．資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
　　　　　　　　　　業 務 粗 利 益３．業務粗利益率＝　　　　　　　　　　　×１００　　　　　　　　　　資金運用勘定平均残高
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（単位：百万円）資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り
平成２０年度平成１９年度

国際業務部門国内業務部門国際業務部門国内業務部門
（３０，７９４）
９３，６６７　４，３４５，５９５（４３，２４８）

８９，５５９　４，０６０，９１７平 均 残 高

資 金 運 用 勘 定 （１０８）
２，８０８　８２，００９（１４１）

４，２６７　７９，２６６利 息

２．９９１．８８４．７６１．９５利　回　り（％）

１，１７１３，２５０，６７８６７９３，１８５，９３７平 均 残 高

う ち 貸 出 金 ４０７０，５５６４２７０，２７１利 息

３．４４２．１７６．１８２．２０利　回　り（％）

－５，０９４－３，６１０平 均 残 高

うち商品有価証券 －２６－１７利 息

－０．５１－０．４７利　回　り（％）

４４，７４３１，０１５，９７０３７，３８０８２２，７１９平 均 残 高

う ち 有 価 証 券 ６５５１０，８９４５０７８，５２４利 息

１．４６１．０７１．３５１．０３利　回　り（％）

９，８５９６４，１５３４，２４１３８，５４６平 均 残 高

うちコールローン ２８９３６３２０１２０５利 息

２．９４０．５６４．７４０．５３利　回　り（％）

－－平 均 残 高

う ち 買 入 手 形 －－利 息

－－利　回　り（％）

２，０９０１８６２，６２１３９１平 均 残 高

う ち 預 け 金 ５１０１２１０利 息

２．４６０．１９４．６２０．１７利　回　り（％）

９３，９１８（３０，７９４）
４，３２３，７０１　８９，４４８（４３，２４８）

４，３８６，５２８　平 均 残 高

資 金 調 達 勘 定 ２，２７５（１０８）
９，７７１　３，７６６（１４１）

１０，６２７　利 息

２．４２０．２２４．２１０．２４利　回　り（％）

９３，０６３４，１１３，８４０８８，０４８４，１２２，９８８平 均 残 高

う ち 預 金 ２，２７０８，９０１３，７５２９，２５９利 息

２．４３０．２１４．２６０．２２利　回　り（％）

－６，３３９－１２，６９２平 均 残 高

うち譲渡性預金 －３２－７２利 息

－０．５０－０．５７利　回　り（％）

－８４，６１５－１２７，６１１平 均 残 高

うちコールマネー －３９８－７４５利 息

－０．４７－０．５８利　回　り（％）

－－－－平 均 残 高

う ち 売 渡 手 形 －－－－利 息

－－－－利　回　り（％）

－５，６７７－１５８平 均 残 高

う ち 借 用 金 －１２－－利 息

－０．２１－０．００利　回　り（％）
（注）１．資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を控除して表示しております。

平成１９年度　国内業務部門　２７，６６０百万円　国際業務部門　１８５百万円
平成２０年度　国内業務部門　２７，９２７百万円　国際業務部門　１９４百万円

２．資金調達勘定は、（Ａ）金銭の信託運用見合額の平均残高及び（Ｂ）利息を控除して表示しております。
（Ａ）平成１９年度　国内業務部門　７７８百万円　国際業務部門　－百万円
（Ａ）平成２０年度　国内業務部門　３６９百万円　国際業務部門　－百万円
（Ｂ）平成１９年度　国内業務部門　　１百万円　国際業務部門　－百万円
（Ｂ）平成２０年度　国内業務部門　　０百万円　国際業務部門　－百万円

３．（　）内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息（内書）であります。
４．国際業務部門の外貨取引の平均残高は月次カレント方式（前月末ＴＴ仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しております。
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（単位：百万円）受取・支払利息分析
平成２０年度平成１９年度

国際業務部門国内業務部門国際業務部門国内業務部門

１９５５，５５６△１，６５１△５６残高による増減

受 取 利 息 △１，６５４△２，８１３△４６４３，８４０利率による増減

△１，４５９２，７４３△２，１１６３，７８４純 増 減

３０１，４２７△３７４２４残高による増減

う ち 貸 出 金 △３２△１，１４２１４，０２３利率による増減

△１２８４△３５４，４４７純 増 減

－７－６残高による増減

うち商品有価証券 －１－１利率による増減

－９－８純 増 減

９９２，００２２６４９残高による増減

う ち 有 価 証 券 ４８３６７３３△８１２利率による増減

１４８２，３６９５９△７６２純 増 減

２６６１３６△６４△７３残高による増減

うちコールローン △１７７２１△２１１０７利率による増減

８８１５７△８６３４純 増 減

－－－－残高による増減

う ち 買 入 手 形 －－－－利率による増減

－－－－純 増 減

△２４△０△７７△０残高による増減

う ち 預 け 金 △４５０△１６０利率による増減

△６９△０△９３０純 増 減

１８８△１５２△１，４６６△１６残高による増減

支 払 利 息 △１，６７９△７０４△３７５６，１４７利率による増減

△１，４９０△８５６△１，８４１６，１３１純 増 減

２１３△２０△１，４９８１８残高による増減

う ち 預 金 △１，６９６△３３７△３２１５，４４９利率による増減

△１，４８２△３５７△１，８２０５，４６８純 増 減

－△３６－１０残高による増減

うち譲渡性預金 －△４－３１利率による増減

－△４０－４１純 増 減

－△２５１－△１８残高による増減

うちコールマネー －△９６－３３２利率による増減

－△３４７－３１４純 増 減

－－－△１０残高による増減

う ち 売 渡 手 形 －－－△０利率による増減

－－－△１０純 増 減

－－－－残高による増減

う ち 借 用 金 －１２－－利率による増減

－１２－－純 増 減
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（単位：％）利益率
平成２０年度平成１９年度

０．２３０．８７総資産経常利益率

－－資 本 経 常 利 益 率

６．１１１．２６総資産当期純利益率

－－資本当期純利益率

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益÷［（期首総資産額（除く支払承諾見返）＋期末総資産額（除く支払承諾見返））÷２］×１００
２．資本経常利益率＝経常利益÷［（期首自己資本額＋期末自己資本額）÷２］×１００
３．総資産当期純利益率＝当期純利益÷［（期首総資産額（除く支払承諾見返）＋期末総資産額（除く支払承諾見返））÷２］×１００
４．資本当期純利益率＝当期純利益÷［（期首自己資本額＋期末自己資本額）÷２］×１００
５．当事業年度の資本経常利益率および資本当期純利益率については、期首自己資本額が負の値であるため、記載しておりません。

（単位：百万円）業務純益　

平成２０年度平成１９年度

３７，５９３４４，０４５実 質 業 務 純 益
（一般貸倒引当金繰入前）

３８，７９７４４，０４５業 務 純 益

（単位：％）利　鞘
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門

１．９２２．９９１．８８２．０３４．７６１．９５資 金 運 用 利 回 り

１．３８３．４６１．３２１．２６５．１４１．１７資 金 調 達 原 価

０．５４△０．４７０．５６０．７７△０．３８０．７８総 資 金 利 鞘

（単位：百万円）営業経費の内訳
平成２０年度平成１９年度区　　　　分

１６，２６４１４，８６５給 料 ・ 手 当

６，５２６△３１３退 職 給 付 費 用

６９６４福 利 厚 生 費

２，１８０１，９５１減 価 償 却 費

９４７１，０７４土地建物機械賃借料

３５９３３０営 繕 費

９７４７３１消 耗 品 費

４５５４４８給 水 光 熱 費

１４６１４６旅 費

９５９８７３通 信 費

３２１２４３広 告 宣 伝 費

４，２０４２，６３１租 税 公 課

２０，３５１１６，９３０そ の 他

５３，７６３３９，９７８計

（注）損益計算書中「営業経費」の内訳であります。
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（単位：百万円）預金・譲渡性預金平均残高
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門

２，３０９，５４９－２，３０９，５４９２，２５５，３２０－２，２５５，３２０流 動 性 預 金

預　
　
　

金

１，９２９，５５８－１，９２９，５５８１，８７３，１３１－１，８７３，１３１う ち 有 利 息 預 金

１，７７７，４５６－１，７７７，４５６１，８３５，４２４－１，８３５，４２４定 期 性 預 金

１，７５８，３８８－１，７５８，３８８１，８１４，７８０－１，８１４，７８０うち固定金利定期預金

１，１６７－１，１６７１，３６９－１，３６９うち変動金利定期預金

１１９，８９８９３，０６３２６，８３５１２０，２９２８８，０４８３２，２４３そ の 他

４，２０６，９０４９３，０６３４，１１３，８４０４，２１１，０３７８８，０４８４，１２２，９８８合 計

６，３３９－６，３３９１２，６９２－１２，６９２譲 渡 性 預 金

４，２１３，２４３９３，０６３４，１２０，１７９４，２２３，７３０８８，０４８４，１３５，６８１総 合 計

（注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
２．定期性預金＝定期預金＋定期積金

固定金利定期預金：預入時に満期までの利率が確定する自由金利定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金

３．国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

（単位：百万円）定期預金の残存期間別残高

合　　計３年以上２年以上
３年未満

１年以上
２年未満

６カ月以上
１年未満

３カ月以上
６カ月未満３カ月未満

１，７２７，２６７１１７，９６０１５０，６５１１８１，６８０５４６，２０４３２７，５６３４０３，２０６定 期 預 金
平
成　

年
度

１９
１，７２５，４７９１１７，９５９１５０，３８０１８０，９３７５４６，０６９３２７，５２６４０２，６０２うち固定金利定期預金

１，２５２０２７０７４１１３４３６６９うち変動金利定期預金

５３５５３５う ち そ の 他

１，７３３，５１４１２８，８２５１９２，２４１１５３，３９１５３９，０４５３２８，６３２３９１，３７７定 期 預 金
平
成　

年
度

２０
１，７３１，９２７１２８，８２４１９２，１４２１５３，１３７５３８，６００３２８，４６２３９０，７５８うち固定金利定期預金

１，０９５０９８２５４４４４１６９１２８うち変動金利定期預金

４９１４９１う ち そ の 他

（注）預金残高には積立定期預金を含んでおりません。

１店舗当たり預金　　　　　　　（店舗数単位：店、金額単位：百万円）
平成２０年度平成１９年度

９８９８営 業 店 舗 数

４４，２１７４３，５６５１店舗当たり預金

（注）１．預金額には譲渡性預金を含んでおります。
２．店舗数には出張所を含んでおりません。

従業員１人当たり預金　　　　（従業員数単位：人、金額単位：百万円）
平成２０年度平成１９年度

２，５２６２，４０７従 業 員 数

１，７１５１，７７３従業員１人当たり預金

（注）１．預金額には譲渡性預金を含んでおります。
２．従業員数は期中平均人員を記載しております。

なお、従業員には本部人員を含んでおります。
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（単位：百万円）貸出金平均残高
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門

２７７，３５２１，１０８２７６，２４３３０１，５９６５８９３０１，００６手 形 貸 付

２，５４４，０００６３２，５４３，９３７２，４６２，７５０８９２，４６２，６６０証 書 貸 付

３８５，１６５－３８５，１６５３７３，９０４－３７３，９０４当 座 貸 越

４５，３３２－４５，３３２４８，３６６－４８，３６６割 引 手 形

３，２５１，８５０１，１７１３，２５０，６７８３，１８６，６１６６７９３，１８５，９３７合 計
（注）国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

（単位：百万円）貸出金の担保別内訳
平成２０年度平成１９年度

７，６２２８，９００有 価 証 券

２，９２６４，０３７債 権

－－商 品

４４６，３８１４４７，９１１不 動 産

７９，４６９８７，３３０そ の 他

５３６，４００５４８，１７８計

１，９３６，３２０１，８４７，５７１保 証

９６４，３９３８６２，３７２信 用

３，４３７，１１５３，２５８，１２２合 計

（単位：百万円）支払承諾見返の担保別内訳
平成２０年度平成１９年度

５９４２有 価 証 券

０３４債 権

－－商 品

２，７１７２，７７７不 動 産

５４３６４２そ の 他

３，３２１３，４９６計

１８，０７２２１，１５０保 証

７，１８８６，２４２信 用

２８，５８２３０，８９０合 計

（単位：百万円）貸出金使途別残高
平成２０年度平成１９年度

構成比貸出金残高構成比貸出金残高

５０．０４％１，７１９，９２０５０．６８％１，６５１，２２１設 備 資 金

４９．９６％１，７１７，１９５４９．３２％１，６０６，９０１運 転 資 金

１００．００％３，４３７，１１５１００．００％３，２５８，１２２合 計

（単位：百万円）貸出金の残存期間別残高

合　　計期間の定め
のないもの７　年　超５　年　超

７年以下
３　年　超
５年以下

１　年　超
３年以下１年以下

３，２５８，１２２１６１，３０９９１１，４８１１９２，４００３７２，７０１５２０，５４３１，０９９，６８７貸 出 金平
成　

年
度

１９ １，５８１，２４９１０８，５６４２０９，６３７７７，５３５１１１，９７２１８２，８９９８９０，６４０う ち 変 動 金 利

１，６７６，８７３５２，７４４７０１，８４３１１４，８６４２６０，７２９３３７，６４３２０９，０４７う ち 固 定 金 利

３，４３７，１１５１５２，２７２９８５，２０７２０３，７７５３５１，９８４５２８，５３８１，２１５，３３７貸 出 金平
成　

年
度

２０ １，６８９，２３６１０３，６２６２３６，３９６７９，２３３１２３，４６４１８３，９５３９６２，５６２う ち 変 動 金 利

１，７４７，８７８４８，６４６７４８，８１０１２４，５４１２２８，５１９３４４，５８５２５２，７７５う ち 固 定 金 利
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（単位：百万円）業種別貸出状況
平成２０年度平成１９年度

構成比貸出金残高貸出先数構成比貸出金残高貸出先数

１００．００％３，４３７，１１５１８３，４１７件１００．００％３，２５８，１２２１８６，１７２件合　　　　　　　計

１５．７０５３９，７１８７，１０２１４．４２４６９，６７２７，１４１製 造 業

０．６３２１，７９３１，２７２０．６７２１，８３５１，３３１農 業

０．０１４１９２５０．０２５６８２８林 業

０．０２７２２１１０．０２６７１１２漁 業

０．３９１３，４３７３８０．４０１３，０９４３８鉱 業

４．８４１６６，３４８５，４３７５．２８１７２，１６９５，４９４建 設 業

０．６７２２，９５０１４１０．３９１２，７４９１３５電気・ガス・熱供給・水道業

３．１４１０８，０３５１，４１８２．９４９５，７９４１，３９４運 輸 ・ 情 報 通 信 業

１１．７０４０２，３０５６，５８５１２．０８３９３，６３０６，６５２卸 売 ・ 小 売 業

２．９９１０２，７５０１４４２．４９８１，２０１１３１金 融 ・ 保 険 業

７．２５２４９，１５９２，６３９７．９３２５８，２１７２，６８２不 動 産 業

１０．４９３６０，６３４７，１０３１０．８６３５３，７２３７，０８６サ ー ビ ス 業

９．２６３１８，２５２７１９．３２３０３，７０３６８地 方 公 共 団 体

３２．９１１，１３０，５９３１５１，４３１３３．１８１，０８１，０９６１５３，９８０そ の 他

（単位：百万円）中小企業等貸出金
平成２０年度平成１９年度

２，５９９，２６４２，５２５，７３７中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高（Ａ）

３，４３７，１１５３，２５８，１２２総 貸 出 金 残 高（Ｂ）

７５．６２％７７．５２％中 小 企 業 等 貸 出 金 比 率（Ａ）／（Ｂ）

１８２，９１２件１８５，７１６件中 小 企 業 等 貸 出 先 件 数（Ｃ）

１８３，４１７件１８６，１７２件総 貸 出 先 件 数（Ｄ）

９９．７２％９９．７５％中小企業等貸出先件数比率（Ｃ）／（Ｄ）
（注）中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業・サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、サービス業は１００

人）以下の会社及び個人であります。

特定海外債権残高
該当ありません。

（単位：百万円）貸出金の預金に対する比率
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門

３，４３７，１１５１，７２８３，４３５，３８６３，２５８，１２２２６９３，２５７，８５３貸　出　金（Ａ）

４，３３３，２９８９５，８８０４，２３７，４１８４，２６９，３９２９７，４２６４，１７１，９６６預　　　金（Ｂ）

％
７９．３１

％
１．８０

％
８１．０７

％
７６．３１

％
０．２７

％
７８．０８

　（Ａ）　
（Ｂ）

預
貸
率

７７．１８１．２５７８.８９７５．４４０．７７７７．０３期中平均
（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

１店舗当たり貸出金 （営業店舗数単位：店、金額単位：百万円）
平成２０年度平成１９年度

　　９８　　９８営 業 店 舗 数

３５，０７２３３，２４６１店舗当たり貸出金

（注）店舗数には出張所を含んでおりません。

従業員１人当たり貸出金　（従業員数単位：人、金額単位：百万円）

平成２０年度平成１９年度

２，５２６２，４０７従 業 員 数

１，３６０１，３５３従業員１人当たり貸出金

（注）従業員数は期中平均人員を記載しております。
なお、従業員には本部人員を含んでおります。
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（単位：百万円）商品有価証券平均残高
平成２０年度平成１９年度

４，６７４３，２４６商 品 国 債

２９４２２２商 品 地 方 債

１２５１４１商 品 政 府 保 証 債

５，０９４３，６１０合 計

（単位：百万円）有価証券の残存期間別残高

合　　計期間の定め
のないもの１０年超７年超

１０年以下
５年超
７年以下

３年超
５年以下

１年超
３年以下１年以下

３８３，３６７－－１０，５３８１６，０８６８０，０３３２４１，６９１３５，０１８国 債

平
成　

年
度

１９

２０８，４０７－－７１，６０４８０，９２６４５，１２７６，３５２４，３９６地 方 債

１３２，７９７－－３２，１４１４９，５４９２５，１８３１６，２７５９，６４８社 債

１０８，４２７１０８，４２７株 式

６２，７７３８，２２５－１５，３７０４，９９４８，０６０２２，１５２３，９７１そ の 他

４７，５７８－－１３，９３４４，９９４４，９９６１９，６８１３，９７１うち外国債券

－－うち外国株式

５１５，９７６－－５，０２４－１３５，４５２２６０，３０３１１５，１９６国 債

平
成　

年
度

２０

３４１，２４３－－５７，９９５８１，８０４１８１，５９１１７，３７７２，４７４地 方 債

１９７，１７０－－２５，３７１６４，７８２６５，５８９３０，７６５１０，６６１社 債

７５，６３２７５，６３２株 式

６１，２２５１０，７４２－１１，９５１８，９９１１，９３２２３，８１６３，７８９そ の 他

４３，３０４－－９，９４５８，９９１１，００２１９，５７５３，７８９うち外国債券

－－うち外国株式

（単位：百万円）有価証券平均残高
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門

５１０，２１６－５１０，２１６４６３，２８８－４６３，２８８国 債

２５４，２６８－２５４，２６８１８４，９６８－１８４，９６８地 方 債

１５３，４４９－１５３，４４９８５，６４１－８５，６４１社 債

７８，２００－７８，２００８０，３５９－８０，３５９株 式

６４，５７９４４，７４３１９，８３６４５，８４０３７，３８０８，４６０そ の 他 の 証 券

１，０６０，７１４４４，７４３１，０１５，９７０８６０，０９９３７，３８０８２２，７１９合 計
（注）１．国際業務部門の外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

２．「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。

（単位：百万円）有価証券の預金に対する比率
平成２０年度平成１９年度

合　　　計国際業務部門国内業務部門合　　　計国際業務部門国内業務部門

１，１９１，２４８４３，３０４１，１４７，９４４８９５，７７３４７，５７８８４８，１９５有 価 証 券（Ａ）

４，３３３，２９８９５，８８０４，２３７，４１８４，２６９，３９２９７，４２６４，１７１，９６６預　　　金（Ｂ）

％
２７．４９

％
４５．１６

％
２７．０９

％
２０．９８

％
４８．８３

％
２０．３３

　（Ａ）　
（Ｂ）

預
証
率

２５．１７４８．０７２４．６５２０．３６４２．４５１９．８９期中平均
（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。
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有価証券の時価等関係

貸借対照表の「有価証券」及び「商品有価証券」について記載しております。

（単位：百万円）（２）満期保有目的の債券で時価のあるもの
平成２０年度平成１９年度

差　額時　価貸借対照表
計　上　額差　額時　価貸借対照表

計　上　額 うち損うち益うち損うち益

－－－－－－－－－－国 債

－－－－－－－－－－地 方 債

１４１３４１１１０，６４９１０，２３８－４９９４９９１０，７２８１０，２２８社 債

１，２０１－△１，２０１３５，７４６３６，９４７２７０３１△２３９３６，７０５３６，９４５そ の 他

１，２０２４１３△７８９４６，３９５４７，１８５２７０５３１２６０４７，４３４４７，１７３合 計

（注）１．時価は、事業年度末日における市場価格等に基づいております。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

（単位：百万円）（１）売買目的有価証券
平成２０年度平成１９年度

当事業年度の損益に含まれた評価差額貸借対照表計上額当事業年度の損益に含まれた評価差額貸借対照表計上額

１２４，８１９△２０７，１２３売買目的有価証券

（単位：百万円）（４）その他有価証券で時価のあるもの
平成２０年度平成１９年度

評価差額貸借対照表
計　上　額取得原価評価差額貸借対照表

計　上　額取得原価
うち損うち益うち損うち益

４，０８９４，６５９５７０４４，６３３４４，０６２１，０７４３１，２５１３０，１７６７６，９９７４６，８２１株 式

１，２８０１０，７６５９，４８４１，０３５，６７８１，０２６，１９４６６０８，９８６８，３２５７０４，３５７６９６，０３１債 券

７３，９０８３，９００５１５，９７６５１２，０７６３０１１，６８７１，３８６３８３，３６７３８１，９８０国 債

１１６５，３３９５，２２２３４１，２４３３３６，０２１１９９５，８９４５，６９４２０８，４０６２０２，７１１地 方 債

１，１５６１，５１８３６１１７８，４５８１７８，０９６１６０１，４０４１，２４４１１２，５８３１１１，３３９社 債

７，８７４０△７，８７３２３，０８８３０，９６２２，９８５７０△２，９１４２１，０５７２３，９７１そ の 他

１３，２４４１５，４２５２，１８１１，１０３，４０１１，１０１，２１９４，７２１４０，３０８３５，５８７８０２，４１１７６６，８２４合 計

（注）１．貸借対照表計上額は、株式については事業年度末前１カ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外については事業年度
末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当ありません。

（５）当事業年度中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。
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（単位：百万円）（６）当事業年度中に売却したその他有価証券
平成２０年度平成１９年度

売却損の
合　計　額

売却益の
合　計　額売　却　額売却損の

合　計　額
売却益の
合　計　額売　却　額

２７１，３９１１５３，９０９－３，６８８１８３，７９４その他有価証券

（７）時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額　　　　　（単位：百万円）
平成２０年度平成１９年度

２９，０２０２９，０２０子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
　　子会社・子法人等株式 

１，９７８
８，４７３

２，４０９
９，９８５

その他有価証券
　　非上場株式
　　私募事業債

（８）保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

（９）その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額　（単位：百万円）
平成２０年度平成１９年度

１０年超５　年　超
１０年以内

１　年　超
５年以内１年以内１０年超５　年　超

１０年以内
１　年　超
５年以内１年以内

－２３４，９７８６９１，０８０１２８，３３１－２６０，８４６４１４，６６３４９，０６２債 券

－５，０２４３９５，７５６１１５，１９６－２６，６２４３２１，７２４３５，０１８国 債

－１３９，７９９１９８，９６９２，４７４－１５２，５３０５１，４７９４，３９６地 方 債

－９０，１５３９６，３５５１０，６６１－８１，６９１４１，４５８９，６４８社 債

－２０，９４３２５，７４９３，７８９－２０，３６４３０，２１２－そ の 他

－２５５，９２１７１６，８３０１３２，１２１－２８１，２１１４４４，８７５４９，０６２合 計

（単位：百万円）その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)

平成２０年度平成１９年度

評価差額貸借対照表
計　上　額取得原価評価差額貸借対照表

計　上　額取得原価
うち損うち益うち損うち益

－００２４２２４２０００５４９５４８その他の金銭の信託

（注）１．貸借対照表計上額は、事業年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

金銭の信託の時価等関係

　運用目的の金銭の信託　該当ありません。

　満期保有目的の金銭の信託　該当ありません。
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取引の時価等に関する事項
（単位：百万円）（１）金利関連取引

平成２０年度（平成２１年３月３１日現在）平成１９年度（平成２０年３月３１日現在）

評価損益時　価契約額等評価損益時　価契約額等
うち１年超うち１年超

－－－－－－－－金 利 先 渡 契 約

店　
　

頭

１１３００　１，０００２２５００１，４００金 利 ス ワ ッ プ

－－－－－－－－金 利 オ プ シ ョ ン

－－－－－－－－そ の 他

１１　２２　　合 計

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）等に基
づき、ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

（単位：百万円）（２）通貨関連取引
平成２０年度（平成２１年３月３１日現在）平成１９年度（平成２０年３月３１日現在）

評価損益時　価契約額等評価損益時　価契約額等
うち１年超うち１年超

１，４６６１，４６６４２９，８７２４５１，５３４１，５５５１，５５５４１１，６３６４２２，２６３通 貨 ス ワ ッ プ

店　
　
　
　
　

頭

△２△２－１，８９９３６３６－２，５７８為 替 予 約

△３２△３２－１，０３７△９△９－１，７８５売 建

２９２９－８６２４５４５－７９３買 建

－－－－－－－－通 貨 オ プ シ ョ ン

－－－－－－－－売 建

－－－－－－－－買 建

－－－－－－－－そ の 他

－－－－－－－－売 建

－－－－－－－－買 建

１，４６３１，４６３　１，５９１１，５９１　　合　 　 　 計

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に基
づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の貸借対照表表示に
反映されているものは、上記記載から除いております。

２．時価の算定
割引現在価値等により算定しております。

（３）株式関連取引　（平成２１年３月３１日現在）該当ありません。

（４）債券関連取引　（平成２１年３月３１日現在）該当ありません。

（５）商品関連取引　（平成２１年３月３１日現在）該当ありません。

（６）クレジットデリバティブ取引　（平成２１年３月３１日現在）該当ありません。
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（金額単位：百万円、口数単位：千口）内国為替取扱高
平成２０年度平成１９年度

金　　　額口　　　数金　　　額口　　　数

１６，０５８，４２８２５，２９７１６，３６４，９７５２５，９００各地へ向けた分
送 金 為 替

１４，９７４，６８１２２，５０９１５，１３０，３２３２２，３４６各地より受けた分

６８８，００８６０８８４７，８９３７９６各地へ向けた分
代 金 取 立

１，１０６，４８５９５４１，２７７，９８４１，１２０各地より受けた分

（単位：百万米ドル）外国為替取扱高
平成２０年度平成１９年度

３，１８７２，７６２売 渡 為 替
仕 向 為 替

２，５４９２，０４０買 入 為 替

４９０４８９支 払 為 替
被仕向為替

４３４０取 立 為 替

６，２７１５，３３２合 計

（単位：百万円）外貨建資産
平成２０年度平成１９年度

３，０６２５，７０８現 金 ・ 預 け 金

１３，８７９５，３３９コ ー ル ロ ー ン

４３，３０４４７，５７８有 価 証 券

１，７２８２６９貸 出 金

４，３００２，８３３外 国 為 替

２９，０５２３９，３７６円 転 換 額

４，３９２４，８２７そ の 他 の 資 産

１，２６３１，１２８支 払 承 諾

１００，９８０１０７，０５８合 計

平成２１年３月３１日現在
大株主
�普通株式

当行の大株主への出資状況当行への出資状況
株　主　名

持株比率持　株　数持株比率持　株　数

－－１００．００％１，３４０，５２０千株株式会社足利ホールディングス

（注）１．持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

平成２１年３月３１日現在
株式の所有者別状況
�普通株式

単 元 未 満
株式の状況

株　式　の　状　況（１単元の株式数１，０００株）
区　　　分

合　　計個　　人
そ　の　他

外国法人等
（うち個人）その他法人証券会社金融機関政 府 及 び

地方公共団体

１－－（－）１－－－株　主　数（人）

３５５１，３４０，５２０－－（－）１，３４０，５２０－－－所有株式数（単元）

１００．００－－（－）１００．００－－－割　　合（％）
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〈連結子会社の状況〉

企業集団の事業の内容

企業集団は、当行及び子会社５社で構成され、銀行業務を中心とした金融サービスを提供しております。

（平成21年３月31日現在）連結子会社

主要な事業の内容 設　立
（年月日）

資本金
（単位：百万円）

当行出資
比　　率
（％）

子 会 社
出資比率
（％）

足利信用保証㈱
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

保証業務 昭和53・12・21 50 100 000

あしぎんシステム開発㈱
栃木県宇都宮市兵庫塚町285 -４

プログラム設計・
作成業務

平成12・４・３ 30 100 000

㈱あしぎん事務センター
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

事務処理業務
労働者派遣業務
経営相談業務

昭和58・10・１ 30 100 000

あしぎんビジネスサポート㈱
栃木県宇都宮市桜４-１- 25

担保不動産
評価業務

平成１・10・２ 30 100 000

㈱あしぎんディーシーカード
栃木県宇都宮市昭和１-１- 23

クレジットカード
業務

昭和57・３・25 30 000 100

会　社　名・所　在　地
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主要な経営指標等の推移

平成２０年度平成１９年度平成１８年度平成１７年度平成１６年度

１０９，４９６百万円１１２，５２６百万円１０７，７９３百万円１０４，５３２百万円１１３，１７０百万円連 結 経 常 収 益

１１，３３８百万円３８，３９３百万円４５，０４５百万円４２，３４９百万円３９，０５３百万円連結経常利益（△は連結経常損失）

２８１，２０４百万円４９，６２５百万円７７，９０６百万円１６０，２５８百万円１１８，４９６百万円連結当期純利益（△は連結当期純損失）

１５３，４８９百万円△２６２，８１２百万円△２９８，８７１百万円△３８３，２３６百万円△５５７，４５６百万円連 結 純 資 産 額

４，８０２，７０９百万円４，３６６，５３６百万円４，２６８，６６５百万円４，２２７，７４４百万円３，９２３，４０７百万円連 結 総 資 産 額

１１４．５０円△４６４．０５円△５０４．８０円△６００．１４円△７９７．０３円連結ベースの１株当たり純資産額

２４８．０２円５６．０８円８８．０４円１８１．１１円１３３．９１円連結ベースの１株当たり当期純利益
（△は連結ベースの１株当たり当期純損失）

６．１３％△１１．６６％△１４．０８％△１８．５１％△２６．６７％連結自己資本比率（国内基準）

（注）
１．当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２．連結ベースの１株当たりの純資産額、１株当たりの当期純利益は「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。
３．連結自己資本比率は、平成１８年度から、銀行法第１４条の２の規定に基づく平成１８年金融庁告示第１９号に定められた算式に基づき算出しております。当行は国内基準を採用しております。なお、
平成１７年度以前は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。
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（単位：百万円）負債及び純資産の部合計

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

平成１９年度
（平成２０年３月３１日現在）　

　　（ 負 債 の 部 ）
４，２６９，３８４４，２１４，３９２預 金
１７，１０９９，０００譲 渡 性 預 金
９０，０００１９８，４００コールマネー及び売渡手形
１３２，４３１１０４，９６７債券貸借取引受入担保金
５３，９９０１５２借 用 金
４８１５５８外 国 為 替

４０，７２０４６，３９７そ の 他 負 債
９－役 員 賞 与 引 当 金

１５，１４１１４，６２１退 職 給 付 引 当 金
７１－役 員 退 職 慰 労 引 当 金

１，１５５１，０９３預 金 払 戻 損 失 引 当 金
９３４８偶 発 損 失 引 当 金
４８－ポ イ ン ト 引 当 金
－８，８２７繰 延 税 金 負 債

２８，５８２３０，８９０支 払 承 諾
４，６４９，２１９４，６２９，３４９負 債 の 部 合 計

　　（ 純 資 産 の 部 ）
１３５，０００１４７，４２９資 本 金
１６，２６９△４３７，３６４利 益 剰 余 金
１５１，２６９△２８９，９３４株 主 資 本 合 計
２，１７６２６，９０５その他有価証券評価差額金
４４２１７繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

２，２２０２７，１２２評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
１５３，４８９△２６２，８１２純 資 産 の 部 合 計
４，８０２，７０９４，３６６，５３６負債及び純資産の部合計

（単位：百万円）

連結貸借対照表
資産の部

平成２０年度
（平成２１年３月３１日現在）

平成１９年度
（平成２０年３月３１日現在）　

１１７，０５８９２，９０４現 金 預 け 金
４８，８７９１１７，３３９コールローン及び買入手形
７，３６６１０，９０７買 入 金 銭 債 権
４，８１９３，１５２商 品 有 価 証 券
２４２５４９金 銭 の 信 託

１，１６２，３１０８６６，９２６有 価 証 券
３，４３８，５３６３，２５８，５９３貸 出 金
４，３００２，８３３外 国 為 替
２２，９３９２７，１７６そ の 他 資 産
２５，４６４２４，７７６有 形 固 定 資 産
７，０８７６，９０３建 物
１３，６０５１３，７１３土 地
１２－リ ー ス 資 産
５６４２７８建 設 仮 勘 定
４，１９４３，８８１そ の 他 の 有 形 固 定 資 産
２，５１８１，６９９無 形 固 定 資 産
１，９７６１，１５４ソ フ ト ウ ェ ア
５４１５４５そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

１３，１９６－繰 延 税 金 資 産
２８，５８２３０，８９０支 払 承 諾 見 返
△７３，５０６△７１，２１１貸 倒 引 当 金
４，８０２，７０９４，３６６，５３６資 産 の 部 合 計
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（単位：百万円）連結損益計算書

平成２０年度
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

平成１９年度
（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）　

１０９，４９６１１２，５２６経 常 収 益

８８，０８２８６，６０３資 金 運 用 収 益

７３，９４９７３，５０４貸 出 金 利 息

１１，５８０９，０５４有 価 証 券 利 息 配 当 金

６５３４０６コールローン利息及び買入手形利息

５２１２２預 け 金 利 息

１，８４６３，５１５そ の 他 の 受 入 利 息

１７，３５９１９，７２３役 務 取 引 等 収 益

２，４８７３，６２９そ の 他 業 務 収 益

１，５６５２，５７０そ の 他 経 常 収 益

９８，１５７７４，１３３経 常 費 用

１１，８６７１４，１６２資 金 調 達 費 用

１１，０９０１２，９１１預 金 利 息

３２７２譲 渡 性 預 金 利 息

３９８７４５コールマネー利息及び売渡手形利息

３１９４０９債券貸借取引支払利息

１２－借 用 金 利 息

１５２３そ の 他 の 支 払 利 息

４，９５６４，９２０役 務 取 引 等 費 用

１３２１１９そ の 他 業 務 費 用

５４，９７９４１，４８５営 業 経 費

２６，２２１１３，４４５そ の 他 経 常 費 用

１１，９７４－貸 倒 引 当 金 繰 入 額

９，８０１６，９５３貸 出 金 償 却

３－株 式 等 売 却 損

３，２３９１，７３８株 式 等 償 却

１，２０３４，７５３そ の 他 の 経 常 費 用

１１，３３８３８，３９３経 常 利 益

２５７，３７１１３，１００特 別 利 益

９４０１固 定 資 産 処 分 益

－６，１２３貸 倒 引 当 金 戻 入 益

７６３６，０６６償 却 債 権 取 立 益

－５０３訴 訟 和 解 金

２５６，５７８－預金保険機構資金援助額

２０５そ の 他 の 特 別 利 益

４５６１，４３９特 別 損 失

１５２１１６固 定 資 産 処 分 損

９０－過年度役員退職慰労引当金繰入額

２１３－売 却 債 権 精 算 損

－１，０２２預金払戻損失引当金繰入

－３００固 定 資 産 圧 縮 損

２６８，２５４５０，０５４税金等調整前当期純利益

２７６４２９法人税、住民税及び事業税

△１３，２２５－法 人 税 等 調 整 額

△１２，９４９　法 人 税 等 合 計

２８１，２０４４９，６２５当 期 純 利 益
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（単位：百万円）連結株主資本等変動計算書

平成２０年度
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

平成１９年度
（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）　

　　株 主 資 本
　　資 本 金

１４７，４２９１４７，４２９前 期 末 残 高
　　当 期 変 動 額

８０，０００－新 株 の 発 行
△９２，４２９－減 資
△１２，４２９－当 期 変 動 額 合 計
１３５，０００１４７，４２９当 期 末 残 高

　　資 本 剰 余 金
－－前 期 末 残 高
　　当 期 変 動 額

８０，０００－新 株 の 発 行
△８０，０００－資本準備金による欠損填補

－－当 期 変 動 額 合 計
－－当 期 末 残 高
　　利 益 剰 余 金

△４３７，３６４△４８６，９８９前 期 末 残 高
  　当 期 変 動 額

２８１，２０４４９，６２５当 期 純 利 益
９２，４２９－減 資
８０，０００－資本準備金による欠損填補
４５３，６３３４９，６２５当 期 変 動 額 合 計
１６，２６９△４３７，３６４当 期 末 残 高

　　株 主 資 本 合 計
△２８９，９３４△３３９，５５９前 期 末 残 高

　　当 期 変 動 額
１６０，０００－新 株 の 発 行
２８１，２０４４９，６２５当 期 純 利 益

－－減 資
－－資本準備金による欠損填補

４４１，２０４４９，６２５当 期 変 動 額 合 計
１５１，２６９△２８９，９３４当 期 末 残 高

　　評 価 ・ 換 算 差 額 等
　　その他有価証券評価差額金

２６，９０５４０，７６２前 期 末 残 高
　　当 期 変 動 額

△２４，７２８△１３，８５７株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△２４，７２８△１３，８５７当 期 変 動 額 合 計
２，１７６２６，９０５当 期 末 残 高
　　繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
２１７△７４前 期 末 残 高
　　当 期 変 動 額

△１７３２９１株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△１７３２９１当 期 変 動 額 合 計
４４２１７当 期 末 残 高
　　評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

２７，１２２４０，６８８前 期 末 残 高
　　当 期 変 動 額

△２４，９０１△１３，５６６株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
△２４，９０１△１３，５６６当 期 変 動 額 合 計
２，２２０２７，１２２当 期 末 残 高
　　純 資 産 合 計

△２６２，８１２△２９８，８７１前 期 末 残 高
　　当 期 変 動 額

１６０，０００－新 株 の 発 行
２８１，２０４４９，６２５当 期 純 利 益

－－減 資
－－資本準備金による欠損填補

△２４，９０１△１３，５６６株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
４１６，３０２３６，０５８当 期 変 動 額 合 計
１５３，４８９△２６２，８１２当 期 末 残 高
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（単位：百万円）連結キャッシュ・フロー計算書
平成２０年度

（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）
平成１９年度

（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）

　　Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
２６８，２５４５０，０５４税金等調整前当期純利益
２，１４１１，９７０減価償却費
２，２９５△２４，１２３貸倒引当金の増減（△）
－２４，０９１貸出金償却
９－役員賞与引当金の増減額（△は減少）
５２０２１７退職給付引当金の増減額（△は減少）
７１－役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）
６２１，０９３預金払戻損失引当金の増減（△）
４４４８偶発損失引当金の増減額（△は減少）
４８－ポイント引当金の増減額（△は減少）

△８８，０８２△８６，６０３資金運用収益
１１，８６７１４，１６２資金調達費用
３，０４４△４２２有価証券関係損益（△）
△４△８金銭の信託の運用損益（△は運用益）
６２０為替差損益（△は益）
１４２△２２４固定資産処分損益（△は益）

△１７９，９４２△６１，２９７貸出金の純増（△）減
５４，９９１△５８，２０４預金の純増減（△）
８，１０９４，０００譲渡性預金の純増減（△）
５３，８３７△１６借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）
７０，５５８△２１，０４６コールローン等の純増（△）減
△１，６５４１，０５２商品有価証券の純増（△）減
△１０８，４００６３，９００コールマネー等の純増減（△）
２７，４６３５０，２４０債券貸借取引受入担保金の純増減（△）
△１，４６７１６７外国為替（資産）の純増（△）減
△７７△３７外国為替（負債）の純増減（△）

８６，９４７８９，４８４資金運用による収入
△１６，１３８△８，６２３資金調達による支出
３，７３１１２，０４３その他

１９８，３８１５１，９３９小　　計
１，１３０△１，１２９法人税等の支払額

１９９，５１２５０，８１０営業活動によるキャッシュ・フロー
　　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

△７１６，２２５△３６６，５４９有価証券の取得による支出
１５４，１６３１８３，７９４有価証券の売却による収入
２３０，２１２１４４，８２７有価証券の償還による収入

－△１２金銭の信託の増加による支出
３１１５０５金銭の信託の減少による収入

△２，７４９△２，８３１有形固定資産の取得による支出
５８００有形固定資産の売却による収入

△１，０９９△８００無形固定資産の取得による支出
３０△９５保証金の返戻（差入）による収入（支出）

△３３５，３５０△４０，３６１投資活動によるキャッシュ・フロー
　　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１６０，０００－株式の発行による収入
１６０，０００－財務活動によるキャッシュ・フロー
△６△２０Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

２４，１５４１０，４２８Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
９２，９０４８２，４７５Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高
１１７，０５８９２，９０４Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

�連結子会社　　　　　　　　　　　　　　　　５社

足利信用保証株式会社

あしぎんシステム開発株式会社

株式会社あしぎん事務センター

あしぎんビジネスサポート株式会社

株式会社あしぎんディーシーカード

�非連結子会社　　　　　　　　　　　　　　　２社

あしかが企業育成ファンド一号投資事業有限責任組合

あしかが企業育成ファンド二号投資事業有限責任組合

非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から

除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要

性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項

�持分法適用の非連結子会社、関連会社

該当ありません。

�持分法非適用の非連結子会社、関連会社　　　２社

あしかが企業育成ファンド一号投資事業有限責任組合

あしかが企業育成ファンド二号投資事業有限責任組合

�持分法非適用の関連会社

該当ありません。

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰

余金（持分に見合う額）及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いて

おります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、全社３月末日であります。

４．会計処理基準に関する事項

�商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行ってお

ります。

�有価証券の評価基準及び評価方法

�イ 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持

分法非適用の非連結子会社・関連会社等株式については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等（ただし株式

については連結決算期末月１カ月の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は

移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償

却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部

純資産直入法により処理しております。

�ロ 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記�イ と同じ方法に

より行っております。

�デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

�減価償却の方法

�イ 有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法を採用しております。また、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建　物　　３年～５０年

その他　　３年～２０年

連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、定率法によ

り償却しております。

�ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて

償却しております。

�ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資

産」）中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法によっております。な

お、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保

証額とし、それ以外のものは零としております。

�貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお

ります。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に

係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担

保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しており

ます。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認

められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必

要と認める額を計上しております。

貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権

の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることがで

きる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で

割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー

見積法）により引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績

率等に基づき計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に

基づいて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先等に対する担保・保証付債権等については、債権額から

担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込

額として債権額から直接減額しており、その金額は２５，００３百万円であります。

連結子会社は、主として、当行と同一の自己査定基準に基づき資産査定を実施し、そ

の結果に基づいた必要額を引き当てております。

�役員賞与引当金の計上基準

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見

込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

�退職給付引当金の計上基準

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。なお、数理計算

上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

（会計処理の変更）

当行は、平成１５年１１月２９日に預金保険法第７４条第５項の規定による申し出を行い、同

法第１０２条第１項第３号による措置を講ずる認定、及び、同法第１１１条第１項に基づく特

別危機管理開始決定を受けました。当行及び連結子会社は、特別危機管理開始にあた

り、数理計算上の差異については、平成１６年３月期よりそれ以前の平均残存勤務期間内

の一定の年数で費用処理する方法から発生連結会計年度の翌連結会計年度に全額費用処

理する方法に変更しておりました。

当連結会計年度、平成２０年７月１日に公的資金の投入と民間株主からの資本注入によ

り特別危機管理を終了し、新経営陣のもと再出発したことを契機に、当行及び連結子会

社は、数理計算上の差異について、各発生連結会計年度の従業員の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する方法

に変更しております。

この変更は、特別危機管理下における制約された給与制度下においては退職給付債務

を即時に積み立てる必要がありましたが、特別危機管理が終了し新たな人事政策に伴う

長期の人事制度構築が可能となったため、数理計算上の差異は特別危機管理以前の方針

に倣うとともに費用処理年数の決定方法として平均残存勤務期間とする方法としたこと

によるものです。

この変更による経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。

�役員退職慰労引当金の計上基準

当行の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対

する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められ

る額を計上しております。

（会計処理の変更）

当行の役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理しておりましたが、平成１４年

３月期以降支給実績はありませんでした。当行は、平成２０年７月１日に特別危機管理が

終了し、平成２０年６月２４日開催の報酬委員会において、退任役員に対し内規に基づく役

員退職慰労金の支給が可決されたことから、将来も役員退任時に退職慰労金を支給する

ことが見込まれる状況となりました。

また、平成１９年４月に日本公認会計士協会から「租税特別措置法上の準備金及び特別

法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」が公表

されたことも踏まえ、当連結会計年度より役員の在任期間に役員退職慰労金負担額を合

理的に配分し、期間損益計算の適正化及び財務体質の健全化を図る目的で、内規に基づ

く期末要支給額を引当金として計上する方法に変更いたしました。

なお、当連結会計年度の期首に計上すべき過年度相当額９０百万円については、特別損

失に計上しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、経常利

益は１８百万円増加し、税金等調整前当期純利益は７１百万円減少しております。

�預金払戻損失引当金の計上基準

預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、将来の払戻請求に応じて

発生する損失を見積もり、計上しております。

�偶発損失引当金の計上基準

偶発損失引当金は、信用保証協会保証付きの新規融資を対象に責任共有化制度が導入

されたことに伴い、将来発生する可能性のある負担金支払見込額を計上しております。

�ポイント引当金の計上基準

ポイント引当金は、当行及び連結子会社が発行するクレジットカードの利用により付
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与したポイントが、将来利用された場合の負担に備え、将来利用される見込額を合理的

に見積り、必要と認められる額を計上しております。

�外貨建資産・負債の換算基準

当行の外貨建資産・負債については、主として連結決算日の為替相場による円換算額

を付しております。

�リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１

日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計

処理によっております。

�重要なヘッジ会計の方法

�イ 金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報告第２４号」という。）に

規定する繰延ヘッジによっておりますが、当連結会計年度につきましては、該当する

ヘッジ取引はありません。

�ロ 為替変動リスク・ヘッジ

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法

は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５

号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法につ

いては、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ

取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債

務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ

りヘッジの有効性を評価しております。

�消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預

け金」であります。

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
（リース取引に関する会計基準）

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３

号平成１９年３月３０日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第１６号同前）が平成２０年４月１日以後開始する連結会計年度から適用されることに

なったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。

これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は１２百万円、「その他

負債」中のリース債務は１３百万円増加しております。なお連結損益計算書に与える影響は

軽微であります。

表示方法の変更
従来、ポイント引当金は「その他負債」に含めて計上しておりましたが、銀行本体での

クレジットカード発行に伴い、当連結会計年度から区分掲記しております。なお、前連結

会計年度末の「その他負債」に含まれるポイント引当金は４６百万円であります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）

１．有価証券には、非連結子会社及び関連会社の出資金７８３百万円を含んでおります。

２．貸出金のうち、破綻先債権額は７，３００百万円、延滞債権額は１０５，７０４百万円であります。

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその

他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計

上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と

いう。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営

再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であり

ます。

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は４５４百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月

以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３７，９４０百万円であります。

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないも

のであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

１５１，３９９百万円であります。

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却

又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、

３６，７０７百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有 価 証 券　　　　　　　　　　　４０１，３４２百万円

現　　　　金　　　　　　　　　　　　　４百万円

担保資産に対応する債務

預　　　　金　　　　　　　　　　　６９，５９５百万円

コールマネー　　　　　　　　　　　９０，０００百万円

債券貸借取引受入担保金　　　　　　１３２，４３１百万円

借　　用　　金　　　　　　　　　　　５３，８００百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代

用として、有価証券１４４，１００百万円を差し入れております。

また、その他の資産のうち保証金は、７５８百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申

し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、

１，０６７，４２６百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無

条件で取消可能なもの）が１，０５４，５８２百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実

行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与

えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒

絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契

約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的

に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約

の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　３３，１８１百万円

１０．有形固定資産の圧縮記帳額　　２，５０８百万円（当連結会計年度圧縮記帳額　－百万円）

１１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社

債に対する保証債務の額は８，２４８百万円であります。

（連結損益計算書関係）

「その他の経常費用」には、貸出金売却損５４９百万円、匿名組合事業損失９２百万円を含ん

でおります。

（連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

（単位：千株）

摘要
当連結会計
年度末株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度増加株式数

前連結会計
年度末株式数

　

　　　　　発 行 済 株 式

注１、注２１，３４０，５２０－４５５，６４０８８４，８８０普 通 株 式

注２－１５０，０００－１５０，０００
第一回甲種
優 先 株 式

注２－６０，０００－６０，０００
第二回甲種
優 先 株 式

注２－８５，６４０－８５，６４０
第一回乙種
優 先 株 式

　１，３４０，５２０２９５，６４０４５５，６４０１，１８０，５２０合　 計

　　　　　自 己 株 式

　－－－－普 通 株 式

注２－１５０，０００１５０，０００－
第一回甲種
優 先 株 式

注２－６０，０００６０，０００－
第二回甲種
優 先 株 式

注２－８５，６４０８５，６４０－
第一回乙種
優 先 株 式

－２９５，６４０２９５，６４０－合　 計

注１．平成２０年７月１日、当行親会社である株式会社足利ホールディングスを割当先と
し、普通株式１６０，０００千株を発行いたしました。

２．平成２０年１０月２４日、当行親会社である株式会社足利ホールディングスから、同社が
保有する当行の甲種優先株式２１０，０００千株及び乙種優先株式８５，６４０千株の取得請求権
行使を受け、その対価として、同数の普通株式２９５，６４０千株を新たに発行いたしまし
た。なお、株式会社足利ホールディングスによる取得請求権行使に伴い、自己株式と
なった優先株式すべてについて、自己株式の消却を行いました。
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２．配当に関する事項

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の

末日後となるもの　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高は、全額、連結貸借対照表の「現金預け金」であります。

リース取引関係
１．ファイナンス・リース取引

�所有権移転外ファイナンス・リース取引

�リース資産の内容

有形固定資産

営業用車両であります。

�リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項」

の「�減価償却の方法」に記載のとおりであります。

�通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナン

ス・リース取引

・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び年

度末残高相当額

取得価額相当額

有形固定資産　　　　　　　　　　　４２８百万円

無形固定資産　　　　　　　　　　　－百万円

そ　　の　　他　　　　　　　　　　　－百万円

合　　　　計　　　　　　　　　　　４２８百万円

減価償却累計額相当額

有形固定資産　　　　　　　　　　　３８８百万円

無形固定資産　　　　　　　　　　　－百万円

そ　　の　　他　　　　　　　　　　　－百万円

合　　　　計　　　　　　　　　　　３８８百万円

年度末残高相当額

有形固定資産　　　　　　　　　　　３９百万円

無形固定資産　　　　　　　　　　　－百万円

そ　　の　　他　　　　　　　　　　　－百万円

合　　　　計　　　　　　　　　　　３９百万円

・未経過リース料年度末残高相当額

１年内　　　　　　　　　　　　　　　６０百万円

１年超　　　　　　　　　　　　　　　２９百万円

合　計　　　　　　　　　　　　　　　８９百万円

・リース資産減損勘定年度末残高　　　　　－百万円

・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

支 払 リ ー ス 料　　　　　　７８百万円

リース資産減損勘定取崩額　　　　　　－百万円

減 価 償 却 費 相 当 額　　　　　　３６百万円

支 払 利 息 相 当 額　　　　　　　２百万円

減 損 損 失　　　　　　－百万円

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会

計年度への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

該当ありません。

効力発生日基準日
１株当たりの金額
（円）

配当の原資
配当金の総額
（百万円）

株式の種類（決議）

平成２１年６月１２日平成２１年３月３１日７．５０利益剰余金１０，０５３普通株式
平成２１年５月１５日
取締役会

金融再生法に基づく資産査定結果（連結）　　（単位：百万円）
平成２０年度平成１９年度

２０，５８３１４，３４９破産更生債権及び
これらに準ずる債権

９３，０３４８８，３５５危 険 債 権
３８，３９４４５，６３６要 管 理 債 権
１５２，０１３１４８，３４１　 小　 計　
３，３３０，４８３３，１５９，５２９正 常 債 権

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成１０年法律第１３２号）第
６条に基づき、当行の貸借対照表の貸付有価証券、貸出金及び外国為替、その他資産中の未収
利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎
として次のとおり区分するものであります。
１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等の事由により経
営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいう。

２．危険債権
危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪

化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をい
う。

３．要管理債権
要管理債権とは、３か月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。

４．正常債権
正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１から

３までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいう。

（単位：百万円）リスク管理債権の状況（連結）
平成２０年度平成１９年度
７，３００３，９０５破 綻 先 債 権 額

１０５，７０４９７，９７４延 滞 債 権 額
４５４１９１３か月以上延滞債権額

３７，９４０４５，４４５貸出条件緩和債権額
１５１，３９９１４７，５１６リスク管理債権額合計

１．破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

２．延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延して
いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸
出金で破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しないものであります。
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（単位：百万円）連結自己資本比率（国内基準）
平成２０年度平成１９年度項　　　　　　　　目

１３５，０００１４７，４２９資 本 金

基 本 的 項 目

－７３，９１０う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株

－－新 株 式 申 込 証 拠 金

－－資 本 剰 余 金

１６，２６９△４３７，３６４利 益 剰 余 金

－－自 己 株 式（△）

－－自 己 株 式 申 込 証 拠 金

△１０，０５３－社 外 流 出 予 定 額（△）

－－そ の 他 有 価 証 券 の 評 価 差 損（△）

－－為 替 換 算 調 整 勘 定

－－新 株 予 約 権

－－連 結 子 会 社 の 少 数 株 主 持 分

－－うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券

－－営 業 権 相 当 額（△）

－－の れ ん 相 当 額（△）

－－企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）

－－証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）

－－繰延税金資産の控除前の〔基本的項目〕計
（ 上 記 各 項 目 の 合 計 額 ）

－－繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額（△）

１４１，２１５△２８９，９３４（Ａ）計

－－土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補 完 的 項 目

１５，９０９１５，５６２一 般 貸 倒 引 当 金

－－負 債 性 資 本 調 達 手 段 等

－－う ち 負 債 性 資 本 調 達 手 段

－－うち期限付劣後債務及び期限付優先株

１５，９０９１５，５６２計

１５，９０９－（Ｂ）う ち 自 己 資 本 へ の 算 入 額

８９０４５７（Ｃ）控 除 項 目控 除 項 目

１５６，２３４△２９０，３９２（Ｄ）（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）　自 己 資 本 額

２，３１４，１４２２，２５５，７２５資 産 （ オ ン ・ バ ラ ン ス ） 項 目

リスク・アセット等
６２，８４５６８，０２８オ フ ・ バ ラ ン ス 取 引 項 目

１６８，５３４１６６，１９１オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

２，５４５，５２２２，４８９，９４４（Ｅ）計

６．１３％△１１．６６％
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｄ）　　　
連結自己資本比率（国内基準）＝　　×１００
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｅ）　　　
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報
平成19年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び平成20年度（平成20年４

月１日から平成21年３月31日まで）
連結会社は、銀行業以外にその他の金融業務を営んでおりますが、それらの事業の全セグ

メントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しており
ます。

２．所在地別セグメント情報
平成19年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び平成20年度（平成20年４

月１日から平成21年３月31日まで）
在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

３．国際業務経常収益
平成19年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び平成20年度（平成20年４

月１日から平成21年３月31日まで）
国際業務経常収益が連結経常収益の10％未満であるため、記載を省略しております。
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決算公告〈写し〉

銀行法第20条及び52条の28に基づいて、下記の決算公告を新聞紙上に公告しました。計算書類及び連結計算書類については、
会社法第396条第1項に基き、監査法人トーマツの監査を受けております。

89

決
算
公
告
〈
写
し
〉



開示項目索引

法定開示項目別

■銀行法施行規則
足利ホールディングス　連結ベース
第34条の26
１．銀行持株会社の概況

●経営の組織…………………………………………………………………………………………… 28
●資本金及び発行株式の総数………………………………………………………………………… 54
●持株数の多い順に10以上の株主に関する次に掲げる事項……………………………………… 54
①氏名

②各株主の持株数

③発行株式の総数に占める各株主の持株数の割合

●取締役及び監査役（委員会設置会社にあっては、取締役及び執行役）

の氏名及び役職名…………………………………………………………………………………… 29
２．銀行持株会社及びその子会社等の概況

●銀行持株会社及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成………………………… 55
●銀行持株会社の子会社等に関する次に掲げる事項……………………………………………… 55
①名称

②主たる営業所又は事務所の所在地

③資本金又は出資金

④事業の内容

⑤設立年月日

⑥銀行持株会社が保有する子会社等の議決権の総株主又は総出資者の議決権に占める割合

⑦銀行持株会社の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該一の

子会社等の議決権の総株主又は総出資者の議決権に占める割合

３．銀行持株会社及びその子会社等の主要な業務に関する事項

●直近の事業年度における事業の概況……………………………………………………………… 40
●直近の三中間連結会計年度及び二連結会計年度における

主要な業務の状況を示す指標……………………………………………………………………… 40
①経常収益

②経常利益又は経常損失

③当期純利益又は当期純損失

④純資産額

⑤総資産額

⑥連結自己資本比率

４．銀行持株会社及びその子会社等の直近の二連結会計年度における財産の状況

●連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書…………………… 41.42.43
●貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額……………………………………………… 48
①破綻先債権に該当する貸出金

②延滞債権に該当する貸出金

③３か月以上延滞債権に該当する貸出金

④貸出条件緩和債権に該当する貸出金

●自己資本の充実の状況……………………………………………………………………………… 53
●銀行持株会社及びその子法人等が二以上の異なる種類の事業を営んでいる場合の事業

の種類ごとの区分に従い、当該区分に属する経常収益の額、経常利益又は経常損失の

額及び資産の額として算出したもの……………………………………………………………… 54
●法第52条の28の規定により作成した書面について会社法第396条第１項による
会社監査人の監査をうけている場合にはその旨………………………………………………… 89

足利銀行　単体ベース
第19条の２
１．銀行の概況

●経営の組織…………………………………………………………………………………………… 28
●持株数の多い順に10以上の株主に関する次に掲げる事項……………………………………… 76
①氏名

②各株主の持株数

③発行株式の総数に占める各株主の持株数の割合

●取締役及び監査役（委員会設置会社においては、取締役及び執行役）の指名及び

役職名………………………………………………………………………………………………… 29
●営業所の名称及び所在地…………………………………………………………………… 36.37.38
２．銀行の主要な業務の内容…………………………………………………………………………… 30
３．銀行の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの

●直近の事業年度における事業の概況……………………………………………………………… 40
●直近の五事業年度における主要な業務の状況を示す指標として次に掲げる事項…………… 57
①経常収益 ⑦預金残高

②経常利益又は経常損失 ⑧貸出金残高

③当期純利益又は当期純損失 ⑨有価証券残高

④資本金及び発行済株式の総数 ⑩単体自己資本比率

⑤純資産額 ⑪配当性向

⑥総資産額 ⑫従業員数

●直近の二事業年度における業務の状況を示す指標として

別表第一に掲げる事項……………………………………………………… 65.66.67.68.69.70.71.72
４．銀行の業務の運営に関する次に掲げる事項

●リスク管理の体制………………………………………………………………………………… 22.23
●法令等遵守の体制………………………………………………………………………………… 24.25
５．銀行の直近の二事業年度における財産の状況に関する次に掲げる事項

●貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書……………………………… 58.59.60.61.62
●貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額……………………………………………… 64
①破綻先債権

②延滞債権

③３か月以上延滞債権

④貸出条件緩和債権

●自己資本の充実の状況……………………………………………………………………………… 65
●次に掲げるものに関する取得価格又は契約価格、時価及び評価損益………………… 73.74.75
①有価証券

②金銭の信託

③第13条の３第１項第５号に掲げる取引
●貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額………………………………………………………… 65
●貸出金償却の額……………………………………………………………………………………… 65
●法第20条第２項の規定により作成した書面について会社法第396条第１項による
会計監査人の監査を受けている場合にはその旨………………………………………………… 89

足利銀行　連結ベース
第19条の３
１．銀行及び子会社等の概況

●銀行及びその子会社等の主要な事業の内容及び組織の構成…………………………………… 55
●銀行の子会社等に関する次に掲げる事項………………………………………………………… 77
①名称

②主たる営業所又は事務所の所在地

③資本金又は出資金

④事業の内容

⑤設立年月日

⑥銀行が保有する子会社等の議決権の総株主又は総出資者の議決権に占める割合

⑦銀行の一の子会社等以外の子会社等が保有する当該一の子会社等の議決権の総株主、

総社員又は総出資者の議決権に占める割合

２．銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項として次に掲げるもの

●直近の事業年度における事業の概況……………………………………………………………… 40
●直近の五連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標として次に掲げる事項……… 78
①経常収益

②経常利益又は経常損失

③当期純利益若しくは当期純損失

④純資産額

⑤総資産額

⑥連結自己資本比率

３．銀行及びその子会社等の直近の二中間連結会計年度又は二連結会計年度における

財産の状況に関する次に掲げる事項

●連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書…………………… 79.80.81
●貸出金のうち次に掲げるものの額及びその合計額……………………………………………… 85
①破綻先債権に該当する貸出金

②延滞債権に該当する貸出金
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●自己資本の充実の状況について金融庁長官が別に定める事項………………………………… 86
●銀行及びその子会社等が２以上の異なる種類の事業を営んでいる場合の事業の種類
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及び資産の額として算出したもの………………………………………………………………… 87
●法第20条第２項の規定により作成した書面について会社法第396条第１項による
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■金融機能の再生のための緊急措置に関する法律
資産の査定の公表…………………………………………………………………………… 9.10.48.64.85

※バーゼルⅡ第３の柱に基づく開示事項については、「ディスクロージャー誌（別冊）」

を参照願います。
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等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成１８年金融庁告示第２０号。以下本誌では「告示第２０号」
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なお、足利ホールディングスは第二基準（国内基準）を、足利銀行は国内基準を適用のうえ、ともに信用リスク・アセットの算出におい

ては「標準的手法」を、またオペレーショナル・リスク相当額に係る額の算出においては「基礎的手法」を採用しております。
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Ⅰ．定性的な開示事項

１．連結の範囲に関する事項
�　持株会社における告示第２０号第１５条に規定する連結自己資本比率を算出する対象となる会社
の集団（以下「持株会社グループ」といいます。）に属する会社、及び銀行における告示第１９号
第２６条に規定する連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連結グループ」
といいます。）に属する会社と連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和５１年
大蔵省令第２８号。以下「連結財務諸表規則」といいます。）に基づき連結の範囲に含まれる会社
との相違点。
持株会社グループ及び連結グループに属する会社と、連結財務諸表規則に基づく連結の範囲
に含まれる会社に相違点はありません。

�　連結子会社の数並びに主要な連結子会社の名称及び主要な業務の内容
持株会社グループに属する連結子会社は６社、連結グループに属する連結子会社は５社です。

■持株会社グループの事業系統図

■持株会社グループの名称及び主要な業務内容

�　持株会社における告示第２０号第２１条、及び銀行における告示第１９号第３２条が適用される金融業
務を営む関連法人等の数並びに主要な金融業務を営む関連法人等の名称及び主要な業務の内容

該当ありません。

�　持株会社における告示第２０号第２０条第１項第２号イからハまで、及び銀行における告示第１９
号第３１条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる会社の数並びに主要な会社
の名称及び主要な業務の内容
該当ありません。

主　要　な　業　務　の　内　容名　　　　　　称

銀行業務株式会社足利銀行

個人ローンに係る信用保証業務足利信用保証株式会社

コンピュータ関連業務、労働者派遣業務あしぎんシステム開発株式会社

株式会社足利銀行の委託による各種事務処理業務、労働者派遣
業務、職業紹介業務、研修業務

株式会社あしぎん事務センター

株式会社足利銀行の委託による各種事務処理、担保不動産調
査、評価等の業務

あしぎんビジネスサポート株式会社

クレジットカードに関する業務株式会社あしぎんディーシーカード

持株会社グループ

足
利
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

連結グループ

本店ほか支店　９７　　　出張所　４９

足 利 銀 行

㈱あしぎん事務センター

あしぎんビジネスサポート㈱

㈱あしぎんディーシーカード

あしぎんシステム開発㈱

足 利 信 用 保 証 ㈱

子　会　社

５
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�　持株会社における銀行法（昭和５６年法律第５９号。以下「法」といいます。）第５２条の２３第１項
第１０号に掲げる会社のうち同号イに掲げる業務を専ら営むもの又は同項第１１号に掲げる会社で
あって、持株会社グループに属していない会社の数並びに主要な会社の名称及び主要な業務の
内容、及び銀行における法第１６条の２第１項第１１号に掲げる会社のうち従属業務を専ら営むも
の及び同項第１２号に掲げる会社であって、連結グループに属していない会社の数並びに主要な
会社の名称及び主要な業務の内容
該当ありません。

�　持株会社グループ及び連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等の概要
持株会社グループ連結子会社６社、及び連結グループ連結子会社５社全てにおいて、債務超
過会社はなく、自己資本は充実しております。また、グループ内において自己資本にかかる支
援は行っておりません。

２．自己資本調達手段の概要
■平成２１年３月末の自己資本調達手段の概要は以下のとおりです。

■平成２０年３月末の自己資本調達手段の概要は以下のとおりです。

 

【持株会社グループ】

概　　　　　　　　要金　　額　　等自己資本調達手段

完全議決権株式２，７００千株普通株式

無議決権株式
第１種優先株式
２０千株　発行価格２，５００千円

第２種優先株式
１０千株　発行価格２，５００千円

３０千株非累積的永久優先株式

劣後特約付借入金
ステップ・アップ金利特約付
但し、契約時から７年目以降に金融庁の承認を条
件に返済が可能。

１０，０００百万円永久劣後債務

劣後特約付借入金
ステップ・アップ金利特約付
期間１０年（期日一括返済）
但し、契約時から５年目以降に金融庁の承認を条
件に期限前返済が可能。

７０，０００百万円期限付劣後債務

【連結グループ】

概　　　　　　　　要金　　額　　等自己資本調達手段

完全議決権株式１，３４０百万株普通株式

【連結グループ】

概　　　　　　　　要金　　額　　等自己資本調達手段

完全議決権株式８８４百万株普通株式

甲種優先株式、乙種優先株式２９５百万株非累積的永久優先株式

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度は記載しておりません。
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３．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
持株会社グループでは、「自己資本管理方針」を制定し、自己資本の充実度に関する評価を「規

制資本の観点」及び「リスク資本の観点」から実施しております。
規制資本の観点からは、自己資本比率が最低所要自己資本比率を上回っていることを確認のう
え、リスク・アセットの増加に見合う質（ＴｉｅｒⅠ比率、ＴｉｅｒⅠの内容等）・量ともに十分な自己
資本が確保できているかを評価し、財務の健全性を維持していることを確認しております。
また、リスク資本の観点からは、持株会社グループが直面するリスクを可能な限り総体的に捉
え、自己資本（ＴｉｅｒⅠ等）と比較・対照することによって、許容できる範囲にリスクを制御して
いく統合的リスク管理を行っております。具体的には、自己資本（ＴｉｅｒⅠ等）と統合的リスク管
理により捉えた統合リスク量とを比較し、十分な自己資本が確保できていることを評価しており
ます。
なお、自己資本の充実度に関する評価結果については、ＡＬＭ会議において報告され、その内容
を踏まえた対応策等を協議しております。

４．信用リスクに関する事項
�　リスク管理の方針及び手続の概要
（信用リスクとは）
信用リスクとは、与信先の財務状況の悪化等により、保有する貸出金等の資産の価値が減
少ないし消滅し、損失を被るリスクのことをいいます。

（信用リスク管理の基本方針）
持株会社グループでは、信用リスク管理は経営の健全性の確保及び収益性の向上をはかる
うえでの必要不可欠の重要課題と認識しており、信用リスク管理を中心的に担う足利銀行に
おいて「信用リスク管理方針」を制定し、信用リスク管理態勢強化の観点から、信用格付制
度による与信先の信用状況の随時把握や特定の企業グループ、業種等に信用リスクが集中し
ていないか等のモニタリング態勢を強化するとともに、信用リスク計量化システムを用いて
信用リスク量を月次で算出しております。
なお、足利銀行以外の連結子会社については与信資産が限定的であるため、残高推移のモ
ニタリング等を取組んでおります。

■信用リスク管理態勢
足利銀行では、営業推進部門、審査・管理部門から組織的、機能的に独立した部署を設置
して、信用格付制度、資産自己査定、償却・引当制度の企画や運営管理を行うほか、貸出資
産等のモニタリング機能を担うことで、与信ポートフォリオ管理を専門的に統括管理する態
勢としております。また、経営層及び監査委員が出席する与信ポートフォリオ会議におい
て、四半期毎に足利銀行の信用リスクの状況や課題に関する組織横断的な協議・検討を実施
しております。

■与信ポートフォリオ管理
足利銀行では、格付別、業種別、エリア別等のポートフォリオ特性の分析を行うとともに、
特定の企業グループ、業種等に信用リスクが集中していないか等のモニタリング態勢を強化
しております。また、一方で中小企業向け貸出や個人ローンの増強施策をあわせ、与信資産
の小口分散化の促進、安定的に収益を確保できるポートフォリオの構築を目指しておりま
す。
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■信用格付制度
足利銀行では信用格付制度により、与信先を財務内容による定量評価と経営環境等の定性
評価に基づき１８段階の格付に分類しております。信用格付制度は与信先の信用状況変化の随
時把握、審査判断の効率化、貸出金利の決定や与信ポートフォリオ管理の基準とする等、信
用リスク管理の基盤として活用しております。

■信用リスクの計量化
足利銀行では、信用リスク計量化システムを用いて信用リスク量を月次で算出しておりま
す。計測された信用リスク量については、信用リスク量の変化状況、その要因等を中心に分
析し、当面の対応等について、経営層及び監査委員が出席するＡＬＭ会議において報告してお
ります。

（貸倒引当金の計上基準）
持株会社グループの貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計
上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」といい
ます。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」といいます。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないものの、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら
れる債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を
計上しております。
貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元
本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権
については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額
と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により引
当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等
に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を
実施し、当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しており、その結果に基づいて上記
の引当を行っております。
足利銀行以外の連結子会社の貸倒引当金は、主として、足利銀行に準じた自己査定基準に
基づき資産査定を実施し、その結果に基づいた必要額を引当てております。
なお、破綻先及び実質破綻先等に係る担保・保証付債権等については、債権額から担保の
評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
権額から直接減額しており、その金額は２５，００３百万円（足利銀行単体での金額は２２，０６２百万
円）であります。

�　標準的手法が適用されるポートフォリオのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
等の名称
リスク・ウェイトの判定においては、株式会社格付投資情報センター、株式会社日本格付研
究所、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク、スタンダード・アンド・プアーズ
・レーティングズ・サービシズの適格格付機関４社を使用しております。
なお、エクスポージャーの種類による格付機関の使い分けは行っておりません。
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５．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
（信用リスク削減方法とは）
信用リスク削減方法とは、持株会社グループの抱えている信用リスクを軽減するための措置
であり、担保、保証、貸出金と預金の相殺が該当します。なお、持株会社グループでは自己資
本比率の算出において、持株会社における告示第２０号第５８条、及び銀行における告示第１９号第
８０条の規定に基づく「信用リスク削減手法」として「包括的手法」を適用しております。

（方針及び手続）
持株会社グループでは、信用リスク削減手法の採用に当たっては、与信業務を通じて取得し、
足利銀行において定める「与信規定」等に基づき評価・管理を行なっている担保・保証・預金
等のうち、信用リスク削減手法として有効と認められるものを対象としております。
自己資本比率算出にあたり、エクスポージャーの信用リスク削減目的として活用した適格金
融資産担保のうち主なものとしては、自行預金、日本国政府又は我が国の地方公共団体が発行
する円建て債券、上場会社の株式があります。
また、適格保証としては、我が国の地方公共団体の保証及び日本国政府の保証が主体となっ
ており、信用度の評価については、全て政府保証と同様と判定しております。貸出金と自行預
金の相殺にあたっては、担保として取得していない定期性預金を対象としております。
なお、派生商品取引及びレポ形式の取引については、法的に有効な相対ネッティング契約に
基づく信用リスク削減は行っておりません。
持株会社グループでは、与信業務を行なうにあたり発生する信用リスクを削減する手法とし
て、与信資産の小口分散化を促進し、与信集中リスクを回避することで予期せぬ信用コストの
発生回避に努めるとともに、担保・保証には過度に依存しない融資の実践に向け、融資戦略会
議を通じて融資に強い人材の育成とノウハウの共有化を行い、信用リスク発生の極小化に努め
ております。
また、信用格付をもとにした目安水準（ガイドライン金利）を基準に与信先単位の信用コス
ト額を把握し適切に貸出金利を設定することにより、将来の損失に備えております。

（信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスクの集中）
持株会社グループでは、与信資産のモニタリング及び小口分散化を促進してきた結果、特定
の企業グループ、業種へ偏ることはなく、信用リスクは分散されております。

６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関するリスク管理の方針及び手続の
概要
持株会社グループの派生商品取引及び長期決済期間取引に係る取引相手の信用リスクに関して
は、オンバランス取引と合算しオン・オフ一体で管理しております。
派生商品取引の信用リスクの管理に関しては、市場金融部でカレント・エクスポージャー方式
により与信相当額を月次で算出しており、金融機関との取引に関する与信相当額が一定の与信限
度枠内で取り組まれていることを同部から担当執行役へ報告しております。また、お客さまとの
取引に関する与信相当額についても、同部から営業店に月次で還元され、他の与信取引と合算し
保全面も含め与信判断を行っております。
なお、全ての金融派生商品取引について、自己査定結果に基づく引当の算定を行っております。
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７．証券化エクスポージャーに関する事項
�　リスク管理の方針及び手続の概要
持株会社グループは、投資家として証券化取引を行っております。投資対象としては、リー
ス債権を原資産とする証券化商品が中心であり、これらの証券化商品は信用リスクならびに金
利リスクを有しておりますが、これは貸出金や有価証券等の取引より発生するものと基本的に
変わるものではなく、証券化取引の取組みにつきましては、貸出金又は有価証券として一定の
投資枠を設けて管理しております。
なお、現状、オリジネーターとして新規に証券化を行う予定はありません。

�　信用リスク・アセットの額の算出に使用する方式の名称
持株会社グループでは、証券化エクスポージャーの信用リスク・アセット額の算出には「標
準的手法」を使用しております。なお、持株会社における告示第２０号附則第１５条、及び銀行に
おける告示第１９号附則第１５条（証券化エクスポージャーに関する経過措置）の適用は行ってお
りません。

�　証券化取引に関する会計方針
持株会社グループは、投資家として証券化取引を行っていることから、当該取引に係る会計
処理については、「金融商品会計に関する実務指針」等に従った、適正な処理を行っております。

�　証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関の名称
証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定においては、株式会社格付投資情報セン
ター、株式会社日本格付研究所、ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク、スタン
ダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズの適格格付機関４社を使用しており
ます。
なお、証券化エクスポージャーの種類による格付機関の使い分けは行っておりません。

８．オペレーショナル・リスクに関する事項
�　リスク管理の方針及び手続の概要
オぺレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくはシステムが不適切であ
ること、又は外性的な事象により損失を被るリスクのことをいいます。
オペレーショナル・リスクは、業務運営を行っていくうえで可能な限り回避すべきリスクで
あり、持株会社グループでは、「事務リスク、システムリスク、人的リスク、法務リスク、有形
資産リスク、風評リスク」に区分のうえ、適切に管理するための組織態勢及び仕組みを整備し、
リスクの顕現化の未然防止及び発生時の影響の極小化に努めております。
オペレーショナル・リスクの管理にあたっては、足利銀行においてオペレーショナル・リス
ク管理の基本事項を定めた「オペレーショナル・リスク管理方針」を制定するほか、「事務リス
ク管理方針」、「システムリスク管理方針」を制定し、適切に管理しております。
組織・態勢面では、リスク管理の統括部署が全般を統括するとともに、各所管部署が専門的
な立場からそれぞれのリスクを管理しております。
オペレーショナル・リスク管理に関する報告は、持株会社及び足利銀行の経営層及び監査委
員が出席するＡＬＭ会議において、半期毎に行っております。また、足利銀行においては、
ＡＬＭ会議の下部組織としてオペレーショナル・リスク部会を設置し、四半期毎にオペレーショ
ナル・リスク（主に事務リスク、システムリスク等）に係る内容について、本部関連部室長及
び関連会社社長に報告・協議を実施しております。
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�　オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
自己資本比率規制上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、「基礎的手法」

を採用しております。

９．銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要
持株会社グループでは、足利銀行において「一定の許容限度内においてリスクをとり、これを
管理するなかで収益を追求するものとする」という「市場リスク管理方針」を定め、株式等のリ
スク管理を行っております。
具体的には、政策投資株式ならびに株式投資信託の価格変動リスクに対しリスク資本を配賦
し、リスク限度額と損失限度額ガイドライン（総合損益（当期における実現損益と当期における
評価損益変動額の合計値）の下限）を設定しています。なお、純投資株式の保有はございません。
期中においては、各限度額の範囲内でリスクテイクを行っております。期中におけるリスク管
理プロセス（リスクの①認識　②評価・測定　③制御　④監視・報告）は予め文書化され、限度
額抵触時や限度額の手前での警告ライン抵触時の対応方法も明確化されており、厳格な価格変動
リスク管理を行っております。
株式等の価格変動リスクの計測は、ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）により行っております。
信頼水準は９９％、保有期間については、処分決定に要する期間等を反映し、政策投資株式は６ヵ
月として計測しております。
株式等の価格変動リスクの計測結果は、他の市場取引（債券等）のリスクの計測結果及び総合
損益の状況とあわせて日次で担当執行役に報告されております。また、他の市場取引、預金・貸
出金等から発生する金利リスクの状況とあわせて、月次でＡＬＭ会議に報告されております。
株式等の評価については、子会社・関連会社株式については移動平均法による原価法、その他
有価証券のうち時価のあるものについては、決算日の市場価格等（但し、株式については決算期
末月１ヵ月の市場価格等の平均）に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のな
いものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。また、その他
有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
株式等について、会計方針等を変更した場合は財務諸表等規則第８条の３に基づき、変更の理
由や影響額について財務諸表の注記に記載しております。

１０．銀行勘定における金利リスクに関する事項
持株会社グループにおいては、足利銀行以外の連結子会社の金利リスクが僅少であるため、金
利リスクの管理は足利銀行において実施しており、金利リスクの概要は下記のとおりです。

�　リスク管理の方針及び手続の概要
足利銀行では、主に、債券、預金・貸出金取引等から発生する金利リスクを、「リスク資本制

度」の枠組みの中に取り込んで管理しております。
具体的には、債券と預金・貸出金等の取引から発生する金利リスクに対し、それぞれのカテ
ゴリー毎にリスク資本を配賦し、その範囲内でリスク限度額を設定しております。さらに債券
については、損失限度額ガイドライン（総合損益（当期における実現損益と当期における評価
損益変動額の合計値）の下限）を設定しております。
期中においては、各限度額の範囲内でリスクテイクを行っております。期中におけるリスク
管理プロセス（リスクの①認識　②評価・測定　③制御　④監視・報告）は予め文書化され、
限度額抵触時や限度額の手前での警告ライン抵触時の対応方法も明確化されており、厳格な金
利リスク管理態勢となっております。 
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�　内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要
足利銀行では、債券、預金・貸出金取引等から発生する金利リスクとして、ＶａＲ（バリュー
・アット・リスク）、ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）等を計測しております。
計測頻度は商品により日次又は月次で計測しております。債券を含む市場取引（投資信託、
株式等を含む）のリスクの計測結果及び総合損益の状況は、日次で担当執行役に報告されてお
ります。また、市場取引、預金・貸出金等から発生する金利リスクの状況は、月次でＡＬＭ会議
に報告されております。

＊ＶａＲ（Ｖａｌｕｅ　ａｔ　Ｒｉｓｋ）とは
金利リスクを統計的手法により計測した値をＶａＲといいます。具体的には債券等を一

定の期間保有（保有期間）すると仮定し、一定の確率の範囲内（信頼水準）で起こり得る
最大損失額のことです。持株会社グループでは、金利リスクのＶａＲ計測に関して保有期間
を１ヵ月（参考：株式は６ヵ月）、信頼水準９９％としており、計測方法は「分散共分散法」
を採用しております。

＊ＢＰＶ（Ｂａｓｉｓ　Ｐｏｉｎｔ　Ｖａｌｕｅ）とは
ＢＰＶとは、金利が１ベーシス・ポイント（０．０１％）変化した場合における債券等の現在
価値の変化額を表します。
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Ⅱ．定量的な開示事項

１．持株会社における告示第２０号第２０条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象となる
会社、及び銀行における告示第１９号第３１条第１項第２号イからハまでに掲げる控除項目の対象とな
る会社のうち、規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

該当ありません。

２．自己資本の構成

 
 

（単位：百万円、％）【足利ホールディングス連結】（第二基準）
平成２０年度平成１９年度項　　　　　　　　　　　目
１０５，０１０－資本金

基本的項目
（Ｔｉｅｒ　Ⅰ）

３７，５００－うち非累積的永久優先株
－－新株式申込証拠金

１０４，９９０－資本剰余金
△６，５９３－利益剰余金

－－自己株式（△）
－－自己株式申込証拠金

△２，９０４－社外流出予定額（△）
－－その他有価証券の評価差損（△）
－－為替換算調整勘定
－－新株予約権
－－連結子法人等の少数株主持分
－－うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券
－－営業権相当額（△）

△１１９，３９６－のれん相当額（△）
－－企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）
－－証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）

８１，１０４－計　　　　　　　　　　　　　（Ａ）
－－うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注１）
－－ステップ・アップ金利条項付の優先出資証券の（Ａ）に対する割合
－－土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補完的項目
（Ｔｉｅｒ　Ⅱ）

１５，９１７－一般貸倒引当金
８０，０００－負債性資本調達手段等
１０，０００－うち永久劣後債務（注２）
７０，０００－うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注３）
９５，９１７－計
６６，４６９－うち自己資本への算入額　　　　　　　　（Ｂ）
１４９－他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控除項目
７８３－告示第２０条第１項第２号に規定する連結の範囲に含まれないものに対する投資に相当する額

５－
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券化エクスポージャー及び信
用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス（告示第２２５条を準用する場合を含む。）

９３８－計　　　　　　　　　　　　　（Ｃ）
１４６，６３５－（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）　　　　　　　　（Ｄ）自己資本額

２，３１７，５５７－資産（オン・バランス）項目

リスク・アセット等
６２，８４５－オフ・バランス取引等項目
１６６，３９２－オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

２，５４６，７９４－計　　　　　　　　　　　　　（Ｅ）
１０１，８７１－連結総所要自己資本額（Ｅに４％を乗じた額）
５．７５％－（Ｄ）／（Ｅ）自己資本比率
３．１８％－（Ａ）／（Ｅ）Ｔｉｅｒ　Ⅰ比率

（注）１．告示第２０号第１７条第２項に掲げるもの、すなわちステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別
目的会社の発行する優先出資証券を含む）です。

２．告示第２０号第１８条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質の全てを有するものです。
�　無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること。
�　一定の場合を除き、償還されないものであること。
�　業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること。
�　利払いの義務の延期が認められるものであること。

３．告示第２０号第１８条第１項第４号及び第５号に掲げるものです。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに
限られています。

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。
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（単位：百万円、％）【足利銀行連結】（国内基準）
平成２０年度平成１９年度項　　　　　　　　　　　目
１３５，０００１４７，４２９資本金

基本的項目
（Ｔｉｅｒ　Ⅰ）

－７３，９１０うち非累積的永久優先株
－－新株式申込証拠金
－－資本剰余金

１６，２６９△４３７，３６４利益剰余金
－－自己株式（△）
－－自己株式申込証拠金

△１０，０５３－社外流出予定額（△）
－－その他有価証券の評価差損（△）
－－為替換算調整勘定
－－新株予約権
－－連結子法人等の少数株主持分
－－うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券
－－営業権相当額（△）
－－のれん相当額（△）
－－企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△）
－－証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）

１４１，２１５△２８９，９３４計　　　　　　　　　　　　　（Ａ）
－－うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注１）
－－ステップ・アップ金利条項付の優先出資証券の（Ａ）に対する割合
－－土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補完的項目
（Ｔｉｅｒ　Ⅱ）

１５，９０９１５，５６２一般貸倒引当金
－－負債性資本調達手段等
－－うち永久劣後債務（注２）
－－うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注３）

１５，９０９１５，５６２計
１５，９０９－うち自己資本への算入額　　　　　　　　（Ｂ）
１０１１０１他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控除項目
７８３３５１告示第３１条第１項第２号に規定する連結の範囲に含まれないものに対する投資に相当する額

５４
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券化エクスポージャー及び信
用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス（告示第２４７条を準用する場合を含む。）

８９０４５７計　　　　　　　　　　　　　（Ｃ）
１５６，２３４△２９０，３９２（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）　　　　　　　　（Ｄ）自己資本額

２，３１４，１４２２，２５５，７２５資産（オン・バランス）項目

リスク・アセット等
６２，８４５６８，０２８オフ・バランス取引等項目
１６８，５３４１６６，１９１オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

２，５４５，５２２２，４８９，９４４計　　　　　　　　　　　　　（Ｅ）
１０１，８２０９９，５９７連結総所要自己資本額（Ｅに４％を乗じた額）
６．１３％△１１．６６％（Ｄ）／（Ｅ）自己資本比率
５．５４％△１１．６４％（Ａ）／（Ｅ）Ｔｉｅｒ　Ⅰ比率

（注）１．告示第１９号第２８条第２項に掲げるもの、すなわちステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別
目的会社の発行する優先出資証券を含む）です。

２．告示第１９号第２９条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質の全てを有するものです。
�　無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること。
�　一定の場合を除き、償還されないものであること。
�　業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること。
�　利払いの義務の延期が認められるものであること。

３．告示第１９号第２９条第１項第４号及び第５号に掲げるものです。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに
限られています。
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（単位：百万円、％）【足利銀行単体】（国内基準）
平成２０年度平成１９年度項　　　　　　　　　　　目
１３５，０００１４７，４２９資本金

基本的項目
（Ｔｉｅｒ　Ⅰ）

－７３，９１０うち非累積的永久優先株
－－新株式申込証拠金
－－資本準備金
－－その他資本剰余金
－－利益準備金

１４，５６１△４３８，３２７その他利益剰余金
－－その他
－－自己株式（△）
－－自己株式申込証拠金

△１０，０５３－社外流出予定額（△）
－－その他有価証券の評価差損（△）
－－新株予約権
－－営業権相当額（△）
－－のれん相当額（△）
－－企業結合により計上される無形固定資産相当額（△）
－－証券化取引により増加した自己資本に相当する額（△）

１３９，５０７△２９０，８９８計　　　　　　　　　　　　　（Ａ）
－－うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券（注１）
－－ステップ・アップ金利条項付の優先出資証券の（Ａ）に対する割合
－－土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額

補完的項目
（Ｔｉｅｒ　Ⅱ）

１６，０４７１５，７１３一般貸倒引当金
－－負債性資本調達手段等
－－うち永久劣後債務（注２）
－－うち期限付劣後債務及び期限付優先株（注３）

１６，０４７１５，７１３計
１６，０４７－うち自己資本への算入額　　　　　　　　（Ｂ）
１０１１０１他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額

控除項目 ５４
基本的項目からの控除分を除く、自己資本控除とされる証券化エクスポージャー及び信
用補完機能を持つＩ／Ｏストリップス（告示第２４７条を準用する場合を含む。）

１０６１０６計　　　　　　　　　　　　　（Ｃ）
１５５，４４８△２９１，００４（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）　　　　　　　　（Ｄ）自己資本額

２，３４５，５１６２，２８７，３２２資産（オン・バランス）項目

リスク・アセット等
６２，８４５６８，０２８オフ・バランス取引等項目
１５９，３１３１５８，８８１オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額

２，５６７，６７５２，５１４，２３１計　　　　　　　　　　　　　（Ｅ）
１０２，７０７１００，５６９単体総所要自己資本額（Ｅに４％を乗じた額）
６．０５％△１１．５７％（Ｄ）／（Ｅ）自己資本比率
５．４３％△１１．５７％（Ａ）／（Ｅ）Ｔｉｅｒ　Ⅰ比率

（注）１．告示第１９号第４０条第２項に掲げるもの、すなわちステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別
目的会社の発行する優先出資証券を含む）です。

２．告示第１９号第４１条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質の全てを有するものです。
�　無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること。
�　一定の場合を除き、償還されないものであること。
�　業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること。
�　利払いの義務の延期が認められるものであること。

３．告示第１９号第４１条第１項第４号及び第５号に掲げるものです。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに
限られています。
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３．自己資本の充実度に関する事項
�　信用リスクに対する所要自己資本の額
＜資産（オン・バランス）項目＞

 

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結
足利ホール

ディングス連結
（参考）告
示で定め
るリスク
・ウェイ
ト（ ％ ）

項　　　　目 所要自
己資本
の　額

信用リス
ク・アセッ
ト の 額

所要自
己資本
の　額

信用リス
ク・アセッ
ト の 額

所要自
己資本
の　額

信用リス
ク・アセッ
ト の 額

－－－－－－０１．現金

－－－－－－０２．我が国の中央政府及び中央銀行向け

－－－－－－０～１００３．外国の中央政府及び中央銀行向け

－－－－－－０４．国際決済銀行等向け

－－－－－－０５．我が国の地方公共団体向け

－－－－－－２０～１００
６．外国の中央政府等以外の公共部門向
け

－－－－－－０～１００７．国際開発銀行向け

－－－－－－１０～２０８．地方公営企業等金融機構向け

４２１，０６６４２１，０６６４２１，０６６１０～２０９．我が国の政府関係機関向け

００００００２０１０．地方三公社向け

２，３８１５９，５３０２，３８１５９，５３１２，３８１５９，５２９２０～１００
１１．金融機関及び第一種金融商品取引業

者向け

５３，３１５１，３３２，８８８５３，２６３１，３３１，５８８５３，２６３１，３３１，５８７２０～１００１２．法人等向け

２２，０５９５５１，４８６２２，０９６５５２，４１２２２，０９６５５２，４１２７５１３．中小企業等向け及び個人向け

７，０７４１７６，８５９７，０７４１７６，８５９７，０７４１７６，８５９３５１４．抵当権付住宅ローン

２，４５９６１，４８４２，４５９６１，４８４２，４５９６１，４８４１００１５．不動産取得等事業向け

６１６１５，４２３６５７１６，４４３６５７１６，４４３５０～１５０１６．三月以上延滞等

０１４０１４０１４２０１７．取立未済手形

１４５３，６４３１４５３，６４３１４５３，６４３１０１８．信用保証協会等による保証付

－－－－－－１０１９．株式会社産業再生機構による保証付

２，８３４７０，８７１１，６７７４１，９３３１，８５９４６，４９３１００２０．出資等

２，２０５５５，１４７２，０８２５２，０６４２，０３６５０，９２０１００２１．上記以外

－－－－－－２０～１００２２．証券化（オリジネーターの場合）

１２３０８１２３０８１２３０８２０～３５０２３．証券化（オリジネーター以外の場合）

６７１１６，７９２６７１１６，７９２６７１１６，７９２－
２４．複数の資産を裏付とする資産（所謂

ファンド）のうち、個々の資産の把
握が困難な資産

９３，８２０２，３４５，５１６９２，５６５２，３１４，１４２９２，７０２２，３１７，５５７－合　　　計

（注）「所要自己資本の額」は、信用リスク・アセットの額に４％を乗じた額であります。



－　１３　－

＜オフ・バランス項目＞

�　オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本額

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結
足利ホール

ディングス連結

掛目（％）項　　　　　目 所要自
己資本
の 額

信用リス
ク・アセ
ットの額

所要自
己資本
の 額

信用リス
ク・アセ
ットの額

所要自
己資本
の 額

信用リス
ク・アセ
ットの額

－－－－－－０
１．任意の時期に無条件で取消可能又は自動的に
取消可能なコミットメント

５３１，３４１５３１，３４１５３１，３４１２０２．原契約期間が１年以下のコミットメント

４１１７４１１７４１１７２０３．短期の貿易関連偶発債務

５５１，３８４５５１，３８４５５１，３８４５０４．特定の取引に係る偶発債務

－－－－－－５０（うち経過措置を適用する元本補てん信託契約）

－－－－－－５０＜７５＞５．ＮＩＦ又はＲＵＦ

２１２５，３１７２１２５，３１７２１２５，３１７５０６．原契約期間が１年超のコミットメント

－－－－－－＜７５＞７．内部格付手法におけるコミットメント

９８０２４，５０１９８０２４，５０１９８０２４，５０１１００８．信用供与に直接的に代替する偶発債務

９８０２４，５０１９８０２４，５０１９８０２４，５０１１００（うち借入金の保証）

－－－－－－１００（うち有価証券の保証）

－－－－－－１００（うち手形引受）

－－－－－－１００（うち経過措置を適用しない元本補てん信託契約）

－－－－－－１００
（うちクレジット・デリバティブのプロテク
ション提供）

－－－－－－－
９．買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等
（控除後）

－－－－－－１００買戻条件付資産売却又は求償権付資産売却等（控除前）

－－－－－－－控除額（△）

－－－－－－１００
１０．先物購入、先渡預金、部分払込株式又は部分

払込債券

５０５１２，６３４５０５１２，６３４５０５１２，６３４１００
１１．有価証券の貸付、現金若しくは有価証券によ

る担保の提供又は有価証券の買戻条件付売却
若しくは売戻条件付購入

７０１１７，５４９７０１１７，５４９７０１１７，５４９－１２．派生商品取引

７０１１７，５４２７０１１７，５４２７０１１７，５４２－�　外為関連取引

０７０７０７－�　金利関連取引

－－－－－－－�　金関連取引

－－－－－－－�　株式関連取引

－－－－－－－�　貴金属（金を除く）関連取引

－－－－－－－�　その他のコモディティ関連取引

－－－－－－－
�　クレジット・デリバティブ取引（カウンター
・パーティー・リスク）

－－－－－－－一括清算ネッティング契約による与信相当額削減効果（△）

－－－－－－－１３．長期決済期間取引

－－－－－－－１４．未決済取引

－－－－－－０～１００
１５．証券化エクスポージャーに係る適格流動性補完

及び適格なサービサー・キャッシュ・アドバンス

－－－－－－１００
１６．上記以外のオフ・バランスの証券化エクス

ポージャー

２，５１３６２，８４５２，５１３６２，８４５２，５１３６２，８４５－合　　　　計
（注）「所要自己資本の額」は、信用リスク・アセットの額に４％を乗じた額であります。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結項　　　　目

６，３７２６，７４１６，６５５基礎的手法
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４．信用リスクに関する事項
茨　信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び三月以上延滞エクスポージャーの期末
残高
【足利ホールディングス連結（地域別、業種別、残存期間別）】

 

（単位：百万円）

三月以上延滞
エクスポージャー

（注２）

信 用 リ ス ク エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 期 末 残 高

うち
デリバティブ取引

うち債券
うち貸出金等
（注１）

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

１９，６５１－２２，８８０－１，０７４，４１８－３，８９２，４６２－５，２７７，７８３－国 内 計

－－７，８５６－１９，４２３－６，７１９－４０，３８０－国 外 計

１９，６５１－３０，７３６－１，０９３，８４１－３，８９９，１８１－５，３１８，１６３－地域別合計

３，６２５－７，２４１－４，０７９－５４８，８４６－５９４，３７６－製 造 業

１４９－３４２－－－２２，９０２－２３，２４５－農 業

－－－－－－４２１－４２１－林 業

－－－－－－７２２－７２２－漁 業

－－７５－－－１３，４６６－１３，５４１－鉱 業

１，７４９－２９－１，２２８－１６７，８６１－１６９，２２８－建 設 業

２－－－２，００１－２３，８７７－２６，７６５－
電気・ガス・
熱供給・水道業

１－２６－－－１８，０２８－１８，３８７－情報通信業

１，１７６－－－８１，６６１－９２，６８３－１７８，００６－運 輸 業

１，８９２－６，９０４－８００－４０５，０１１－４１４，４０５－卸・小売業

－－１４，１０３－１３５，７７６－５１７，２６３－７８９，０６３－金融・保険業

２，２７１－－－９，６４２－２５０，３０９－２６３，３８０－不 動 産 業

２，４１０－３０－２，９９０－３８０，７４９－３８５，３０２－各種サービス業

－－１，９０４－８５２，０４４－３２０，１７１－１，１７４，１２０－
国 ・ 地 方
公 共 団 体

６，３７２－０－－－１，１２５，２７２－１，１２６，７５８－個 人

－－７７－３，６１６－１１，５９２－１４０，４３７－そ の 他

１９，６５１－３０，７３６－１，０９３，８４１－３，８９９，１８１－５，３１８，１６３－業種別合計

２，２０３－１３６，０７４－１，５５５，８２３－１，８１２，１７６－１ 年 以 下

６，８６８－３２７，５０７－２８２，７９３－６２１，４１１－
１ 年 超
３ 年 以 下

８，１８８－３１２，７９０－３７２，１７２－６９４，２９９－
３ 年 超
５ 年 以 下

８，２６２－１７３，９５８－２０１，７６１－３８３，９８２－
５ 年 超
７ 年 以 下

５，２１３－１４３，５１０－２８９，５９６－４４０，３２７－
７ 年 超
１０年以下

－－－－１，１９７，０３４－１，１９７，０３４－１０年以上

－－－－－－１６８，９３１－
期間の定め
のないもの

３０，７３６－１，０９３，８４１－３，８９９，１８１－５，３１８，１６３－残存期間別合計

（注）１．「貸出金等」とは、貸出金、株式、預け金等のオン・バランス取引とコミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バラン
ス取引の合計であります。
２．「三月以上のエクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャー、
又は引当金勘案前でリスク・ウェイトが１５０％であるエクスポージャーであります。

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。
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（単位：百万円）【足利銀行連結（地域別、業種別、残存期間別）】

三月以上延滞
エクスポージャー

（注２）

信 用 リ ス ク エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 期 末 残 高

うち
デリバティブ取引

うち債券
うち貸出金等
（注１）

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

１９，６５１１９，５１１２２，８８０２２，２９１１，０７４，４１８７４４，１６６３，８９２，４６２３，７６６，２００５，２７８，９２７４，８２４，８３０国 内 計

－－７，８５６９，０２９１９，４２３２３，７１２６，７１９５，５２７４０，３８０８０，７１３国 外 計

１９，６５１１９，５１１３０，７３６３１，３２１１，０９３，８４１７６７，８７８３，８９９，１８１３，７７１，７２７５，３１９，３０８４，９０５，５４４地域別合計

３，６２５３，５５３７，２４１７，７８２４，０７９４，８０７５４８，８４６４７６，６６１５９４，３７６５３０，９７８製 造 業

１４９８３３４２３９０－－２２，９０２２２，９２５２３，２４５２３，３１６農 業

－－－－－－４２１５７５４２１５７５林 業

－－－－－－７２２６７１７２２６７１漁 業

－－７５９１－－１３，４６６１３，１２６１３，５４１１３，２１７鉱 業

１，７４９１，３１２２９３４１，２２８１，５９０１６７，８６１１７３，８６８１６９，２２８１７５，６０３建 設 業

２－－－２，００１２，００１２３，８７７１３，０８２２６，７６５１６，００５
電気・ガス・
熱供給・水道業

１３２６４０－－１８，０２８１４，３７０１８，３８７１４，７４３情報通信業

１，１７６４２８－－８１，６６１５９，９１６９２，６８３８４，３３５１７８，００６１４８，２０５運 輸 業

１，８９２２，５３１６，９０４７，４４８８００１，５７５４０５，０１１３９６，１５２４１４，４０５４０８，３２２卸・小売業

－－１４，１０３１３，７６７１３５，７７６１００，３７０５１７，２６３５５５，７６７７８９，０６３８３１，２１４金融・保険業

２，２７１５１６－－９，６４２９００２５０，３０９２５９，９０５２６３，３８０２６４，２９８不 動 産 業

２，４１０６，５０３３０１０４２，９９０２，５４０３８０，７４９３７５，９７０３８５，３０２３８０，２９９各種サービス業

－－１，９０４１，５７０８５２，０４４５８７，３４５３２０，１７１３０５，６３７１，１７４，１２０８９４，５５２
国 ・ 地 方
公 共 団 体

６，３７２４，５７９０－－－１，１２５，２７２１，０７６，０７７１，１２６，７５８１，０７７，２７３個 人

－－７７９０３，６１６６，８３２１１，５９２２，５９９１４１，５８１１２６，２６５そ の 他

１９，６５１１９，５１１３０，７３６３１，３２１１，０９３，８４１７６７，８７８３，８９９，１８１３，７７１，７２７５，３１９，３０８４，９０５，５４４業種別合計

２，２０３１，８２６１３６，０７４５６，７７９１，５５５，８２３１，５１２，１８２１，８１２，１７６１，７２８，９３１１ 年 以 下

６，８６８５，２８５３２７，５０７２８４，１６０２８２，７９３２７９，２５７６２１，４１１５７１，１５８
１ 年 超
３ 年 以 下

８，１８８６，７１３３１２，７９０１１０，０８１３７２，１７２３８４，７６０６９４，２９９５０４，５４０
３ 年 超
５ 年 以 下

８，２６２１１，９１３１７３，９５８１４３，６１４２０１，７６１１８９，４９９３８３，９８２３４５，０２１
５ 年 超
７ 年 以 下

５，２１３５，５８２１４３，５１０１７３，２４３２８９，５９６２６９，５６１４４０，３２７４４９，８１４
７ 年 超
１０年以下

－－－－１，１９７，０３４１，１３６，４６６１，１９７，０３４１，１３６，４５１１０年以上

－－－－－－１７０，０７５１６９，６２６
期間の定め
のないもの

３０，７３６３１，３２１１，０９３，８４１７６７，８７８３，８９９，１８１３，７７１，７２７５，３１９，３０８４，９０５，５４４残存期間別合計

（注）１．「貸出金等」とは、貸出金、株式、預け金等のオン・バランス取引とコミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バラン
ス取引の合計であります。
２．「三月以上のエクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャー、
又は引当金勘案前でリスク・ウェイトが１５０％であるエクスポージャーであります。



－　１６　－

（単位：百万円）【足利銀行単体（地域別、業種別、残存期間別）】

三月以上延滞
エクスポージャー

（注２）

信 用 リ ス ク エ ク ス ポ ー ジ ャ ー 期 末 残 高

うち
デリバティブ取引

うち債券
うち貸出金等
（注１）

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

１８，１６５１８，３１６２２，８８０２２，２９１１，０７４，４１８７４４，１６６３，８９２，５２７３，７６６，９２５５，３０５，２２４４，８５１，６４８国 内 計

－－７，８５６９，０２９１９，４２３２３，７１２６，７１９５，５２７４０，３８０８０，７１３国 外 計

１８，１６５１８，３１６３０，７３６３１，３２１１，０９３，８４１７６７，８７８３，８９９，２４６３，７７２，４５３５，３４５，６０５４，９３２，３６２地域別合計

３，６２５３，５５３７，２４１７，７８２４，０７９４，８０７５４８，８４６４７６，６６１５９４，３５４５３０，９２７製 造 業

１４９８３３４２３９０－－２２，９０２２２，９２５２３，２４５２３，３１６農 業

－－－－－－４２１５７５４２１５７５林 業

－－－－－－７２２６７１７２２６７１漁 業

－－７５９１－－１３，４６６１３，１２６１３，５４１１３，２１７鉱 業

１，７４９１，３１２２９３４１，２２８１，５９０１６７，８６１１７３，８６８１６９，２２８１７５，６０３建 設 業

２－－－２，００１２，００１２３，８７７１３，０８２２６，７６５１６，００５
電気・ガス・
熱供給・水道業

１３２６４０－－１８，０２８１４，３７０１８，５４６１４，９０２情報通信業

１，１７６４２８－－８１，６６１５９，９１６９２，６８３８４，３３５１７８，００４１４８，２０３運 輸 業

１，８９２２，５３１６，９０４７，４４８８００１，５７５４０５，０１１３９６，１５２４１４，３４８４０８，２３５卸・小売業

－－１４，１０３１３，７６７１３５，７７６１００，３７０５１８，５６３５５７，７８３８１９，１６２８６２，０２９金融・保険業

２，２７１５１６－－９，６４２９００２５０，３０９２５９，９０５２６３，３８０２６４，２９８不 動 産 業

２，４１０６，５０３３０１０４２，９９０２，５４０３８０，７４９３７５，９７０３８５，３６２３８０，３５９各種サービス業

－－１，９０４１，５７０８５２，０４４５８７，３４５３２０，１７１３０５，６３７１，１７４，１２０８９４，５５２
国 ・ 地 方
公 共 団 体

４，８８６３，３８４０－－－１，１２４，０３７１，０７４，７８７１，１２４，０３７１，０７４，７８７個 人

－－７７９０３，６１６６，８３２１１，５９２２，５９９１４０，３６１１２４，６７５そ の 他

１８，１６５１８，３１６３０，７３６３１，３２１１，０９３，８４１７６７，８７８３，８９９，２４６３，７７２，４５３５，３４５，６０５４，９３２，３６２業種別合計

２，２０３１，８２６１３６，０７４５６，７７９１，５５５，９４６１，５１２，９６１１，８１２，２９９１，７２８，９３１１ 年 以 下

６，８６８５，２８５３２７，５０７２８４，１６０２８２，７７９２７９，２４２６２１，３９７５７１，１５８
１ 年 超
３ 年 以 下

８，１８８６，７１３３１２，７９０１１０，０８１３７２，１６１３８４，７５１６９４，２８９５０４，５４０
３ 年 超
５ 年 以 下

８，２６２１１，９１３１７３，９５８１４３，６１４２０１，７５３１８９，４９３３８３，９７４３４５，０２１
５ 年 超
７ 年 以 下

５，２１３５，５８２１４３，５１０１７３，２４３２８９，５８７２６９，５５２４４０，３１８４４９，８１４
７ 年 超
１０年以下

－－－－１，１９７，０１７１，１３６，４５１１，１９７，０１７１，１３６，４５１１０年以上

－－－－－－１９６，３０８１９６，４４４
期間の定め
のないもの

３０，７３６３１，３２１１，０９３，８４１７６７，８７８３，８９９，２４６３，７７２，４５３５，３４５，６０５４，９３２，３６２残存期間別合計

（注）１．「貸出金等」とは、貸出金、株式、預け金等のオン・バランス取引とコミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バラン
ス取引の合計であります。
２．「三月以上のエクスポージャー」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャー、
又は引当金勘案前でリスク・ウェイトが１５０％であるエクスポージャーであります。



－　１７　－

�　一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額
【足利ホールディングス連結】

 

（単位：百万円）

期末残高当期減少額当期増加額期首残高年　　度項　　　目

－－－－平成１９年度
一 般 貸 倒 引 当 金

３７，１８０－３７，１８０－平成２０年度

－－－－平成１９年度
個 別 貸 倒 引 当 金

３６，３２６－３６，３２６－平成２０年度

－－－－平成１９年度
特定海外債権引当勘定

－－－－平成２０年度

－－－－平成１９年度
合　　　計

７３，５０６－７３，５０６－平成２０年度

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。

（単位：百万円）（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳）

期末残高当期減少額当期増加額期首残高

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

３６，３２６－－－３６，３２６－－－国 内 計

－－－－－－－－国 外 計

３６，３２６－－－３６，３２６－－－地 域 別 合 計

９，６７９－－－９，６７９－－－製 造 業

１２７－－－１２７－－－農 業

－－－－－－－－林 業

－－－－－－－－漁 業

－－－－－－－－鉱 業

３，９５６－－－３，９５６－－－建 設 業

－－－－－－－－電気・ガス・熱供給・水道業

１３－－－１３－－－情 報 通 信 業

１，０４６－－－１，０４６－－－運 輸 業

４，６４８－－－４，６４８－－－卸 ・ 小 売 業

１，５９３－－－１，５９３－－－金 融 ・ 保 険 業

３，７９２－－－３，７９２－－－不 動 産 業

６，１０３－－－６，１０３－－－各 種 サ ー ビ ス 業

－－－－－－－－国・地方公共団体

５，３６５－－－５，３６５－－－個 人

－－－－－－－－そ の 他

３６，３２６－－－３６，３２６－－－業 種 別 合 計

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。



－　１８　－

【足利銀行連結】
（一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額）

 

（単位：百万円）（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳）

期末残高当期減少額当期増加額期首残高

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

３６，３２６３２，８２２３２，８２２４７，９５６３６，３２６３２，８２２３２，８２２４７，９５６国 内 計

－－－－－－－－国 外 計

３６，３２６３２，８２２３２，８２２４７，９５６３６，３２６３２，８２２３２，８２２４７，９５６地 域 別 合 計

９，６７９７，３８９７，３８９７，８６０９，６７９７，３８９７，３８９７，８６０製 造 業

１２７１２１１２１３２１１２７１２１１２１３２１農 業

－－－６－－－６林 業

－－－－－－－－漁 業

－－－１８－－－１８鉱 業

３，９５６３，８５１３，８５１４，８０４３，９５６３，８５１３，８５１４，８０４建 設 業

－－－６８－－－６８電気・ガス・熱供給・水道業

１３１９２１９２５４７１３１９２１９２５４７情 報 通 信 業

１，０４６９６１９６１７１２１，０４６９６１９６１７１２運 輸 業

４，６４８４，８４８４，８４８７，２３６４，６４８４，８４８４，８４８７，２３６卸 ・ 小 売 業

１，５９３１，５２２１，５２２３８１，５９３１，５２２１，５２２３８金 融 ・ 保 険 業

３，７９２２，９９７２，９９７４，６７７３，７９２２，９９７２，９９７４，６７７不 動 産 業

６，１０３５，３３１５，３３１１４，２１０６，１０３５，３３１５，３３１１４，２１０各 種 サ ー ビ ス 業

－－－－－－－－国・地方公共団体

５，３６５５，６０５５，６０５７，４５４５，３６５５，６０５５，６０５７，４５４個 人

－－－－－－－－そ の 他

３６，３２６３２，８２２３２，８２２４７，９５６３６，３２６３２，８２２３２，８２２４７，９５６業 種 別 合 計

（単位：百万円）

期末残高当期減少額当期増加額期首残高年　　度項　　　目

３８，３８８４７，３７７３８，３８８４７，３７７平成１９年度
一 般 貸 倒 引 当 金

３７，１８０３８，３８８３７，１８０３８，３８８平成２０年度

３２，８２２４７，９５６３２，８２２４７，９５６平成１９年度
個 別 貸 倒 引 当 金

３６，３２６３２，８２２３６，３２６３２，８２２平成２０年度

－－－－平成１９年度
特定海外債権引当勘定

－－－－平成２０年度

７１，２１１９５，３３４７１，２１１９５，３３４平成１９年度
合　　　計

７３，５０６７１，２１１７３，５０６７１，２１１平成２０年度



－　１９　－

【足利銀行単体】
（一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中の増減額）

 

（単位：百万円）（個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳）

期末残高当期減少額当期増加額期首残高

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

３２，０２５２８，７７６２８，７７６４９，６２２３２，０２５２８，７７６２８，７７６４９，６２２国 内 計

－－－－－－－－国 外 計

３２，０２５２８，７７６２８，７７６４９，６２２３２，０２５２８，７６６２８，７７６４９，６２２地 域 別 合 計

９，６７９７，３８９７，３８９７，８６０９，６７９７，３８９７，３８９７，８６０製 造 業

１２７１２１１２１３２１１２７１２１１２１３２１農 業

－－－６－－－６林 業

－－－－－－－－漁 業

－－－１８－－－１８鉱 業

３，９５６３，８５１３，８５１４，８０４３，９５６３，８５１３，８５１４，８０４建 設 業

－－－６８－－－６８電気・ガス・熱供給・水道業

１３１９２１９２５４７１３１９２１９２５４７情 報 通 信 業

１，０４６９６１９６１７１２１，０４６９６１９６１７１２運 輸 業

４，６４８４，８４８４，８４８７，２３６４，６４８４，８４８４，８４８７，２３６卸 ・ 小 売 業

１，５９３１，５２２１，５２２３８１，５９３１，５２２１，５２２３８金 融 ・ 保 険 業

３，７９２２，９９７２，９９７４，６７７３，７９２２，９９７２，９９７４，６７７不 動 産 業

６，１０３５，３３１５，３３１１４，２１０６，１０３５，３３１５，３３１１４，２１０各 種 サ ー ビ ス 業

－－－－－－－－国・地方公共団体

１，０６４１，５５９１，５５９９，１２０１，０６４１，５５９１，５５９９，１２０個 人

－－－－－－－－そ の 他

３２，０２５２８，７７６２８，７７６４９，６２２３２，０２５２８，７７６２８，７７６４９，６２２業 種 別 合 計

（単位：百万円）

期末残高当期減少額当期増加額期首残高年　　度項　　　　目

３８，２４２４５，４４４３８，２４２４５，４４４平成１９年度
一 般 貸 倒 引 当 金

３７，０３８３８，２４２３７，０３８３８，２４２平成２０年度

２８，７７６４９，６２２２８，７７６４９，６２２平成１９年度
個 別 貸 倒 引 当 金

３２，０２５２８，７７６３２，０２５２８，７７６平成２０年度

－－－－平成１９年度
特定海外債権引当勘定

－－－－平成２０年度

６７，０１８９５，０６６６７，０１８９５，０６６平成１９年度
合　　　　計

６９，０６３６７，０１８６９，０６３６７，０１８平成２０年度



－　２０　－

ҷ　業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額

 

允　リスクウェイトの区分毎のエクスポージャー

 

（単位：百万円）

貸　　　出　　　金　　　償　　　却

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

４，７５９２，７２１４，７５９２，７２１４，７５９－製 造 業

１１６１５５１１６１５５１１６－農 業

－－－－－－林 業

－－－－－－漁 業

－－－－－－鉱 業

３，２９７４，１９０３，２９７４，１９０３，２９７－建 設 業

１０１０１－電気・ガス・熱供給・水道業

９３５９３５９－情 報 通 信 業

４４５５４４４５５４４４５－運 輸 業

２，８６９２，５０３２，８６９２，５０３２，８６９－卸 ・ 小 売 業

－－－－－－金 融 ・ 保 険 業

１，０８４２６１１，０８４２６１１，０８４－不 動 産 業

２，９３３７，７８３２，９３３７，７８３２，９３３－各 種 サ ー ビ ス 業

－－－－－－国 ・ 地 方 公 共 団 体

４５１５６６１，５３２１，８２９１，５３２－個 人

－－－－－－そ の 他

１５，９６７１８，２７１１７，０４７１９，５３５１７，０４７－業 種 別 合 計

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

格付無し格付有り格付無し格付有り格付無し格付有り格付無し格付有り格付無し格付有り格付無し格付有り

１，７９０，３４４１，９０４１，１９２，１５１１，５７０１，７９０，３４５１，９０４１，１９２，１５５１，５７０１，７９０，３４５１，９０４－－０ ％

５０，５２９－２２６，４９７－５０，５２９－２２６，４９７－５０，５２９－－－１０％以下

８２，７７０３３８，３１４１７，０７６２５２，３４４８２，７２２３３８，３１４１７，０７６２５２，３４４８２，７７２３３８，３１４－－２０％以下

５０５，３１１－５１４，７６８－５０５，３１１－５１４，７６８－５０５，３１１－－－３５％以下

２２５１５３，１４４２２５１０３，６２６１，１５０１５３，１４４２２５１０３，６２６１，１５０１５３，１４４－－５０％以下

７５６，６８４－７０７，９４２－７５７，９１９－７０９，２３３－７５７，９１９－－－７５％以下

１，４２７，８３９１０５，１２３１，３７２，８９０１０７，２６８１，３９９，２５０１０５，１２３１，３４３，５８１１０７，２６８１，３９８，１０６１０５，１２３－－１００％以下

１５，５９２－１１，４３７９９２１５，７２１－１２，６３３９９２１５，７２１－－－１５０％以下

－－－２，９８８－－－２，９８８－－－－３５０％以下

１７，９１４－１５，１１９－１７，９１４－１５，１１９－１７，９１４－－－
個 別 に
算定した
ファンド

１０１－１０１－１０１－１０１－１０１－－－
自己資本
控 除

４，６４７，３１４５９８，４８７４，０５８，２１１４６８，７９０４，６２１，０１６５９８，４８７４，０３１，３９３４６８，７９０４，６１９，８７２５９８，４８７－－合 計

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。



－　２１　－

５．信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

６．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
�　与信相当額の算出に用いる方式
先渡、スワップ、オプションその他の派生商品取引及び長期決済期間取引の与信相当額は、
カレント・エクスポージャー方式にて算出しております。

�　グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計額

�　担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額

�　�に掲げる合計額及びグロスのアドオンの合計額から�に掲げる額を差し引いた額
（カレント・エクスポージャー方式を用いる場合に限る。）
該当ありません。

（単位：百万円）

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

３６３，７４９３９５，３８１３６３，７４９３９５，３８１３６３，７４９－現 金 及 び 自 行 預 金

－－－－－－金

－－－－－－適 格 債 権

１，２２３１，６６０１，２２３１，６６０１，２２３－適 格 株 式

－－－－－－適 格 投 資 信 託

３６４，９７３３９７，０４２３６４，９７３３９７，０４２３６４，９７３－適 格 金 融 資 産 担 保 合 計

１５４，５２７７７，９０９１５４，５２７７７，９０９１５４，５２７－適 格 保 証

－－－－－－適格クレジット・デリバティブ

１５４，５２７７７，９０９１５４，５２７７７，９０９１５４，５２７－適格保証、適格クレジット・デリバティブ合計

（注）　適格保証には、信用保証協会保証は含まれておりません。
※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結
グロス再構築コストの額の合計額

４，２４４４，２４４４，２４４

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

種類及び取引の区分 平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

与信相当額与信相当額与信相当額

３０，７３６３１，３２１３０，７３６３１，３２１３０，７３６－派 生 商 品 取 引

３０，７２７３１，３０７３０，７２７３１，３０７３０，７２７－外国為替関連取引及び金関連取引

９１４９１４９－金 利 関 連 取 引

－－－－－－株 式 関 連 取 引

－－－－－－貴金属関連取引（金関連取引を除く。）

－－－－－－その他のコモディティ関連取引

－－－－－－クレジット・デリバティブ

３０，７３６３１，３２１３０，７３６３１，３２１３０，７３６－合　　　　　計

（注）　原契約期間が５営業日以内（平成２０年３月３０日までは１４日以内）の外為関連取引の与信相当額は、上記記載から除いております。
※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。



－　２２　－

�　担保の種類別の額
該当ありません。

�　担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額

�　与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元本額をクレジット・デリバ
ティブの種類別、かつ、プロテクションの購入又は提供の別に区分した額
該当ありません。

�　信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブの想定元
本額
該当ありません。

７．証券化エクスポージャーに関する事項
�　持株会社グループがオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項
持株会社グループはオリジネーターとして証券化を実施していないことから、定量的な開示
事項はありません。

�　持株会社グループが投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
ア．投資家として保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

 

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

種類及び取引の区分 平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

与信相当額与信相当額与信相当額

３０，７３６３１，３２１３０，７３６３１，３２１３０，７３６－派 生 商 品 取 引

３０，７２７３１，３０７３０，７２７３０，３０７３０，７２７－外国為替関連取引及び金関連取引

９１４９１４９－金 利 関 連 取 引

－－－－－－株 式 関 連 取 引

－－－－－－貴金属関連取引（金関連取引を除く。）

－－－－－－その他のコモディティ関連取引

－－－－－－クレジット・デリバティブ

３０，７３６３１，３２１３０，７３６３１，３２１３０，７３６－合　　　　　　計

（注）　原契約期間が５営業日以内（平成２０年３月３０日までは１４日以内）の外為関連取引の与信相当額は、上記記載から除いております。
※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

２３８５４０２３８５４０２３８－住 宅 ロ ー ン 債 権

－－－－－－自 動 車 ロ ー ン 債 権

－－－－－－ク レ ジ ッ ト カ ー ド 与 信

１，２６７２，６３８１，２６７２，６３８１，２６７－リ ー ス 債 権

－－－－－－事 業 者 向 け 貸 出

４１１３８４１１３８４１－上 記 以 外

１，５４７３，３１７１，５４７３，３１７１，５４７－合　　　　　　計

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。



－　２３　－

イ．投資家として保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの区分ごとの残高及び
所要自己資本の額

ウ．投資家として保有する証券化エクスポージャーのうち、持株会社における告示第２２５条、及
び銀行における２４７条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャーの額及び
原資産の種類別の内訳

エ．持株会社における告示第２０号附則第１５条、及び銀行における告示第１９号附則第１５条（証券
化エクスポージャーに関する経過措置）の適用により算出される信用リスク・アセットの額
該当ありません。

８．銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに関する事項
�　貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照表計上額
ア．出資等又は株式等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

 

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

－－－－－－住 宅 ロ ー ン 債 権

－－－－－－自 動 車 ロ ー ン 債 権

－－－－－－ク レ ジ ッ ト カ ー ド 与 信

－－－－－－リ ー ス 債 権

－－－－－－事 業 者 向 け 貸 出

５４５４５－上 記 以 外

５４５４５－合　　　　　計

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度平成２０年度平成１９年度

所　　要
自己資本

残　高
所　　要
自己資本

残　高
所　　要
自己資本

残　高
所　　要
自己資本

残　高
所　　要
自己資本

残　高
所　　要
自己資本

残　高

１２１，５４２２６３，３１２１２１，５４２２６３，３１２１２１，５４２－－２０％ 以 下

－－－－－－－－－－－－５０％ 以 下

－－－－－－－－－－－－１００％以下

－－－－－－－－－－－－３５０％以下

５５４４５５４４５５－－自 己 資 本 控 除

１７１，５４７３１３，３１７１７１，５４７３１３，３１７１７１，５４７－－合 計

※足利ホールディングスは平成２０年４月１日に設立されたため、平成１９年度の欄は記載しておりません。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

時　価
貸　　借
対照表額

時　価
貸　　借
対照表額

時　価
貸　　借
対照表額

４４，６３３４４，７１２４４，７１２
上場している出資等又は株式等
エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の
貸 借 対 照 表 計 上 額

３０，９９８１，９８２１，９８２
上記に該当しない出資等又は
株式等エクスポージャーの
貸 借 対 照 表 計 上 額

７５，６３２７５，６３２４６，６９４４６，６９４４６，６９４４６，６９４合　　　　　計

（注）ファンド内の出資等又は株式等エクスポージャーは除いております。



－　２４　－

イ．子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等

�　出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額

�　貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損益の額

�　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
該当ありません。

９．銀行勘定における金利リスクに関して内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済
的価値の増減額
持株会社グループでは、銀行勘定における金利リスクに関して足利銀行単体の金利リスクを使
用しており、金利ショックに対する経済価値の増減額は下記のとおりです。
なお、足利銀行以外の連結子会社については金利リスクが僅少のため、金利ショックに対する
経済価値の増減額の計測は実施しておりません。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

２９，０２０－－子 会 社 ・ 子 法 人 等

－－－関 連 法 人 等

２９，０２０－－合　　　　　計

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

４９４９△２売 却 損 益 額

３，１５１３，２３９２９，９８８償 却 額

（注）ファンド内の出資等又は株式等エクスポージャーは除いております。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

４９４９△２売 却 損 益 額

３，１５１３，２３９２９，９８８償 却 額

（注）ファンド内の出資等又は株式等エクスポージャーは除いております。

（単位：百万円）

足利銀行単体足利銀行連結足利ホールディングス連結

５７０５６５△１４，３８６

（注）ファンド内の出資等又は株式等エクスポージャーは除いております。

（単位：百万円）

金利ショックに対する経済価値の増減額（ＶａＲ値）
算出方法：分散共分散法、信頼水準：９９％、保有期間：１カ月、観測期間：１年

平成２０年度平成１９年度

１２，３８８８，７４９債　　　　　券（注１）

１０，５３５６，６１１預金・貸出金等（注２）

（注）１．債券の金利リスクは、外貨建債券を保有していないことから、円建分（国内勘定＋国際勘定、前年度分も同様の基準で記載）とな
ります。

２．預貸金等の金利リスクについては、現在価値算出の対象となる利息額を約定金利（預金金利、貸出金金利等）ではなく、預金・貸
出金等を約定した時点の市場金利で計算しております。
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足利ホールディングス

ディスクロージャー誌別冊　平成２０年度（３月期）

バーゼルⅡ　第３の柱に基づく

自己資本の充実の状況等の開示について


